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第 1 章  都市経済，地域経済論及び地域間産業連関分析への応用 

1−1 問題意識と研究課題 
現在，都市には人口が集中し，経済，政治，社会，文化と対外交流の中心であり，近代

文明の象徴と言える．都市は生産力の増大と社会的分業の更なる細分化によって商業と手

工業を農牧業から分離させ，都市の雛形を形成しつつ，発展した．李（1986）によると都市

は人間を主体とし，空間と環境の活用を基礎とし，経済効果を集中することを特徴とし，人

類社会の進歩を目的とする人口の集中，経済の集中及び科学文化を集約する空間地域シス

テムである．また，地域経済の教科書によると都市は大量の人口･経済活動が集中して存在

し，第二次と第三次産業などの非農業的土地利用が支配的であり，非農業人口を主力とする

地域である． 

一方，中国建設工業出版社が出版した「都市計画基本用語標準」によると，都市は非農

業産業と非農業人口の集積を主な特徴とする拠点である．国家行政制度によって設立され

た市と鎮を含むという．また，中国の都市規模1は多種多様な経済活動が営まれ，そのため

都市間に種々な波及効果が生じ，また各都市における経済の集中は，都市の二次および三次

産業のすべてのセクターの経済的つながりと経済活動の合計として反映される． 

特に，都市は中国経済の一部であり，地域の活動において重要な役割を果たし，経済の

プロセスに影響を与えていると考えられる． 

1949 年の新中国成立初期における都市数は 132 のみである．その後，都市における経済

建設の全面的な加速に伴い，特に 1950 年代末の都市の急速な重工業化のため農村人口を必

要とした大躍進政策によって，多くの農民が都市に流入し，都市人口が急増し，都市化率は

1952 年の 12.4%から 1960 年の 19.8%に急上昇し，都市数も 157 都市から 200 近くに達した．

改革開放以来，中国は徐々に人口流動に対するコントロールを解除し，農村からの移転人口

の都市住民化への条件緩和が進みつつある．そのため，都市化が加速し始め，大量の農民が

都市に流入し，都市部と農村部の間にあった労働力，土地，資本などの壁が打ち破られ，経

済の格差も大幅に縮小した．また，一部の地域は率先して都市部と農村部の一体化を実現さ

せた．都市人口比率は 1980 年の 19%から 2019 年の 60.6%に急速に上昇した．都市部の常在

人口も 1 億 7000 万人から 8 億 4800 万人にまで急増した．2019 年 6 月，中国には 4 つの直

轄市があり，293 の地級市，375 の県級市があり，合わせて 672 の都市がある． 

ここまでの数十年間にわたる長期の動向を見ると，中国は都市数と都市人口が増加し続

 
1 国務院が発表した「都市の規模区分基準の調整に関する通知」によると，中国の都市規模は小都市（Ⅰ型小都市，Ⅱ

型小都市），中都市，大都市（Ⅰ型大都市，Ⅱ型大都市），特大都市，超大都市がある．都市部の常駐人口が 50 万以

下の都市は小都市で，そのうち 20 万から 50 万までの都市はⅠ型の小都市で，20 万以下の都市はⅡ型の小都市であ

る．都市部の常在駐人口が 50 万から 100 万までの都市は中都市である．都市部の常駐人口が 100 万から 500万までの

都市は大都市である．そのうち，300 万から 500 万までの都市はⅠ型の大都市で，100 万から 300 万までの都市はⅡ型

大都市である．都市部の常駐人口が 500 万から 1000 万までの都市は特大都市であり，都市部の常駐人口が 1000 万を超

える都市は超大都市である． 

 また，百科事典によると，直轄市は最高位の都市であり，省と同格の一級行政区画である．現在，北京市，上海市，

重慶市，天津市の 4 市がある．地級市は，中華人民共和国の地方行政単位．地区，自治州，盟とともに二級行政単位を

構成する．省クラスの行政単位と県クラスの行政単位の中間にある地区クラスの行政単位である．県級市は中華人民共

和国の行政区画の単位で「県」と同じ区分にある市である． 
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けている．農村部から都市部へと労働力が移動し，更に市場化，工業化及びグローバル化に

伴い，都市は持続的かつ急速な発展段階にある． 

また，中国における改革開放は，鄧小平氏が提唱した「先富論」から「共同富裕論」を

目指す段階に入っている.「共同富裕論」とは，沿海地区が先に発展し，内陸地区の発展がや

や遅く，先に発展した沿海部が後から発展する内陸部の発展を支え，最後には共に豊かにな

るということである．改革開放の行動計画から見ると，まず1980年に深セン市経済特区が設

立された.続いて，1984年に大連市・天津市・青島市・上海市などの14都市が経済技術開発区

に指定された.さらに，2000年から重慶市・甘粛省など10省市が含まれる西部大開発計画が

スタートし，2014年にシルクロード経済べルトと21世紀海上シルクロード(一帯一路)の国家

戦略が立てられた .改革開放政策の中心は中国東部沿海部から西部内陸部へと変遷している.

都市開発区を設立する主たる目的は二次産業を発展させ，外資と先進技術を誘致し，輸出入

貿易を促進することである．開発区自体は産業のレベルアップ，ハイテク産業，サービス業

などが開発区の新たな産業の特徴となっている．顧（2008）によると，都市開発区は中国の

対外経済発展の最前線であり，先進的な製造業基地，ハイテク産業基地などである．また，

都市開発区の建設は中国の都市化プロセスを大きく推進し，都市産業構造の水準を大幅に

向上させ，都市構造を調整し，産業進化のプロセスを促進し，中国の経済発展に大きな貢献

をした．一方，グローバル化が続く中，大量の国際資本を導入し，規模の拡大とともに都市

の数が急増し，都市の外資経済空間が急に拡大し，都市の国際関係と国際的地位が急速に上

昇している． 

また，2005年から，上海洋山港・天津東疆港・大連大窯湾港・青島前湾港などの14港が保

税港区に指定され，保税区や輸出加工区の税収や外貨管理などの優遇政策を付与した．その

うち上海港は「国際航運センター」と位置付けられ，天津港は「北方国際航運センター」に

位置付けられ，大連港は「東北アジア国際航運センター」に位置付けられている．2013年か

ら，上海市・天津市などの18省市が自由貿易試験区に指定された．2018年に海南自由貿易港

を設置し，海外からの貨物や資金など自由に出入りできるようにし，貿易港の全部または大

部分の貨物に対して関税免除できるようにした．2020年に「海南自由貿易港総体方案」によ

り海南自由貿易港の建設を加速させ，中・西部地域に自由貿易試験区と総合保税区を増設し，

サービス業の開放拡大を目指して様々な政策を増やし，三亜市越境EC総合試験区を立ち上

げ，積極的に輸出入を拡大し，世界に向けたより高レベルの大市場へと発展させる体制を整

えた． 

近年，様々な優遇政策の下で都市を中心に地域発展戦略の実施を加速した結果，都市が急

速に発展し，地域間協力をさらに推進している．歴史学者のルイス・マンフォード氏は「The 

Culture of Cities」で，「都市の希望は他の地域にある」と語っているほどである.北京市，

上海市や重慶市などの中心都市と周辺地域の総合的な相互依存効果を高め，多様な産業を



 

 3 

育成し，雇用を拡大している．さらに，京津冀協同発展，西部大開発，環渤海経済圏の協同

発展の推進，中部崛起，東北地域の全面的振興，粤港澳大湾区の建設，長江デルタ地域の一

体的発展を促している． 

今年 2020 年に入ってから，新型コロナウイルスの影響で世界経済が深い停滞に陥り，一

部の国家では保護貿易主義が台頭し，鎖国のような状況が現れ，反グローバル化の様相を呈

している．一方，グローバル化から巨大な利益を獲得してきた中国はグローバル産業体制と

サプライチェーンにおいて大きな危機に直面している．また，中国統計局によると，新型コ

ロナウイルス感染拡大の最初の震源地となった中国湖北省武漢市は 8 年ぶりに中国の都市

GDP トップ 10 位のランク外になった．武漢市は 2020 年上半期の GDP総額を公表していな

いが，第一四半期，上半期 GDP の増加率が去年同じ時期のぞれぞれと比べマイナス 40.5%，

マイナス 19.5%に下がると公表した．二時期共に大幅に減少したが，第一四半期と比べ，上

半期の減少率からみると回復の傾向が顕著である．2020 年上半期中国の都市 GDP トップ 10

の順位は上海市，北京市，深セン市，重慶市，広州市，蘇州市，成都市，杭州市，南京市，

天津市の順である．例年と比べると，重慶市が広州市に代わって 4 位に入った．広州市の

GDP は 2.7%を減少し，重慶より 241.54 億元少ない．南京市が初めてトップ 10 入り，天津

市を抜いて 9 位となった．天津市の GDP は 3.9%を下落し，南京市より 303 億元少ない．理

由の一つとしては，内陸で域内サイクルを重視している成渝経済圈の中心である重慶市と

「イノベーション都市」を構築している南京市がコロナ禍による輸出入からの影響が沿海

部の都市より小さいと考えられるからである．したがって，グローバル化が後退している時

期に，都市システムにおける沿海部の都市のみならず，内陸部の都市の影響力と競争力を全

面的に高める必要があると考えられる．中国は内需の潜在力を持ち，国内と国際市場をつな

げ，二つの市場と諸資源を使い，地域間さらに国際間の協力発展を新たな原動力とし，より

持続可能な方向を見出すことが重要だと考えられる． 

以上の課題に対して多くの都市の産業における特徴及び他地域との相互依存関係を明ら

かにすることは中国経済発展の分野で不可欠な課題だと考えられる．同時に複数の産業間

の連関関係と複数の地域間の経済活動の繋がりを把握するため，地域間産業連関表を用い

て分析する必要がある ． 

 

1−2 中国における地域間産業連関分析に関する先行文献 

中国における多地域間産業連関表を用いて地域間相互依存関係を明らかにするために，

地域への経済誘発効果を計算した先行研究は多く存在する． 

以下のような先行研究は 10 分類に分けられる． 

（1）首都である北京市を中心とした地域間産業連関分析 

（2）経済圏における地域間産業連関分析 

（3）沿海部・内陸部に関する地域間産業連関分析 

（4）東部・中部・西部における相互の地域間産業連関分析 
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（5）北部沿海・東部沿海・南部沿海・中部・西北・西南など 8 大経済地域間産業連関分析 

（6）  4 直轄市を中心とした地域間産業連関分析 

（7）日中に関する地域間産業連関分析 

（8）西部内部における地域間連関分析 

（9）省を多地域に分けた地域間産業連関分析 

（10）地域間表の作成について 

 

（ 1）首都である北京市を中心とした地域間産業連関分析 

①北京市・北京市周辺・その他中国地域間産業連関分析 

張・趙（2008）によると北京は 2008年オリンピックの開催都市としてインフラに多くの

投資を必要としているだけでなく，サービス業が比較的発達している都市として，建材，機

械から関連の化学工業，電子通信設備まで他の地域から大量の製品を購入し，他の地域の関

連産業の発展を促進した．他の地域は北京市へ中間財を供給するため，成長地域の生産拡大

を支えた．そこで，北京オリンピックの開催による地域間の経済の相互依存関係を明らかに

したい． 

まず，地域間産業連関モデルに基づき北京，北京の周辺地域及びその他中国地域間の相互

依存関係を分析し，さらにオリンピック投資による 3 つの地域への経済牽引効果を測定し

た．2008 年に北京市で行われたオリンピック投資から見れば，北京市は巨大なスピルオー

バー効果を持っていると考えられる．その中で，北京に直接投下された資金額はおよそ

92.9%を占めた．一方，北京以外の地域の経済発展の牽引効果は，オリンピックの直接投資

により誘発されたすべての牽引効果に占める割合は 60%に達している．理由の一つは，北

京市の経済産業構造の特徴が他の地域と異なりと考えられる．さらに重要なのは，中国にお

ける地域間の経済関係が緊密で，経済には強い補完性と促進効果があると考えられる． 

②北京市日系企業・その中国他地域・地域間産業連関分析 

居城・馮（2017）によると，日系企業の中国への進出活動が盛んになっている現状に対し

て，居城・兪(2016)が作成した 2000 年日本 18 地域と中国 30 地域産業連関表に基づき，北

京市の日系企業を分離した日中地域間国際産業連関表を作成した．生産誘発分析と付加価

値誘発分析を算出した．結果として，北京市近隣地域と広東省は北京市日系企業への生産誘

発額が大きいことが判明した．中国内陸地域の第三次産業と北京市日系企業との繋がりは

大きい．北京市日系企業は日本の第二次産業との繋がりが中国の同産業よりはるかに強い．

誘発効果の観点から，北京市の日系企業は中国地域に与える影響より日本へ与える影響が

大きいと言える． 

 

（ 2）経済圏における地域間産業連関分析 

①京津冀経済地域に関する地域間産業連関分析 

呉・陳・李（2016）によると京津冀経済地域は中国北部における経済の核心地域である．
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長江デルタ及び珠江デルタと，中国の三つの重要な成長のかなめとも言われている．しかし，

長江デルタと珠江デルタに比べ，京津冀経済地域の発展は全体的に遅れている．したがって，

京津冀経済地域の発展を加速させ，特に協同発展を加速させる必要があると考えられる．

MRIO 地域間産業連関モデルに基づき，各地域が消費，投資及び輸出の最終需要を通じ他の

地域へ及び他の地域からの付加価値モデルを構築し，公表された 1997 年，2002年及び 2007

年中国地域間産業連関表により，京津冀経済地域における最終需要による 3 地域の相互依

存関係，さらにその他中国多地域の相互依存関係が明らかにした． 

結論として，京津冀経済地域の一体化の度合いは絶えず深まっており，京津冀経済地域に

おけるそれぞれの地域による他の二つの地域から受けた付加価値は地域全体の付加価値に

占める割合が絶えず高くなっている．北京経済は津冀経済地域の牽引作用が最も大きく，天

津経済は京冀経済の牽引効果が最も大きい．北京の需要による天津市及び河北省への牽引

作用が一番大きい．天津市は主に投資活動により天津市と河北省の財やサービスを牽引し

た．河北省は主に消費の最終需要を通じて北京市と天津市の財やサービスを牽引する効果

を持っていた．京津冀地域と中国の他地域との相互依存関係に影響するのは主に投資需要

であつた． 

劉・王（2018）地域間産業連関モデルに基づき京津冀（北京市・天津市・河北省の略）経

済圏の地域内の乗数効果と地域間スピルオーバー効果及びフィードバック効果を測定した．

その結果，北京市における市内の繋がりが緊密で集約性が高く，三次産業の乗数効果が津冀

地域より大きい．北京市の工業と農業による河北省に対する地域間スピルオーバー効果が

大きい．北京市と天津市の先端技術産業の連関関係は緊密で同産業の高度化を促進してい

る．天津市における工業の乗数効果が最も大きく，河北省の伝統産業への牽引効果が大きい．

天津市は北京市の優位性のある産業の構造と類似性がある．河北省の工業分野は京津両エ

リアへのスピルオーバー効果が小さい．  

 

②長江デルタ地域に関する地域間産業連関分析 

黄・張（2020）によると長江デルタ地域は経済が発展し，産業部門も完備している地域で

ある．したがって，長江デルタ地域における産業発展一体化は全国の経済の高度な発展にと

って重要な戦略的意義を持っている．また，長江デルタ地域の産業との融合と協同発展を実

現することは，この地域ひいては国家全体の競争力を高めるために，肝心なポイントであり，

経済の高度な発展を推進する重要な措置でもある． 

2012 年上海市，江蘇省，浙江省と全国産業連関表，及び「全国鉄道統計要旨」と「中国交

通年鑑 2013」による算出した地域間の産業貿易見積のデータを利用し，42部門の長江デル

タ地域間産業連関表を作成した．それを用いて，地域内の乗数効果，地域間のスピルオーバ

ー効果とフィードバック効果を計算した．結果として，地域産業の乗数効果は江蘇省が最も

大きい．つまり江蘇省地域内の産業間の繋がりが最も強い．続いて，浙江省，上海市の順で

ある．地域間のスピルオーバー効果から見ると，上海が最も大きい．続いて，浙江省，江蘇
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省である．また，浙江省の需要による上海市へのスピルオーバー効果は浙江省の需要による

江蘇省へのスピルオーバー効果より大きい．つまり上海市の需要によるその他地域への牽

引作用が最も大きい．また浙江省の上海市に対する牽引作用は江蘇省より大きい．地域間産

業のフィードバック効果から見ると，上海市が一番大きく，浙江省が一番小さい．各地域産

業別から分析すると，長江デルタ地域の乗数効果が大きい産業部門は重化工業と製造業に

集中しており，上海市の需要による江蘇省と浙江省の製造業に対する牽引作用が強く，上海

市の金融業に対するフィードバック効果が最も大きい．貢献率から分析すると，上海市は外

部市場に依存している．江蘇省は省内市場に深く依存していると同時に，上海市の金融，運

送サービス業への牽引効果が強い．浙江省は省内市場に依存している同時に，江蘇省の工業

と上海の化学工業産業とサービス業などへの牽引効果が強い．  

 

③珠江デルタ地域に関する地域間産業連関分析 

向（2018）によると，珠江デルタにおける 4 つの省の工業分野は主に省都都市に集中して

いるのに対し，省都都市から離れた地域では工業分野の分布が少ない．このことから珠江デ

ルタにおける各省の工業の空間構造は比較的集積している．区域間の工業分布もきわめて

不均一である．2012 年中国多地域間産業連関表に基づき，珠江デルタである広東省，広西

省，貴州省及び雲南省の工業分野のスピルオーバー効果を測定し．結果として，4 つの省に

おける工業分野はいずれもスピルオーバー効果を持っている．経済が発達している広東省

はその他 3 つの省の工業分野を圧迫している．それでも，経済が発達していない 3 つの省

はその他の中国地域に対してはスピルオーバー効果がある． 

 

④三大沿海経済区（長江デルタ，珠江デルタ及び環渤海経済圏）間地域間産業連関分析 

李（2014）によると，劉（2012）が作成した 2007年中国地域間産業連関表に基づき，対

外経済貿易が盛んである三大沿海経済区（長江デルタ，珠江デルタ及び環渤海経済圏）間の

サービス業を中心に，地域間スピルオーバー効果とフィードバック効果を測定した．結果と

して環渤海経済圏と長江デルタの地域間スピルオーバー効果とフィードバック効果は珠江

デルタより大きい．環渤海経済圏と長江デルタの地域間スピルオーバー効果は中国のその

他地域から受けた地域間スピルオーバー効果より大きい．一方，珠江デルタの地域間スピル

オーバー効果は中国のその他地域から受ける地域間スピルオーバー効果より小さい．環渤

海経済圏のサービス業の最終需要による長江デルタ及び珠江デルタのサービス業への波及

効果は大きい．環渤海経済圏と長江デルタの間のスピルオーバー効果が大きく，珠江デルタ

と環渤海経済圏及び長江デルタの間のスピルオーバー効果が小さい．  

 

（3）沿海部・内陸部に関する地域間産業連関分析 

胡（2006）中国の地域格差が増加しつつあるなか，一部地域の経済発展が発生し他地域か

ら中間財や原材料調達を通じ他地域の生産性を増加させるかその波及効果が他の地域への
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影響さらに経済全体の発展をもたらすような地域間連関を研究する．したがって 2000年中

国多地域間産業連関表に基づき対象地域 7 地域に焦点をあて産出乗数と付加価値誘発係数

を算出した．結果として，第一に中国沿海地域では，生産性の低い地域産業と結合して，生

産性の改善に貢献しているが，中国内陸地域では，生産性の高い地域産業と結合して，他地

域産業の効率性を享受していること．第二に，生産活動で実現される付加価値の流出率は，

沿海地域から内陸地域へは低く，逆に後進地域から沿海地域へは高くなっており，不均衡な

連関構造になっていることである．  

 

（4）東部・中部・西部における相互の地域間産業連関分析 

呉・朱（2010）中国における地域間の発展格差は，東部，中部，西部での成長の差が著し

いため，社会経済の協調発展と調和安定を厳しく制約している．東部は経済発展が速く，科

学技術レベルが高く，産業発展が順調で，海外との繋がりが強い．一方，中部，西部地域は

人口と都市が少なく，科学技術と文化教育があまり発展しておらず，経済発展が遅い． 

 したがって，1997 年中国地域間産業連関表，2000 年中国地域間産業連関表及び 2005 年

中国地域間産業連関表に基づき，中国の東部，中部，西部の三大地帯の地域内乗数効果，地

域間スピルオーバー効果，地域間フィードバック効果を計算した．結果として，中国東部に

よる中部と西部へのスピルオーバー効果は中部と西部による東部へのスピルオーバー効果

に比べて著しく及ばない．そして，中部は三大地帯の経済のきずなの役割を発揮できていな

い．また，産業面から見てみると，軽工業，建築業と重工業それぞれは東部，中部及び西部

いずれもの地域の生産を牽引した最も重要な産業である．農業はいずれも三大地帯の経済

活動に対して地域内の乗数効果が最小である．  

 

（5）北部沿海・東部沿海・南部沿海・中部・西北・西南など 8 大経済地域間産業連関分析 

潘（2015）によると改革開放 30 年来，中国の経済建設は大きな成果を収めた．1997 年と

2007 年の中国地域間産業連関表をもとに，30 地域を東北，京津，北部沿海，東部沿海，南

部沿海，中部，西北，西南など 8 大経済地域に分け，地域内乗数効果，地域間スピルオーバ

ー効果及びフィードバック効果の観点から中国地域経済を検討した．結果として，1997 年

と比べて 2007 年に地域内乗数効果が減少したが，地域間スピルオーバー効果とフィードバ

ック効果は上昇した．東北，西北，西南等の中国内陸の比較的先進とはいえない地域は，ま

すますその他地域の経済発展からの主導性の影響を受けてきた．同時に，北京市，天津市と

河北省，山東省を主体とする環渤海地域は，21 世紀に入ってから中国経済への牽引効果が

ますます大きくなってきた．また，より先進した沿海地域による各地域へのスピルオーバー

効果は大きく，特に東部沿海と南部沿海地域の貢献度が一番大きい．8 大経済地域とも近隣

地域へのスピルオーバー効果は比較的に大きい．  
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（6） 4 直轄市を中心とした地域間産業連関分析 

岡本（2017）によると，都市が消費の中心地であるため，中国が進める都市化が中国の地

域開発に与える影響を考察する．対象地域 4直轄市（北京，天津，上海，重慶）に焦点をあ

て，その都市化が中国全地域にどのような影響を与えるかを考察したい．2007年中国 30省

市の地域間産業連関表に基づき，都市化（企業集積）の影響を分析モデルで構築した．結果

として，上海の都市化は中国全地域への影響が最も多く，しかも内陸部とくに西部へのイン

パクトが最も大きい．一方，重慶市の都市化は中国全地域への影響が最も小さい．そして，

4 直轄市はいずれも西部の発展を促している．  

 

（7）日中に関する地域間産業連関分析 

王（2016）によると中日両国の経済関係は両国の経済発展に極めて重要な地位を占めるだ

けでなく，東アジアないし全世界の経済発展にも大きな影響がある．したがって，中日地域

間産業連関モデルに基づき，中国国家統計局と日本国際協力機構（JICA），日本経済産業省

が協力して作成した 2007 年 30 部門の中日国際産業連関表を利用し，中日における地域内

乗数効果，地域間スピルオーバー効果，地域間フィードバック効果を計算した．結果として，

中国による日本への地域内乗数効果，地域間スピルオーバー効果，地域間フィードバック効

果はいずれも日本による中国への影響より大きい．産業細分化から見ると，中国の大部分の

産業の地域内乗数効果，地域間スピルオーバー効果，地域間フィードバック効果は日本より

大きい．一方，日本の自動車産業とその他の輸送機械の地域内乗数効果，地域間スピルオー

バー効果，地域間フィードバック効果は中国より大きい．  

山田・王・宮川（2015）によると，グローバル化とともに，日中間の貿易関係がより深く

なってきている．特に，中国東部沿海地域における日本経済との繋がりが比較的に強い．８

地域（遼寧省，山東省，上海市，江蘇省，浙江省，福建省，広東省，四川省）一つ一つにつ

いて 2007 年地域産業連関表と日中国際産業連関表に基づき，生産誘発係数と付加価値誘発

係数を算出し，8 地域と日本との産業連関構造について実証的な分析を行う．具体的には，

8 地域の中で上海市と広東省が自地域への波及効果が少なく，生産面・付加価値面ともに日

本とその他世界に与える影響が大きく，部門別には輸送機械および電気機械関係の 4 部門

および繊維部門の生産を通じた影響が大きい．山東省と四川省は自地域への波及効果が大

きい．自地域江蘇省，浙江省，福建省 においては中国その他地域への波及効果が小さく，

中国周辺地域との連携の強さが推察される．  

 

（ 8）西部内部における地域間連関分析 

韓（2009）によると中国西部における重慶市と成都市が最も発展し，潜在力も大きい．し

かし，両市の立地，地形，環境など，類似したところが多いため，産業構造が同じようにな

り，内部競争が激化している．したがって，成都市と重慶市における産業の現状を研究し，

地域の経済発展を牽引する主な産業部門を分析し，さらに両地域間の協力発展と産業政策
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を策定するための根拠を提供することは中国西部大開発にとって重要な戦略的意義を持っ

ている．MRIO 地域間産業連関モデルに基づき，「中国交通年鑑 2003」による四川と重慶の

輸送量分布係数の交易係数を測定し，2002 年重慶市，四川省と全国産業連関表を利用し，

2002 年重慶市及び四川省地域間産業連関表を作成した．それを用いて，重慶市及び成都市

地域間産業連関モデルの類似モデルとして使われた．また，重慶市，四川省及び地域間の影

響力係数と感応度係数をそれぞれ算出した．結果として，川渝地域間では食品製造業及びタ

バコ加工業，非金属鉱物製品業，金属製錬業及び圧延工業，交通設備製造業，宿泊と飲食業

の産業関連が一番強い．  

雪合来捉・馬合木提（2004）によると，中国において経済発展に関して沿海地域と比べて，

後進地域である中西部地域は，「西部大開発」を通じてインフラ建設などに関連する産業が

著しい発展を遂げた．この中で，新疆と中国の他地域との相互依存関係を分析するは非常に

有意義だと考えられる．中国 8 地域産業連関表，新疆産業連関表及び中国交通統計年鑑に記

載された中国地域間鉄道物流通量マトリックスの 3 点の資料を利用し，CMRIOモデルに基

づき，地域間交易係数を推計し，中国西北部から新疆を分離し 2002 年中国 9 地域間産業連

関表を作成し，影響力係数，感応度係数及び生産誘発係数を算出した．結果として，新疆は

自地域への波及効果が小さいことが判明した．新疆は遠く沿海部から多くの中間財を取り

寄せ，その他西北部や中部という比較的近い地域に中間財を送り出している．  

 

（9）省を多地域に分けた地域間産業連関分析 

範・金（2011）によると，江蘇省は経済が発達しているが，省内地域間の格差も拡大傾向

にある．江蘇省を 3 つの地域（蘇北，蘇中，蘇南）に分け，3 地域間産業連関モデルを用い，

地域内乗数効果，地域間スピルオーバー効果及びフィードバック効果を算出した．結果とし

て，3 地域のうち内部の繋がりが最も強いのは蘇南である．次いで，蘇中，蘇北の順である．

蘇南の経済発展は必ずしも蘇中・蘇北への牽引効果を及ぼしていない．ただ，蘇南・蘇中の

産業連関はより緊密である．  

居城・馮（2016）によると，江蘇省と各市の統計年鑑を利用し，地域間産業連関モデルに

基づき，江蘇省を 3 つの地域（蘇北，蘇中及び蘇南）に分け 2007 年江蘇省 3 地域間産業連

関表を作成した．それを用いて生産誘発効果を算出した．結果として，蘇中と蘇北ともに自

地域の需要による蘇南へ生産誘発効果が，蘇南の需要による蘇中と蘇北への生産誘発効果

より大きい．蘇南は 3 地域の中で乗数効果と，地域間フィードバック効果が最も大きい．蘇

南による蘇北・蘇中への牽引効果は，蘇北・蘇中による蘇南への牽引効果と比べて小さい．  

羅（2019）によると，急速な経済発展に伴って，湖南省内の経済格差は拡大しつつある．

2012 年の湖南省産業連関表をもとに，Non―survey 地域間取引量推定法と重力-RAS 地域間

取引量推定法を参考にし，「2018 年湖南統計年鑑」関連データを利用し，湖南省を 4 つの地

域（長株潭，洞庭湖，湘中南，大湘西）に分け，2017 年湖南省 13 部門地域間産業連関表を

作成した．結果として，湖南省における地域内の繋がりが強いのが判明した．一方，地域間
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の経済関係は比較的弱い．特に大湘西経済区と他の 3 つの地域の相互依存関係は非常に弱

い．長株潭地域の産業構造は比較的に発展している．しかし，同地域内の乗数効果はわりに

大きく，省内 3 地域への地域間スピルオーバー効果はいずれも小さい．これによって長株潭

と省外の繋がりが強いと考えられる．洞庭湖地域は農林水産業，軽工業，石油化学工業にお

いて産業優位があり，揚子江経済帯に位置しているので，長江に沿った省間の経済関係がよ

り緊密と考えられる．湘中南地域は珠江デルタの経済帯に近く，地理的な優位性がある．大

湘西地域は産業構造と自然条件の制約のため，経済基盤が弱く発展が遅れている．  

 

（10）地域間表の作成について 

劉・岡本（2002）によると地域間経済の協調発展は中国経済にとって重要な課題である．

重力モデルと回帰モデルを用いて，地域間の交易係数をそれぞれ推定し，3（東部，中部，

西部）地域の 10 産業 1997 年中国地域間産業連関表を作成し，応用の分析を行った． 

具体的には，3 地域それぞれの地域別の変量を推計した．まず３地域それぞれの生産額と

最終需要を推計した．「中国統計年鑑」，「農業年鑑」及び「工業年鑑」を利用し，地域別産

業別の全国における比率を計算した．この比率により中国産業連関表を 3 つの地域に分離

し，地域別産業別の生産額を算出した．また，地域別産業別の国内総生産（GDP）の比率に

より，地域別産業別の最終需要を得た．次に，3 地域それぞれの投入係数を推計した．各地

域の投入係数の推計過程は 3 段階に分けられた．第 1 段階は，まず 1997 年 40 部門中国産

業連関表を 10 部門に統合し，産業別の投入係数を計算した．第 2 段階は，「1997 年中国統

計年鑑」と同年度各部門の業界統計資料に基づき，省別による地域別産業別の生産額と GDP

を整理した．第 3 段階は，立地係数（Location Quotient）の計算式を利用し，地域別産業別

の補助係数を算出した．当該産業の立地係数の値が 1 より大きい場合に，当該産業の投入係

数は中国産業連関表の当該産業に対応する投入係数である．当該部門の立地係数の値が 1 よ

り小さく，または 1 に等しい場合，当該産業の投入係数は，中国産業連関表の当該産業の対

応する投入係数と立地係数の積となる． 

次に，地域間交易係数を推計した．まず 1997 年の交通運輸年鑑の中での国家鉄道貨物交

流表に基づき，各地域間の出発量と到着量を整理し，井原（1996）による（輸送量の分布係

数）地域間の摩擦係数を計算し，それを用いて重力モデル計算公式により，地域間交易係数

を推計した．一方，中国の経済の分布が非常に不均一なため，時系列の回帰モデルを採用し

た．省の鉄道流量データを計算し，全体の貨物輸送量における鉄道輸送量の比率を乗じ，そ

れぞれの省の交易流量を算出した．3 地域による省別のデータを統合すれば，該当地域間の

交易係数と地域供給係数を得ることができた．2 つのモデル（重力モデルと回帰モデル）に

より推計した交易係数を比較すると，重力モデルにより推計した交易係数行列が回帰モデ

ルにより推計した交易係数行列と産業連関モデルの全体のバランスで誤差が僅かに小さい

ことを示した． 

張・劉・李（2012）によると，地域間産業連関モデルの開発は，中国全体ないし各省市の
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産業連関表の基礎と支点である．したがって，新たな地域間貿易係数の試算モデルを提出し，

中国地域間産業連関モデルの開発方法と具体的な手順についてさらなる研究と改善を行っ

た．国家統計局の全国産業連関の調査により各省間の移入，移出の調査データと輸送量統計

などの統計基礎データに基づき，典型的なサーベイ法とノンサーベイ法を組み合わせた方

法を採用し，2002 年及び 2007 年の中国地域間産業連関表を作成した． 

具体的に，まず，地域間交易係数を推計した．Wilson の Maximum Entropy Model モデル

と二重拘束引力モデルに基づき，同時に地域間の輸送と「距離」データをできるだけ多く採

用した上で，地域間交易係数を推計した．省別地域内表を統一するように「四列化」（輸出，

輸入，移出，移入）を調整した．次に，省別産業連関表を調整した．省別の輸入品と移入品

の産業別構造は対応する省の中間財の産業別構造と同じであると仮定し，省別産業別の輸

入額と移入額に基づき各省の輸入行列と移入行列を計算し，省別産業連関表の中間需要と

最終需要からそれぞれ控除し，同省の輸入-移入非競争型産業連関表を得ることができた．

次に，調整した省別の輸入―移入非競争型産業連関表と推定した地域間貿易係数をもとに，

チェネリー・モーゼス型モデルを適用し，初歩的な中国 30 地域間産業連関モデルを作成し

た．  

最後，中国 30 地域間産業連関表のバランス調整をした．中国の国民経済計算は等級別計

算制度を採用しているため，省別の産業連関表の合計したデータは中国産業連関表と大き

な違いがある．中国地域間産業連関モデルとしては，省別の産業構造を反映しただけではな

く，全国の産業構造の基本状況をも反映した．したがって，初歩的な試算結果に RAS を利

用してバランスを調整する必要がある．また，「2007 年全国投入産出調査」に基づき，各省

間の移入・移出を反映した調査データにより，地域間交易係数で推定した地域間の中間需要

と最終需要を調整した．そして，地域間モデルを作成すると同時に貿易データを調整した．

こうしてバランス調整した中国 30 地域間産業連関表が出来上がった．  

 

まとめた研究 

また，岡本（2012）は地域間産業連関モデルに基づき，中国全体という空間の中で，各地

域の経済密度が海外も含めた空間的相互依存関係を通じて，拡散収束，拡大縮小，集積分散，

統合分裂という 4 つの視点から中国の地域経済の空間構造と相互依存関係を分析した．結

論として，中国の地域経済は経済密度の空間的拡散，発展地域の拡大，産業の分散，経済の

統合が進んでいる． 

具体的には，第 1 章で，分析視点として地域及び地域間産業連関モデルが紹介されてい

る．特に重要なのは地域間モデルを通じて，レオンチェフ逆行列により一国の空間構造を把

握できる．第 2 章では，省レベルの表とチェネリー・モーゼス型地域間産業連関表の作成の

推計を紹介している．地域間交易では指数分布による確率変数と距離による輸送量分布係

数の二つを検討した結果，鉄道 OD 表と比べた相関係数では距離による輸送量分布係数の

精度はかなり高い．第 3 章では，中国における発展史と政策の分析から見ると，中国の空間
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構造において沿海を「中核」地域としその他の内陸地域を「周辺」地域という二元化された

構造が形成されつつあった．沿海地域は内陸部に比べ速い経済成長を実現し地域間の格差

は拡大してきたのである．また第 2 章で紹介した手法を用いて 1987 年と 1997 年の中国に

おける東部（沿海）・中部・西部 3 地域間産業連関表を推計した．それを用いて地域間産業

別の後方連関地域別依存度生産誘発額及び生産誘発依存度を算出した．結果として東部の

市場が最も大きく，各地域の生産誘発効果の多くが東部地域によってもたらされた．東部地

域の製造業の発展に伴い機械関連産業が東部に集積し，それらの需要による中部・西部の基

礎的産業の発展を牽引した．第 4 章では，中核―周辺の議論と中国の中核地域を確認し，そ

して産業の多様性と地域的特徴を紹介し，また産業構成・地域的要因・産業間リンケージ構

造から３つの視点による沿海地域という中国中核地域の経済発展は中国の経済発展を空間

的に支えているといえる．第 5 章では，発展地域と発展していない地域を二分化する概念，

中核と周辺を基準にその相互作用を論じたハーシュマン，ウォーラーステイン，クルーグマ

ンなどの研究成果を紹介している．また地域間産業連関データを用いて行ったネットワー

ク分析と産業連関分析により中核地域の経済活動と周辺地域の相互依存関係を分析した．

結果として，沿海の一部地域のハブ機能が高まりつつも浸透効果は分極効果を上回ってお

り，沿海の経済発展は内陸の経済発展を促す効果を持つに至ったのである．第 6 章・第 7 章

では，世界金融危機による沿海部の輸出減少で影響を受けたことと，その影響に対する中国

政府がとった政策を紹介している．海外との統合を視野に入れて中国の空間構造に新たな

変化をもたらし「海外―中核―周辺」という空間経済構造は変化した．金融危機による沿海

地域の中でも特に華南地域は輸出主導型産業を多く抱える地域であったが，外需の減少に

より中核としての役割が弱まった．一方，金融危機の対策は内陸部のインフラ建設を大きく

促進するものであり，その結果，内陸部は周辺ではなく，内需拡大政策の中核的な位置を占

めるに至ったのである． 

一方，現時点で中国の国情から見れば，コロナ禍で外需の減少により沿海地域である中

核としての役割が弱まった．一方，中国政府は，外需主導（世界の工場）から内需主導の大

消費国に転換する「双循環」戦略を提唱した．元々の周辺に位置づけられていた内陸地域が

中核地域に転換する可能性があると考えられる．将来，「海外―中核―周辺」という空間経

済構造から「海外―中核―中核」という空間経済構造へ転換する可能性が高いと見られる． 

このように中国多地域間の相互依存関係を分析している先行研究は急速に蓄積されてき

たが，多くの研究が中国の沿海部と内陸部，多地域圏，及び省と省の関係を分析した．とこ

ろが，これらの研究には，相互依存関係に関する結論からみると，主に 2 つの結論の流れが

ある．  

1 つ目の結論の流れは以下の通りである． 

呉・陳・李（2016）は北京の需要による天津市及び河北省への牽引作用が一番大きいと明

らかにした．黄・張（2020）によると上海市の需要によるその他長江デルタ地域への牽引作

用が大きい．潘（2015）によると東北，西北，西南等の中国内陸の比較的先進とはいえない
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地域は，ますますその他地域の経済発展の主導性からの影響を受けてきた．また，より先進

した沿海地域による各地域へのスピルオーバー効果は大きく，特に東部沿海と南部沿海地

域の貢献度が一番大きい．岡本（2017）によると対象地域 4 直轄市で上海の都市化は中国全

地域への影響が最も大きく，しかも内陸部とくに西部へのインパクトが最も大きい．一方，

重慶市の都市化は中国全地域への影響が最も小さい．そして，4 直轄市はいずれも西部の発

展を促している．これらの結論の共通点をまとめると，つまり先進地域，特に大都市である

北京市，上海市の需要による比較的先進とはいえない他の地域への牽引効果が高くなって

いる．  

一方，2 つ目の結論の流れは以下の通りである． 

向（2018）によると，経済が発達している広東省はその他 3 つの省（広西省，貴州省及び

雲南省の）の工業分野を圧迫している．それでも，経済が発達していない 3 つの省はその他

の中国地域に対してはスピルオーバー効果がある．呉・朱（2010）によると先進地域である

東部による中部と西部へのスピルオーバー効果は中部と西部による東部へのスピルオーバ

ー効果に比べて及ばない．居城・馮（2016）によると，先進地域である蘇南による蘇北・蘇

中への牽引効果は，あまり先進ではない地域である蘇北・蘇中による蘇南への牽引効果と比

べて小さい．これらの結論の共通点をまとめると，つまり先進地域の需要によるあまり先進

ではない地域への牽引効果は，あまり先進ではない地域による先進地域へ牽引効果と比べ

て小さいと言える． 

つまり，2 つの先行研究の結論の流れからみると研究年・対象地域・分析方法のそれぞれ

異なるが先進地域の経済発展は，あまり先進ではない地域に有効な牽引効果を及ぼしてい

るという結論と，及ぼしていないという結論という 2 つの流れがあると考えられる． 

また，先行研究には中国の都市を中心とした分析が不足していると考えられる．最終需要

の分析を入れた相互依存関係となるとさらに少なく，地域間産業連関モデルを用いて，直轄

市，直轄市以外の多くの都市ないし中国全体における地域間経済を研究しようとしたもの

は，筆者が知る限りではこれまで存在していなかった． 

したがって，先進地域である都市による中国の他地域への牽引効果大きいか小さいかを

検証するのは不可欠な課題だと考えられる．  

 

1−3 本論文の特徴 

したがって，既存の先行研究と比較し，本論文の特徴は以下の通りである． 

1 つ目は，直轄市だけではなく，直轄市以外の新たな都市の要素を取り入れて産業連関分

析を行う．筆者が知る限りでは直轄市以外の沿海である大連市，深セン市，青島市における

地域間産業連関分析はまだない．したがって，直轄市以外の沿海部にある大連市，深セン市

及び青島市それぞれの経済の特徴を把握したい．この分野の足りないところを研究するの

が一つ目の貢献となる． 

2 つ目は，地域間産業連関分析で都市と都市周辺地域の繋がりを研究するだけでなく都市
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と中国全地域ないし外国との繋がりの研究を行う．既存の先行研究では中国の地域間経済

に関する産業連関分析は少なくない，多くの研究は中国と外国，中国の沿海部と内陸部，多

地域圏，及び省と省を分析したものである.ところが，これらの研究はより大きな地域間を

対象としたもので，都市間に関する比較・分析の研究は少ない.北京市，天津市を含む京津

冀地域研究及び上海市を含む長江デルタに関する研究はあるが，ほぼ両都市とその周辺地

域を分析したものである．改革開放以来，都市の経済発展は周辺地域のみならず，中国全体

の経済にとって非常に重要な地位を占めていると考えられる．都市は中国における他の地

域への牽引効果が高いかどうかを明らかにしたい． 

3 つ目は，逆行列係数に関連する分析のみならず，最終需要の要素も入れて生産誘発効

果の分析を行う．逆行列係数はある産業の最終需要が 1 単位増加した場合，この最終需要を

満たすために，直接・間接に必要な様々な産業の生産量を元の最終需要の量を 1 単位として

比率で表す．一方，生産誘発効果は自地域の消費と投資需要が発生した際に，この需要を満

たすために，直接・間接に誘発された実際の効果である．いくら誘発効果が高くても最終需

要額が小さければ誘発額は少なくなる．既存の中国の地域間経済に関する多くの先行研究

では，地域間相互依存効果を分析した際に，逆行列係数から影響力係数，感応度係数，域内

乗数効果，地域間スピルオーバー効果，地域間フィードバック効果などを中心に分析を行っ

た．しかしながら，自地域の規模そのものを含む生産誘発効果の分析が地域間分析の中で足

りないと考えられる．したがって，本論文では，最終需要の要素も入れて都市を含む中国地

域間の生産誘発効果を明らかにしたい． 

4 つ目は，雇用の要素を都市間地域間産業連関分析に入れて地域間雇用誘発効果を分析す

る．中国では，地域間産業連関表に対応する地域別・産業別の就業者数のデータが現段階で

まだ見つけられない．所有制別の産業部門の分類も少ない．特に製造業がほとんど区分され

ていない．そこで本論文では，公表された複数の統計年鑑などの統計資料を利用し，都市を

含む雇用表を推計した．また，雇用表から求められた雇用係数を地域間産業連関表と併用す

ることにより，ある地域の雇用の需要による他の地域への雇用誘発効果を明らかにできる

意味で貢献するこができる． 

 

1−4 本論文の目的 

中国の市場経済化に伴い，都市を中心に経済特区や経済開発区などが設立され，輸出入

貿易を推進したのみならず，国内の投資を吸収した．様々な優遇政策の下で，都市は成長の

極（岡本）として地域発展及び開発に良い影響をもたらした．都市の地位と重要性は急速に

上昇している．また，地域依存関係が強まっている現在，都市の成長は自地域への影響のみ

ならず，都市の近隣地域さらには中国全体及び全世界にも影響を与えられると考えられる．

したがって，本論文の最大の目的は急成長を遂げた中国の都市を中心に，中国多地域経済の

産業構造の特徴と相互依存関係を明らかにすることにある.都市は中国における他の地域へ

の牽引効果が高いかどうかことを明らかにしたい． 
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1−5 地域経済学の概念 

地域経済学は経済学の観点から地域経済の発展と地域関係の協調を研究する科学であ

る．主な研究はある地域における地域内の経済活動及び地域間の社会経済の繋がり，地域経

済の発展変化，空間組織及び地域間相互関係研究である．ノース(1968)によると地域経済学

は空間秩序と希少な資源の地理分布を研究する科学である．楊（1991）によると地域経済学

は空間分布の観点から人間活動を研究する経済科学である． 

徐（2002）によると地域経済学の源流は，19 世紀にヨハン・ハインリヒ・フォン・チュ

ーネン（1826）による「孤立国」で立地論は本格的に論じられるようになった．地域の地代

から地価の違いによる農業の分帯現象を探求し，農業地域論を創立し，地域経済理論の基礎

を築いた．資本主義は独占段階に入り，ドイツの経済学者のアルフレート・ヴェーバー（1909）

は工業立地論の体系化を行った．ドイツの地理学者ヴァルター・クリスタラー（1933）は村

落と市場区域に基づき中心地理論を提出し，空間均衡思想を立地論の分析に導入する．その

後，ドイツの経済学者アウグスト・レッシュ（1940）は，ヴァルター・クリスタラーの理論

的枠組みを利用し，中心地理論を産業の市場地理論に発展させた． 

経済学辞典によると立地論は経済活動の地理的立地に関わる理論であり，経済地理学，

地域科学，空間経済学における重要な基礎的部分で，地域経済学の形成のために初期の理論

的基礎を打ち立てた．また，立地論は，どのような経済活動がどこに立地するか，それはな

ぜなのかを問題とする．しかし，村田（1978）によれば立地論自体が経済空間を説明する理

論体系として十分整備されているわけではない．経済学の体系が静態理論から動態理論へ，

ミクロ理論からマクロ理論へと発展の歩みをしているのに対し，立地論にはこのような動

向は必ずしも十分吸収されていない． 

徐（2018）によると，アイザードは 1956 年に出版された「立地論と空間経済学」で地域

経済学が独立した学科になった．その理論の核心はコストと市場の相互関係であり，最大利

益の原則は地域の基礎条件を確定することであると主張している．最大利益の原則の実現

は自然環境，輸送コスト，賃金，地域住民の購買力などの要素と関連している．アイザード

の研究は伝統的な観察問題と分析問題の方式を変え，ケインズ主義経済学理論，地理学と経

済学理論の「計量革命」により生み出された新しい思想を加え，国または地域を対象にマク

ロ理論，動態理論及び総合的な分析を行い，地域経済学研究の新たな枠組みを形成した． 

要するに，現代区位論は国民経済全体に立脚し，地域空間経済活動の最適組織に着目し

始めたが，その全体の理論の枠組みは依然として新古典経済学の完全な競争と規模報酬不

変の仮定であり，これは現代区位論の現地域経済問題と地域運営に対する解釈力に大きく

影響している． 

 

1−6 都市経済学の概念 

都市経済学は地域経済学から分岐した学科であり，都市の経済発展及び都市構造を空間

経済分析に集中しており，理論経済学や統計学などの理論的な分析により，都市を国民経済
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構造の一つ経済現状を分析する分野である．1964 年にアロンゾ氏によると「location and land 

use :toward a general theory of land use」都市経済学が初めて理論的基礎を持つ独立学科とな

った．広義的に言えば，都市経済学は都市に対して経済研究を行い，雇用，環境，教育，交

通などの公共財，企業の経営，不動産市場及び政府財政など多くの都市問題を，経済分析ツ

ールを用いて研究する分野を含む．そして，都心部と郊外との関連と地域経済成長のパター

ンに関する分析である．したがって，都市経済学は都市分析及び経済学の中で非常に重要な

役割を果たしていると考えられる．多くの空間経済分析における創造的な理論は都市レベ

ルで展開され，いくつかの空間解析法の発生と発展もまず現実的な都市問題を解決するた

めに用いられる．中国における都市経済学の研究は改革開放から開始された．順調な発展の

勢いを示しており，各種の研究成果が次々と現れている． 

李・侯（2010）は現在，中国における都市経済学にまだ多くの問題が存在していると考

える．例えば，理論体系が不完全で，基本的な観点の表現が不統一であり，研究と実践の部

分が分離しているなどである．また，都市経済学は他の関連学科との関係については，明確

で正確な認識がまだ不足している．このままでは，中国の都市経済学の研究進展と学科確立

に深刻な影響をもたらことになる． 

 

1-7 産業連関分析論  

産業連関分析は経済システム（国民経済，地域経済，部門経済，会社または企業経済単位）

における各部門間の相互依存関係を研究する数量的な分析方法である．社会再生産の全過

程（生産，分配，交換，消費）間，国民経済の各部門，地域間及び国際間の経済の繋がりを

定量的に分析するツールである． 

初めに産業連関分析論を提唱したのはアメリカの経済学者レオンチェフであった．1941

年にレオンチェフは「The structure of American economy」を発表し，産業連関分析の理論を

提出し，アメリカの経済構造及び経済均衡問題を研究した．数年後，レオンチェフは産業連

関表の作成方法を提出し，産業連関分析の基本的な分析の枠組みを打ち立てった．その後，

他の国々でも産業連関表が作成され，活用されるようになった．中国では 1960 年代から一

部の研究機関と大学の研究者により産業連関分析を導入した．  

中国における最初の産業連関表の作成は 1976 年に 1973 年全国実物産業連関表，化工部

門産業連関表及び鞍山鉄鋼会社産業連関表である．最初の省レベル地域の産業連関表は

1979 年山西省価値型産業連関表である． 

一方地域間経済を研究するために，アイザード（1951）は最初の地域間連関分析を発表し

た．このモデルはすべての産業を地域別に区分することを要求しており，各地域内の取引デ

ータを作成するだけでなく，各地域各産業に対する他地域の移入と移出を調査することを

求めており，基礎となるデータの要求量は非常に膨大と考えられる．そのため，研究を容易

にするために，チェネリー・モーゼス（1953）は地域間の移入競争型産業連関モデルを提案

し，地域間の交易の概念を導入した．またレオンチェフ・ストラウト（1963）は重力モデル
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を通じ地域間貿易係数を推計した．井原（1979）は輸送量の分布係数の概念を導入した．日

本では 1963 年から通商産業省が経済統計方法として地域間産業連関表を地域経済の研究に

導入した．中国における最初の地域間産業連関表は 1985 年蘇南・蘇北（江蘇を南北２地域

分離した）のデータを使って 1988 年に作成された． 

 

1-8 産業連関分析を用いる理由 

本章で述べたように，本論文は主に産業連関分析を利用して研究を行う．本論文で産業

連関モデルを使う理由とメリットは以下の通りである． 

産業連関表では取引基本表を使って産業構成比，投入係数，逆行列係数などについても

計算できる．これらの係数を通じて，産業の組み合わせと構成，生産技術，直接効果や間接

効果などを研究できる．それは他の方法と比べた特徴である．  

また，産業連関表の仕組みから見れば，ある産業は他の産業から原材料や部品などを購入

し，これを加工して別の財・サービスを生産し，さらにそれを別の産業部門に対して販売す

る．購入した産業部門は，それらを原材料等として，また，別の財・サービスを生産する．

（産業連関表 報告書 2015 年）．したがって，他の統計方法と比べて，産業連関表はある産

業に新たな需要が発生すれば他の産業から原材料，サービスを購入する必要があるので，ど

のように生産を波及するのかを計算できるため，産業間の流れと繋がりを明確できる． 

産業連関表は産業の組み合わせと構成，地域構成，消費構造，投資構造を分析できるのみ

ならず，経済発展に伴い，ある地域ある産業の生産はその財に対する最終需要の大きさや，

その財を生産するにあたって必要な生産設備に依存するのではなく，他の地域と他の産業

との関わり方に影響を受ける．他の統計方法と比べ産業連関表は産業間の相互依存関係，地

域間の相互依存関係及び国際間の相互依存関係を研究できる．  

さらに，地域の産業連関表はある特定地域の一定期間（通常 1 年間）に行われた全ての

財・サービスの取引，相互関係を表したモデルである．このモデルを用いることで全産業を

生産者価格および購入者価格という価格表示の仕方で表し，経済取引のみならず経済波及

効果も分析できる．さらに他地域との移輸出・移輸入を表現できる．したがって，地域の産

業連関表は多視点で地域の経済を構成する各産業の異なる特徴を把握できる． 

また，地域間産業連関表は地域間の財・サービスの取引を含む複数地域の投入産出関係や

需要構造を表すツールである．さらに，地域間産業連関モデルに基づき，ある地域ある産業

の生産に最終需要による逆行列を乗じて地域間生産誘発効果を算出できるため，どの地域

どの産業の経済活動がどの地域どの産業への牽引効果を計測することができる．したがっ

て，地域間産業連関表は地域間の相互依存関係を把握することができる． 

本論文では都市経済を対象として分析する際に，経済循環は自地域内における経済循環

に止まらず他地域との経済的繋がりが欠かせない．そのため，都市間産業連関分析が必要で

あると考えられる． 

また，各都市経済を形成する各産業は異なる性質を持っていると考えられる．本論文で
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多都市間の一産業だけではなく複数の産業を分析した．他の分析処方と比べ産業連関分析

は多部門・多地域を同時に分析できる．  

つまり，同時に複数の産業間の連関関係と複数の地域間の経済活動の繋がりを把握する

ため地域間産業連関表を用いて分析する必要がある． 

 

1-9 本論文の構成 

本論文の構成としては以下の通りである． 

この第１章では，中国都市の現状，地域間先行文献，地域経済論，都市経済論及び産業

連関分析論など本論文の基礎となる部分について記述した． 

続いては，第 2 章では 2007 年と 2012 年遼寧省産業連関表と 2007 年と 2012 年大連市産

業連関表をべースにし，2007 年と 2012 年大連市とその他遼寧省における二地域間産業連関

表を作成することにより，2 つの地域の産業連関表作成方法を説明し，それを用いた大連市

とその遼寧省の経済における相互関係と経済構造の違いを明らかにすることにある．  

第 3 章では，中国 30 地域間産業連関表から深セン市を分離した中国地域間産業連関表

の作成方法を説明し，それを用いて深セン市，北京市や上海市との経済における産業構造の

特色と相互依存関係を明らかにすることにある．さらに 3 都市を中心として中国地域間の

誘発効果を明らかにする．   

第 4 章では，青島市と大連市を加えて中国地域間産業連関効果の研究に応用し，そこか

ら青島市と大連市を分離した新たな中国地域間産業連関表を作成し，それを用いて直轄市

である北京市，上海市，天津市及び重慶市と沿海都市である深セン市，青島市と大連市にお

ける経済の産業構造の特色と相互依存関係を明らかにすることにある．さらに，中国地域別

産業別雇用表を作成した上で，7 都市(北京市・上海市・深セン市・青島市・大連市・天津

市・重慶市)を中心に中国地域間の雇用誘発効果を明らかにする． 

 

1-10 本論文の展開 

そして，中国には「以小見大」（小さな事から大きな事がわかる），「循序漸進」（順を追

って一歩一歩進める），「推陳出新」（古いものを取り入れて，新しいものをつくること）と

いう成語がある．本論文の構成の流れもその 3 つの四字熟語の含意を持ち次第に展開され

る．   

中国には 34 の省級行政区から構成されている．そのうち 23 の省，5 つの自治区，4 つの

直轄市，2 つの特別行政区を含む（中国の地図は図１−１の通りである）．各地域の立地，地

形，自然環境，歴史文化伝統，市場体系などの差異があるため，各地域には各地域の経済特

徴があると考えられる． 

また，中国における大部分の都市は省に所属している．本論文では都市は他の地域との

相互依存関係を研究したい．したがって，第 2 章において，ある省の中で一つの都市に着目

し，その都市及び所属する省の相互依存関係と経済構造の違いを明らかにする．具体的には，
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遼寧省のセンターと五点一線の一番重要な点である大連と東北地方の牽引役として期待さ

れる遼寧省内の相互依存関係と経済構造の違いを研究する． 

次に，改革開放とグローバル化とともに，中国経済が急速に発展し，中国における都市，

特に大都市の影響力が上昇し続けるなか，大都市は近隣地域ないし中国全地域への波及効

果が高いと考えられる．したがって，第 3 章で大都市を着目し，大都市及び中国全地域の相

互関係と経済構造の違いを明らかにする．具体的には，中国のシリコンバレーと言われる深

セン市と中国の政治文化中心としての北京市及び中国の経済金融中心としての上海市であ

る 3 大都市間の相互依存関係及び 3 大都市による中国全体への波及効果を研究する． 

最後，第 2 章と第 3 章では主に財・サービスの流動を通じ，都市間生産誘発効果を研究

した．都市の発展に伴い，農村部から都市部へと労働力が移動し，都市人口が増加し続けて

いる．都市への人口集中によって労働力が増え，雇用を拡大する産業の育成が進む. 第４章

では都市は巨大な労働力と消費市場を持つため，生産面だけではなく雇用面からも都市の

雇用による他地域への雇用誘発効果を明らかにする．具体的には，直轄市である北京市，上

海市，天津市及び重慶市と沿海都市である深セン市，青島市と大連市における経済の産業構

造特徴，生産誘発関係及び雇用誘発効果を研究する． 

 

 
図１−１ 中国の地図 
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第 2 章  大連市と遼寧省における地域間産業連関効果の研究─大連市を分離した 2007 年及

び 2012 年大連市とその他遼寧省地域間産業連関表の作成と比較分析─ 

2-1 はじめに 

2-1-1 背景  

中国の建国から 1970 年代までの計画経済期において，中国東北三省（遼寧省，吉林省，

黒龍江省）はかつて豊富な資源に恵まれ，主要な鉄鋼などの重工業地帯や油田資源地帯とし

て，中国の経済発展をリードしてきた．しかしながら改革開放以来，非効率性が指摘されて

いる国有企業改革の遅れ，特に鉄鋼・石炭の生産過剰は東北地域の経済成長の足かせとなっ

ている．また，民間投資も伸び悩み，景気は急減速したのである．そのため優秀な人材が流

失し，経済活動に悪影響を及ぼすに至った（向山，2010）． 

したがって，近年，東北の経済発展は中国全体の発展の中で長い間停滞してきた．中国政

府はこの状況を打開するために，2004 年に「東北振興」計画を実施し，2007 年に「東北地

区振興計画」が発表され，2012 年 3 月には「東北振興第 12 次 5 カ年計画」などが公表され

た．その結果として，東北三省の経済は急成長し，特に遼寧省の外資における相次ぐ進出と

いった好循環をもたらした． 

遼寧省は黒龍江省と吉林省に比べて沿海部に位置して対外開放も進み，「東北振興」の牽

引役として，その経済動向は東北三省において経済・政治的に大きな影響力を持つ．しかも，

遼寧省では 2004 年に開始された「東北振興」を受け，「一つのセンター，二大基地，三大産

業」という構想が打ち出された．「一つのセンター」とは大連を北東アジアの国際輸送セン

ターにすることで，「二大基地」は設備製造基地，原材料基地，「三大産業」とはハイテク産

業，農産物加工業，現代サービス業である． 

さらに，2006 年 4 月に「遼寧省国民経済及び社会発展第 11 次 5 ヵ年計画要綱」が発表さ

れた．その後，「瀋陽市国民経済及び社会発展第 11 次 5 ヵ年計画要綱」や「大連市国民経済

及び社会発展第 11 次 5 ヵ年計画要綱」など各市の第 11 次 5 ヵ年計画が相次いで発表され

た．同年 6 月に，「五点一線」という戦略が提示された．2009年国務院常務会議で「遼寧省

沿海経済ベルト発展計画」は国家戦略として採択された． 

また，大連市は「一つのセンター」と「五点一線」の中の一番主要な「点」及び遼寧省沿

海経済ベルトの中心的な経済地位としての機能を強化する一方，東北三省地域における開

発区や保税区の多くが遼寧省，特に大連市に集中することとなった．しかも大連市は 2007

年から GDP 総額が遼寧省各市の中で省全体のおよそ 3 割を占め，長年一位に位置し，東北

地方の遼東半島の最南端にあり，遼寧省において対外開放度の最も高い都市である．中心都

市である大連は遼寧省全体の経済発展，さらに東北三省全体の経済発展及び地域格差の是

正にとって主導的役割を期待されている． 

ところが，2008年9月に「リーマンショック」の影響を受け，中国全体で輸出が急減

し，特に沿海部である遼寧省は多大な影響を受けたと推測できる．それを受けて，中国政

府が積極的な内需拡大政策を実施し，景気減速を防ごうとしたと考えられる．本章では，
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これらの政策を踏まえた大連市を中心に遼寧省経済の変化を産業連関表を使って検証した

い．  

東北地区振興計画と一連の遼寧省振興計画は，各地域の相互依存関係を十分踏まえたも

のとは言い難く，特に一つのセンターと五点一線の一番重要な点である大連と東北地方の

牽引役として期待される遼寧省の関係を分析するための分析データおよび分析ツールは不

足しているのが現状である． 

そこで本章ではこうしたニーズに応えるべく，2007年と2012年の二地域区分（大連市と

大連市以外の遼寧省）地域間産業連関表の推計とその結果から考察されうる大連市を中心

とした遼寧省内の二地域経済の相互依存関係を把握したい． 

また，2007年と2012年に中国と遼寧省産業連関表が公開されたが，2007年と2012年大連

市産業連関表は非公開であったが，大連市統計局の協力により，入手することができた． 

本章では産業連関分析を用いた．その理由を以下簡単に説明する．産業連関表は，産業構

造の「組み合わせ」，「構成」，「連関構造」の三側面を総合的に記述し，同時に産業構造と

経済循環の所得創出機能との関係を記述している経済データである（鳥居，1988，

p.229─236）． 

  

2-1-2 目的  

本章では2007年と2012年遼寧省産業連関表と2007年と2012年大連市産業連関表をベー

スにし，2007年と2012年大連市とその他遼寧省（本章では，その他遼寧省は大連市以外の

遼寧省である．）における二地域間産業連関表を作成することにより，二つの地域の産業

連関表作成方法を説明し，それを用いた大連市とその遼寧省の経済における相互関係と経

済構造の違いを明らかにすることにある．くわえて，2007年と2012年に大連市とその他遼

寧省地域間相互依存関係がどのように変化してきたのかを明らかにすることを試みる． 

 

2-1-3 意義  

中国では省と省の間を中心とした地域間産業連関表の作成と分析を行う研究が少なくな

い（姚・陳・張，2016；呉・朱，2010；張・趙，2016）．しかし，省の中の地域間産業連

関表の研究は筆者の知る限り江蘇省における張・範・周（2008），張・範（2011），及び居

城・馮（2016）の研究を除きまだ少ない． 

日本の地域間産業連関表に関しては評価の高い研究が多い．本章では，これらの研究を

踏まえて大連市産業連関表と遼寧省産業連関表を二地域に分けた分析を行った．具体的に

は，大連市とその他遼寧省地域間産業連関表を作成した．併せて，大連市とその他遼寧省

の経済における相互関係と地域格差を検討した． 

2-1-4 先行研究 

本章の先行研究は表2-1の通りである． 
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表2-1 先行研究  

 

2-1-5 仮説 

本章では，居城・馮（2015）等の先行研究を踏まえ，大連市を分離した2007年及び

2012年大連市とその他遼寧省地域間産業連関表を作成することにより，以下のような点を

仮説として分析を進めたい． 

第2-1に，居城・馮（2015）は結論4で以下のように論証している．まず蘇中・蘇北は自

身の経済発展と同時に，蘇南の経済発展も押し上げている．一方，蘇南の発展は蘇中・蘇

北の経済発展をさほど押し上げていない．蘇南の急速な発展があっても，蘇中・蘇北の速

やかな成長を効果的に促せない．本章でも同様に，あまり先進ではないその他遼寧省は，

より先進地域である大連市の経済発展も押し上げているのではないかと考える． 

第2-2に，その他遼寧省の内部の繋がりが大連市の内部の繋がりより大きいのではない

か．  

第2-3に，大連とその他中国の繋がりがその他遼寧省より強いのではないか，しかも大連

と外国の繋がりがその他遼寧省と外国との繋がりより強いのではないかという観点であ

る．  
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2-2 遼寧省と大連市経済の概要 

大連市・その他遼寧省地域間産業連関を研究する前に，遼寧省全体の経済概要と大連市

の経済概要を知るべきであろう．これを把握するために，2007年と2012年遼寧省と大連市

の産業連関表を用い，影響力係数と感応度係数を算出し，遼寧省全体と大連市の各産業間

の産業連関の現状および特徴を分析する． 

 

2-2-1 影響力係数及び感応度係数とは 

まず，影響力係数と感応度係数によって，大連市と遼寧省の各産業の取引関係を見てみ

よう． 

影響力係数とはある産業に対する需要が全産業に与える影響の度合いを示す係数で，1

より大きいほど他産業に対する影響力が大きい．逆に，1より小さいほど他産業に対する

影響力が少ない．次の式によって計算される． 

影響力係数＝逆行列係数表の各列和/逆行列係数表の列和全体の平均値 

影響力係数から見ると，原材料を他産業へ供給する割合の高い産業では，影響力係数が

大きくなる． 

次に感応度係数とは，全産業に対する新たな需要による特定の産業の感応度を示す係数

で，1より大きいほど他産業による感応度が大きい．1より小さいほど他産業に対する感応

度が少ない．次の式によって計算される． 

感応度係数＝逆行列係数表の各行和/逆行列係数表の行和全体の平均値 

感応度係数が1を超えるほど他の産業からの影響が強い．逆に感応度係数が1を超えない

ほど他の産業からの影響が弱い． 

感応度係数から見ると，一般的に，他産業へ中間財を産出する産業は感応度係数が高く

なる． 

 

2-2-2 影響力係数・感応度係数による産業分類 

影響力係数と感応度係数を組み合わせることにより，産業を4区分に分類することがで

きる．この4つの区分，定義と特徴は図2-1で示している． 
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図 2-1 産業 4 区分 

 

表2-2は2時点間の遼寧省と大連市影響力係数と感応度係数による列和・行和の平均値及

び変化値である． 

表 2-2 列和・行和の平均値 

 

分析すれば，遼寧省で2007年と比べ，2012年は列和・行和の平均値が上昇したが，大

連市でほとんど変化がなかった．したがって，2007年と比べ，2012年に入ると，遼寧省全

体産業の波及効果が強くなった．しかしながら，大連市全体産業の波及効果はほとんど変

化がなかった． 

表2-3は2時点間の遼寧省と大連市影響力係数と感応度係数による産業分類の結果であ

る．  
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表 2-3 遼寧省と大連市の産業分類 

 

①遼寧省と大連市で2007年と2012年の両時点とも42産業部門は基本的にⅠ区分，Ⅱ区分，

Ⅲ区分とⅣ区分にはっきりと分かれて分布していた．遼寧省と大連市で第一次産業は二時

点で同様にⅡ分布に属していた．遼寧省では二時点で第二次産業はほとんどⅠ区分とⅣ区分

に分布していた．大連市では，第二次産業はほとんどⅠ区分，Ⅲ区分とⅣ区分に分布してい

た．遼寧省と大連市で第三次産業は二時点で同様にⅢ区分に定着する傾向がみられる． 

②両地域とも2007年と比べ，2012年は影響力係数と感応度係数の分布の動きは激しくな

い．また，影響力係数と感応度係数に基づく波及効果にも大きな変化が少ない． 

③二時点間では変化があった産業は遼寧省で専用設備業（Ⅰ→Ⅳ），電気機械・器具製

造業（Ⅰ→Ⅳ），通信設備とコンピューター・その他電子設備製造業（Ⅳ→Ⅰ），その他製

造業（Ⅳ→Ⅰ），廃棄物（Ⅰ→Ⅲ），建設業（Ⅲ→Ⅳ），情報とコンピューター，サービ
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ス・ソフトウェア業（Ⅱ→Ⅲ）などである．大連市で食材製造・タバコ加工産業（Ⅲ→

Ⅳ），紡績業（Ⅰ→Ⅲ），木材加工・家具製造業（Ⅰ→Ⅳ），電気機械・器具製造業（Ⅳ→

Ⅰ），廃棄物（Ⅱ→Ⅰ），金属製品・機械・機器修理業（Ⅳ→Ⅰ），金融保険業（Ⅲ→Ⅱ），

リース・商業サービス業（Ⅲ→Ⅱ），科学研究事業（Ⅲ→Ⅳ），衛生，社会保障・社会福祉

業（Ⅳ→Ⅲ）などである． 

④2007年と2012年ともに大連市と遼寧省で影響力係数と感応度係数が比較的高い産業は

金属製品業，金属精錬・圧延加工業，通用設備業，電気機械・器具製造などの重工業に集

中する．重工業は遼寧省全体の豊富な鉱産資源を生かし，従来からの重点国営基幹産業で

ある．「東北振興」という政策から，このような国営企業を中心とした経営組織の改造及

び国内外からの積極的な資本導入によって効率改善が進められてきた．これらの産業は依

然として，遼寧省の工業の基幹産業として注目すべき産業である．その代表的な大手企業

には鞍山鋼鉄集団公司，本渓鋼鉄集団公司，東北特殊鋼鉄集団有限責任公司といった重点

鉄鋼企業などがある．したがって，豊富な天然資源に恵まれている大連市を中心とした遼

寧省では2007年と2012年とともに，鉱業を基盤として金属製品業，金属精錬・圧延加工業

などの金属加工製造業は遼寧省全体への影響が大きくなってきている．従来のよう工業生

産の原材料として直接域外へ移輸出する原始的な発展方式から，域内加工を重視する発展

方式へと転換しつつあることを示唆している． 

 

2-3 大連市を分離した大連市とその他遼寧省地域間産業連関表の作成 

本章では，2007年42部門遼寧省産業連関表と2007年144部門（42部門まで統合する）大

連市産業連関表及び2012年42部門遼寧省産業連関表と2012年42部門大連市産業連関表に基

づき，大連市とその他遼寧省の省内2地域に分割し，さらに地域間交易を考慮した省内2地

域間42部門産業連関表を推計する．その基本的な推計方法は2000年関東地域間産業連関表

を対象とした居城（2013）とほぼ同様である． 

ただし，2007年遼寧省産業連関表には42部門が含まれる一方で，同年大連市産業連関表に

は144部門が含まれる．そのため，両産業連関表の部門数を一致させるために，まず42部

門に統合する必要がある．  

さらに，省内2地域の中で遼寧省大連を除いた産業連関表は作成されていないため，本章

ではその他遼寧省産業連関表を作成する必要がある． 
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表 2-4 その他遼寧省産業連関表の雛形 

 

 

2-3-1 その他遼寧省産業連関表の作成手順 

本章では，以下の方法でその他遼寧省産業連関表を作成することにした． 

（1）その他遼寧省産業連関表①作成方法について 

表2-4の①はその他遼寧省の中間需要部分である．遼寧省は全体で14の市から構成され

る．大連市を除いても，その他の遼寧省地域の生産技術と経済構造は遼寧省全体とほぼ同

じと考えられるので，その他遼寧省の投入係数は遼寧省の投入係数を用いることとする．

従って，まず遼寧省の投入係数を計算し，そしてその他遼寧省の生産額をかけると，①の

部分が算出できる． 

（2）その他遼寧省産業連関表②作成方法について 

①の方法と同じく，遼寧省全体の②の割合を計算し，そしてその他遼寧省の最終需要合計

をかけると，②を算出できる． 

（3）その他遼寧省産業連関表③作成方法について 

その他遼寧省産業連関表③＝遼寧省産業連関表の付加価値－大連市産業連関表の付加価値

で表される． 

（4）その他遼寧省産業連関表④作成方法について 

その他遼寧省産業連関表④＝その他遼寧省需要額×
遼寧省輸入額

遼寧省需要額
 

（5）その他遼寧省産業連関表⑤作成方法について 

その他遼寧省産業連関表⑤＝その他遼寧省需要額×
遼寧省輸出額

遼寧省需要額
 

このような作業を行っていき，その他遼寧省の産業連関表を作成する．ただし，その他

遼寧省の移出額・移入額はのちに大連市とその他遼寧省地域間表を作成する際に推計す

る． 

ちなみに，2012年遼寧省産業連関表⑦─2012年大連市産業連関表⑦の時，金属製品，機

械・機器修理業がマイナスであったので，遼寧省の金属製品，機械・機器修理業データに

よる大連市の金属製品，機械・機器修理業は26%に調整した． 
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2-3-2 大連市とその他遼寧省地域間産業連関表の作成手順 

 

表 2-5 大連市とその他遼寧省地域間産業連関表の雛形 

 

図 2-2 移入額分割イメージ 

 

大連市の移入額と移出額には，その他遼寧省とその他中国に対するものが両方とも含ま

れている．本章では，大連市の移入額と移出額をその他遼寧省に対するものとその他中国

（①）に対するものに分割することで大連市とその他遼寧省の地域間産業連関表を作成す

る． 

表2-5の①では，大連市の各地域からの移入額は相手地域の生産額に比例して決定すると

いう仮説を置き，その他遼寧省からの移入とその他中国からの移入に分割した．この①部

分の分割の式は，次の式で表される． 

その他遼寧省からの移入額 

＝大連市の移入額×その他遼寧省の生産額/（その他遼寧省の生産額＋その他中国の生産

額） 

大連市の移入額全体から，上記のその他遼寧省からの移入額を差し引けば，大連市のそ

の他中国からの移入額が確定する． 

表2-5の②部分では，大連市の各地域への移出額は，相手地域の需要額に比例して決定す

ると仮定を置き，その他遼寧省への移出とその他中国への移出に分割した． 

この②部分の分割の式は，次の式で表される． 

その他遼寧省への移出額 
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＝大連市の移出額×その他遼寧省の需要額/（その他遼寧省の需要額＋その他中国の需要

額） 

大連市の移出額全体から上記のその他遼寧省への移出額を差し引けば，大連市のその他

中国への移出額が確定する． 

上の式を利用し，大連市におけるその他遼寧省からの移入額，その他中国からの移入額

からそれぞれ移入係数を作成する．同様に，大連市とその他遼寧省の輸入係数（M）も作

成する．次に，大連市の地域内産業連関表の中間財取引行列から輸入係数を用いて輸入額

を取り除く．その後，輸入額を取り除いた中間財取引に，その他遼寧省からの移入係数と

その他中国からの移入係数を乗じて，大連市のその他遼寧省からの中間財投入行列およ

び，その他中国からの中間財投入行列を作成する．さらに最初に中間財取引行列から取り

除いた輸入財投入行列を大連市の中間財投入方向に並べることで，大連市の中間財投入を

大連市内中間財投入，その他遼寧省からの中間財投入，その他中国からの中間財投入，輸

入による中間財投入に分離することができる． 

最終需要についても同様に，大連市に対してのものと，その他遼寧省からのもの，その

他中国に，移入係数，輸入係数を用いて分離する． 

この分割を大連市（A）とその他遼寧省（B）の例を用いて，数式を使って示そう．AXA

を大連市の中間財取引行列としよう．NNBAはその他遼寧省から大連市への移入係数，

NNRAがその他中国から大連市への移入係数，MAは大連市の輸入係数とする．元の大連市

の中間財取引行列をAXAとすれば，次のような形でAXAを分割することで，大連市の中間

財投入を分離したことを意味している． 

 

[

(I − NNBA − NNRA − M A) × AXA

NNBA × AXA

NNRA × AXA

M A × AXA

] 

 

同様にその他遼寧省Bの中間財取引行列をAXBと置き，NNABは大連市Aからその他遼寧

省Bへの移入係数，NNRBがその他中国からその他遼寧省への移入係数，MBはその他遼寧省

の輸入係数とすれば，以下のようにAXBを分割することが出来る． 

 

[

NNAB × AXB

(I − NNAB − NNRB − M B) × AXB

NNRB × AXB

M B × AXB

] 

 

大連市，その他遼寧省の最終需要もそれぞれFDA，FDBとすれば，同様に分割できる． 
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[

(I − NNBA − NNRA − M A) × FD A

NNBA × FD A

NNRA × FD A

M A × FD A

] 

[

NNAB × FD B

(I − NNAB − NNRB − M B) × FD B

NNRB × FD B

M B × FD B

] 

まとめれば，大連市，その他遼寧省において中間財取引と最終需要について次のような

分割をしていることになる． 

[

(I − NNBA − NNRA − M A) × AXA

NNBA × AXA

NNRA × AXA

M A × AXA

NNAB × AXB

(I − NNAB − NNRB − M B) × AXB

NNRB × AXB

M B × AXB

] 

[

(I − NNBA − NNRA − M A) × FD A

NNBA × FD A

NNRA × FD A

M A × FD A

NNAB × FD B

(I − NNAB − NNRB − M B) × FDB

NNR𝐵 × FD B

M B × FD B

] 

このような作業を行っていけば，大連市その他遼寧省地域間の形式が出来上がる． 

 

2-4 分析モデル  

本章では，居城(2012)が作成した関東地域間モデルに基づき，通常用いられる地域間産

業連関分析モデルに加え，外生地域（本章の場合，遼寧省地域以外の地域－その他中国と

外国）からの移輸入を加えた分析を行う．そのため，まず通常の地域間産業連関分析モデ

ルを説明し，その後本章で用いるモデルの特徴について説明する． 

表 2-6 大連市とその他遼寧省地域間産業連関表(簡略型) 

 

まず，表2-6は，本章で作成した大連市とその他遼寧省地域間産業連関表の簡略型であ

る．大連市とその他遼寧省地域間産業連関表は大連とその他遼寧省の2地域間表として示

している．表中のROCはRest of Chinaを，ROWはRest of the Worldを意味している．表中の

添え字の1は大連市を，添え字の2はその他遼寧省を，Cは遼寧省以外の中国（その他中

国），Wは外国を示している．この簡略型大連市とその他遼寧省地域間産業連関表を用い

て，本章で用いるモデルの説明を行う．まず，このような地域間産業連関表が与えられた

場合の通常の産業連関モデルを説明しよう．1地域（大連市）と2地域（その他遼寧省）と
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いう内生地域，C地域とＷ地域という外生地域を持つ2地域の地域間モデルを考えると以下

の⑴式のようになる． 
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W2C22221

W1C11211

2

1

2221

1211

2

1

EEFF
EEFF

X
X

AA
AA

X
X

（2-1） 

ここで xiは i 地域の地域内生産額，Aijを（n×n）の投入係数行列で i=j の場合は地域内の

中間財投入係数行列，i≠j の場合は i地域から j 地域への移入中間財投入係数行列となる．Fij

は i 地域財に関する j 地域の最終需要であるが，EiC，EiWは外生地域への移輸出を示す．Iを
単位行列とすれば，（2-1）式を展開すると次の⑵式となる． 
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（2-2） 

（2-2）式の最終需要を 1 地域，2 地域，外生地域 C と外生地域 W に分け，分割すると，

次（2-3）式で表わすことができ，各地域の需要による誘発構造を分析することができる．

また後の説明のために各要素の構成要素を示している． 
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W1C11211

W222W121C222C121

W212W111C212C111

2222122121221121

2212121121121111

W2C22221

W1C12111
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LLLL
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EEFF
EEFF
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（2-3） 

L11は，1地域の需要によって１地域で誘発された額を示し，L21は同様に1地域の需要に

よって2地域で誘発された額を示す．また，L12は，2地域の需要によって1地域で誘発され

る額を示し，L1Cは，C地域すなわち外生地域であるその他中国の需要によって，1地域でC

地域への移輸出需要として誘発される額を示す．通常の地域間産業連関分析はこのLの部

分の分析を行うことが一般的である． 

しかし，本章で作成した地域間産業連関表は遼寧省地域を内生化した表であるが，遼寧省

地域以外の中国は外生地域となっており，かつ外国の部分も外生的な扱いとなっている．本

章では大連市とその他遼寧省地域間の誘発構造を明らかにすることが主目的であるが，経

済活動は大連市とその他遼寧省地域内で完結するものではないため，外生地域・外生国の影

響を含めて内生地域である遼寧省地域内の構造を検討する必要があるだろう．（2-4）式では，

E1C，E1Wとして外生地域・外生国への移輸出は考慮できているが，外生地域・外生国からの

中間財や最終財の移輸入は考慮できていない．簡易化された表中の記号でいえば，ZC1，ZW1，

ZC2，ZW2，FC1，FW1，FC2，FW2 の部分が通常の（2-3）式の産業連関モデルでは分析の対象外
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となっている．そこで本章では，通常の産業連関分析で用いられる（2-3）の分析に加え，

長谷部・藤川・シュレスタ（2012）で用いられた外生国からの中間財輸入と最終財輸入を含

めた分析方法を導入する．長谷部・藤川・シュレスタ（2012）では，外生国からの中間財や

最終財の輸入を考慮するため，本章の記号で言えば，ROC，ROW を内生的に扱う表 2-7 の

ような仮説を考慮する．この表 2-7 は先ほどの表 2-6 に加え，新たに必要とされる情報はな

い．表 2-6 との違いは，ROC，ROW を内生地域として扱っているので，内生地域として列

部門に ROC，ROW という 2 地域を加えている点にある．しかしながら，ROC，ROW内で

の中間財取引，あるいは 1 地域，2 地域という内生地域から ROC，ROWへの中間財移輸出

のデータ，さらには ROC，ROW 同士の取引のデータはないのでＯとしている．このような

扱いをすることにより，ROC と ROW を産業連関の誘発構造の枠組みに含めることができ

る．  

 

表 2-7 大連市とその他遼寧省地域間産業連関表 

 

この表 2-7 をもとに，産業連関モデルを展開すると次の（2-4）式のようになる． 
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（2-4） 

ここで，注目したいのは（2-4）式において，AC1，AC2，AW1，AW2という形で外生地域で

あり（2-1）式では考慮されていなかった中国のその他地域（C地域）からの中間財移入や，

海外（W 地域）からの中間財輸入が式上で考慮されていると FC1，FC2，FW1，FW2 という形

で 1 地域と 2 地域の C 地域や W 地域からの最終財移輸入が考慮されていることである． 

（2-4）式を展開すると，次の（2-5）式を得る． 
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（2-5） 

 

2-4-1 二地域における乗数効果の分解分析 

図 2-3 は乗数分解における各効果のイメージを示している．図 2-3 に示しているように，

r 地域の産業に対し直接・間接に誘発される生産は「地域内乗数効果」と呼ぶ． 

一方，r 地域の産業による需要を満たすため，s 地域の産業に対し直接・間接に誘発され

る生産は「地域間スピルオーバー効果」と呼ぶ． 

また，r 地域からの需要によってもたらされる s地域の産業における生産増加は，産業間

の結びつきを通じて，s 地域の産業から再び r 地域の産業に対する需要も生み出すことにな

る．それにより，r 地域の産業の生産が再び誘発される．この効果のことを「地域間フィー

ドバック効果」と呼ぶ． 

 

乗数分解の方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 乗数分解における各効果のイメージ（桑森（2014）の図） 

 

ここでは，岡本（2012）や桑森（2014）に示された分解法に沿って，地域間レオンチェフ

ｒ地域 

s地域 

ｒ地域からｓ地域への 
地域間スピルオーバー効果 

ｒ地域の 
地域内の乗数効果 

ｓ地域からｒ地域への 
地域間フィードバック効果 

ｒ地域の産業に 
対する需要増加 
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逆行列を分解することを試みる．岡本（2012）によれば，2 地域間モデルの地域間レオンチ

ェフ逆行列は， 












=













−−

−−
−

2221

12111

2221

1211

B~B~
B~B~

AIA
AAI

（2-6） 

である．ここで行列分割の手法を用いてレオンチェフ逆行列を再表示すれば， 
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BABTABBBTAB
BTABBABTABB

（2-7） 

となる．ここで各要素行列は，それぞれ， 

内部乗数：
1222211111 )AI(B,)AI(B −− −=−= （2-8） 

外部乗数：
1212212111 )ABABI(T −−= （2-9） 

1121121222 )ABABI(T −−= （2-10） 

となる．さらに，自地域から他地域を経由して自地域に戻ってくるフィードバック乗数，自

地域から他地域へ生産を誘発するスピルオーバー乗数，自地域内の純粋な内部乗数（地域内

乗数）に分解し，表示すると， 
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（2-11）となり，これを書き換えれば， 
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（2-12） 

となる． 

ここで，












22

11

B0
0B

は地域内乗数効果，












0B~
B~0

21

12

は地域間スピルオーバー効果，













−

−
2222

1111

BB~0
0BB~

は地域間フィードバック効果を表す． 

その理由は 11B ， 22B は 1 地域あるいは，2 地域に発生した需要に対して，1 地域あるい

は 2 地域に発生した波及効果であるために，地域内乗数効果といえる． 
12B~ ， 21B~ は 2221211 BTAB ， 1112122 BTAB となっており，自地域で発生した需要が他地域で波
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及効果を起こすことを示すため，地域間スピルオーバー効果といえる． 
1111 BB~ − ， 2222 BB~ − は 11212221211 BABTAB ， 22121112122 BABTAB となっており，自地域で発

生した需要が他地域で波及効果を起こし，それが自地域に跳ね返って，自地域で再び波及効

果を起こすことを示すため，地域間フィードバック効果と言える． 

したがって，大連市とその他遼寧省における地域間乗数効果，地域間スピルオーバー効果

を算出し，それぞれ表 2-8 と，表 2-9 に示している．  

2-5  2007年と2012年における大連市とその他遼寧省における地域内乗数効果とスピルオー

バー効果  

2-5-1  2007年と2012年大連市とその他遼寧省における地域内乗数効果 

表 2-8 地域内乗数効果 
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表 2-9 地域間スピルオーバー効果 

 

まず，2007 年の二地域内乗数効果をみてみよう．その他遼寧省には，比較的強い地域内

の繋がりがみられる．次に地域内の乗数効果の数値からみれば，大連市の 42 産業の合計値

は 55.831 で，遼寧省の同合計値は 87.049 である．つまり，大連市の産業で同時に 1 億元の

最終需要が押し上がった場合（合計 42 億元），当地域内の産業連関の影響により，地域内の

総産出が 55.831 億元押し上げられることになる．同様にその他遼寧省では 87.049 億元押し

上げられる． 
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以上，2007 年の分析と同様に，2012 年の二地域内乗数効果をみてみよう．その他遼寧省

では，2007 年と同じく 2012 年も比較的強い地域内の繋がりがみられる．つまり，大連市と

その他遼寧省の 2 地域の中で，その他遼寧省が地域内産業間の繋がりが最も強いといえる．

大連市の 42 産業の合計値は 56.852 で，遼寧省は 93.753 である．つまり，大連市の 42 産業

で同時に 1 億元の最終需要が押し上がった場合（合計 42 億元），当地域内の産業連関の影

響により，地域内の総産出が 56.852 億元押し上げられることになる．同様にその他遼寧省

では 93.753 億元押し上げられる． 

2007 年と 2012 年を比較すれば，大連市とその他遼寧省の乗数効果合計は上昇している．

大連市では，2007 年の時点で，乗数効果の合計は 55.831 で，2012 年にはその合計が 56.852

まで上昇している．その他遼寧省では，2007 年の時点で，乗数効果の合計は 87.049 で，2012

年にはその合計が 93.753 まで上昇している．その他遼寧省と比べて大連市の乗数合計は経

年的には大きな変化が見られない． 

産業間について見ると，2007 年にしても，2012 年にしてもその他遼寧省内部においては，

地域内の乗数効果が比較的高いことが示された．大連市と比較し，ほとんどの産業の地域内

乗数効果が大連市を上回った．つまり，その他遼寧省における産業間の繋がりが大連市より

強いと言える．2007 年にその他遼寧省における各産業の地域内総産出に対する影響を順に

並べると，金属製品業，交通輸送設備業，金属精錬・圧延加工業，これらの産業はすべて製

造業の工業製品に属し，工業製品の発展がその他遼寧省の経済に対して最も強い牽引効果

を有する．大連市の場合は建設業，公共管理・社会団体，木材加工・家具製造業が上位 3 産

業を占めた．建設業は資本集約型製造業に属し，公共管理・社会団体はサービス業に属し，

木材加工・家具製造業は労働集約型産業の製造業に属しており，その他遼寧省と比べ，大連

の産業発展は多様性をもつと言える． 

2012 年にその他遼寧省における各産業の地域内総産出に対する係数を順に並べると，電

気機械・器具製造業，紡績業，金属製品業，縫製服装皮革製造業・他繊維製品業，金属精錬・

圧延加工業，これらの産業はほぼ製造業の工業製品に属し，工業製品の発展がその他遼寧省

の経済に対して最も強い牽引効果をもっているのは 2007 年と同様である．大連市の場合は

食材製造・タバコ加工産業，交通輸送設備業，木材加工・家具製造業，通信設備とコンピュ

ーター・その他電子設備製造業，交通輸送・倉庫供給業・郵政業が上位 5 産業を占めた．食

材製造・タバコ加工産業と木材加工・家具製造業は労働集約型産業の製造業に属し，交通輸

送設備業は資本集約型産業の製造業に属し，通信設備とコンピューター・その他電子設備製

造業は技術集約型製造業に属し，交通輸送・倉庫供給業・郵政業はサービス業に属し，2007

年と同じく，その他遼寧省と比べ，大連市の産業発展が多様性を有すると言える． 

産業間から比較すると，2007 年と比較で 2012 年における大連市では製造業の乗数効果

は，紡績業，縫製服装皮革製造業・他繊維製品業，製紙・文化教育用品製造業，石油精製業・

コークス業製造業，化学工業を除き，他の産業は上昇している．特に交通輸送設備業，通信

設備とコンピューター・その他電子設備製造業は大幅に上昇している．一方，サービス業は
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廃棄物，金属製品と機械・機器修理業，交通輸送と倉庫供給業・郵政業，情報とコンピュー

ター・サービス・ソフトウェア業，リース・商業サービス業を除き，産業の乗数効果係数は

減少している．遼寧省では，製造業の乗数効果は石炭採掘選鉱業，食材製造・タバコ加工産

業，紡績業，縫製服装皮革製造業・他繊維製品業，木材加工・家具製造業，製紙・文化教育

用品製造業，石油精製業・コークス業製造業，専用設備業，電気機械・器具製造業，通信設

備とコンピューター・その他電子設備製造業，メーター・OA 計器製造業，その他製造業を

除き，産業の乗数効果係数は減少している．一方，サービス業では，廃棄物，金属製品と機

械・機器修理業，ガス製造・供給業，卸売・小売業，情報とコンピューター，サービス・ソ

フトウェア業，不動産，リース・商業サービス業，衛生，社会保障・社会福祉業を除き，産

業の乗数効果係数は上昇している．以上から分析すると，製造業の中では，大連市の乗数効

果係数減少の製造業は労働集約型産業に集中していると考えられる．一方，遼寧省の乗数効

果係数減少の製造業は資本集約型産業に集中する．サービス業の中では，大連市の方はほと

んど減少している．ところが，遼寧省のほうが上昇する産業が多い． 

 

2-5-2  2007 年と 2012 年大連市とその他遼寧省におけるスピルオーバー効果  

次に，地域間のスピルオーバー効果を見てみよう．まず，2007 年では大連市・その他遼

寧省間のスピルオーバー効果について，大連市─その他遼寧省のスピルオーバー効果は

0.798 であり，その他遼寧省─大連市のスピルオーバー効果は 0.194 しかない．例えば，大連

市は 42 産業の最終需要が同時に 1 億元押し上げられる場合，その他遼寧省に対するスピル

オーバーにより，総産出が 0.798 億元押し上げられる一方，その他遼寧省は 42 産業の最終

需要が同時に 1 億元押し上げられる場合，大連市に対するスピルオーバーは，総産出が 0.194

億元押し上げられるのみである． 

次に，2012 年の地域間のスピルオーバー効果を見てみよう．まず，大連市・その他遼寧

省間のスピルオーバー効果について，大連市─その他遼寧省のスピルオーバー効果は 1.286

であり，その他遼寧省─大連市のスピルオーバー効果は 0.457 しかない．例えば，大連市は

42 産業全ての最終需要が同時に 1 億元押し上げられた場合，その他遼寧省に対するスピル

オーバーにより，総産出が 1.286 億元押し上げられる一方，その他遼寧省は 42 産業全ての

最終需要が同時に 1 億元押し上げられた場合，大連市に対するスピルオーバーは，総産出が

0.457 億元押し上げられるのみとなる． 

したがって，2007 年にしても 2012 年にしても大連市─その他遼寧省のスピルオーバー効

果はその他遼寧省─大連市のスピルオーバー効果より大きい．つまり，その他遼寧省の需要

による大連市への波及効果は小さい，しかしながら，大連市の需要によるその他遼寧省への

波及効果は大きい．つまり，今回用いた分析方法ではより先進地域である大連市は，あまり

先進的でない地域を牽引する効果をもっているということが明らかとなった．同時に，2007

年にしても 2012 年にしても大連市─その他中国のスピルオーバー効果はその他遼寧省─そ

の他中国のスピルオーバー効果より大きいということが明らかとなった．したがって，大連
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市とその他中国の繋がりが遼寧省より強い．大連市─世界のスピルオーバー効果はその他遼

寧省─世界のスピルオーバー効果より大きいということが言える．つまり，大連市と世界の

繋がりが遼寧省より強いのである．その理由として，大連市は地理的に，中国の東海岸に位

置し，中国東北地方の遼東半島の最南端にあり，東北のみならず，華北，華東地域と世界各

地が繋がる海上の窓口であることがあげられる．したがって，大連市の経済発展は遼寧省か

らの影響より，華北，華東地域と海外からの影響が大きいと考えられる． 

2007 年のスピルオーバー効果に比べ 2012 年は，大連市─外国とその他遼寧省─外国のス

ピルオーバー効果乗数が減少しているが，大連市─その他遼寧省と大連市─その他中国及び

その他遼寧省─大連とその他遼寧省─その他中国が上昇している．その理由として，2008 年

の「リーマンショック」に世界経済後退の影響を受け中国で輸出が 2008 年以降急減し，沿

海部を中心に景気が減速したことに対応し，中国政府が内需拡大という政策を実施し，中国

地域間協力を推進したことが考えられる．以上から，大連とその他遼寧省及びその他中国，

その他遼寧省と大連市及びその他中国の相互関係が強くなったが，大連と外国，その他遼寧

省と外国の相互関係は弱くなったと考えられる． 

2007 年の産業間のスピルオーバー効果から分析すると，大連市─その他遼寧省のスピル

オーバー効果の上位の 5 部門の中で，金属精錬・圧延加工業，金属製品業，この 2 つの産業

はその他遼寧省の地域内乗数効果が最も高い産業である．したがって，大連市のこれら産業

の発展は，その他遼寧省に高いスピルオーバー効果をもたらし，その他遼寧省の同じ産業の

成長を促した．さらにはその他遼寧省地域内乗数効果をもたらし，その他遼寧省の経済成長

を押し上げた．その他遼寧省─大連市の上位 5 産業は食材製造・タバコ加工産業，専用設備

業，通用設備業，宿泊・飲食業，通信設備とコンピューター・その他電子設備製造業であっ

た．  

また，2012 年産業間について分析すると，大連市─その他遼寧省のスピルオーバー効果の

上位の 5 部門は，建設業，メーター・OA 計器製造業，金属製品業，交通輸送設備業，金属

精錬・圧延加工業であった．一方，その他遼寧省─大連市の上位 5 産業は通用設備業，専用

設備業，交通輸送設備業，化学工業，電気機械・器具製造業であった． 

乗数効果とスピルオーバー効果を同時に分析した結果，2007 年と 2012 年の大連市とその

他遼寧省 2 地域で乗数効果は，はるかにスピルオーバー効果より大きく，二地域の経済発展

が依然としてそれぞれ地域の最終需要と輸出に頼っていると説明でき，地区間スピルオー

バー効果は小さいことが明らかとなった．各地域の経済発展と効率を高めるためには，地域

間の協力を強化することにより，地域間の関連効果を高めることが必要になるだろう． 

 

2-6 結論  

本章では，まず 2007 年と 2012 年の遼寧省産業連関表と 2007 年と 2012 年の大連市産業

連関表を用いて，影響力係数と感応度係数を算出した．その結果，遼寧省における全体の経

済概要と大連市経済概要を把握することができた．次に，筆者が作成した 2007 年と 2012 年
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の大連市とその他遼寧省地域間産業連関表を用いた地域間産業連関モデルにより，地域・産

業の両面から，大連市とその他遼寧省地域の地域内乗数効果，地域間スピルオーバー効果を

それぞれ算出した．本章の結論は次の通りである． 

第 1 に，その他遼寧省の需要による大連市への波及効果は小さい，しかしながら，大連市

の需要によるその他遼寧省への波及効果は大きい．つまり，この分析方法ではより先進地域

である大連市は，あまり先進的でない地域を牽引する効果をもっているといえる．したがっ

て，仮説 2-1 は不成立だと考えられる． 

第 2 に，地域内乗数効果とスピルオーバー効果を同時に分析すれば，結果として，2007 年

と 2012 年の大連市とその他遼寧省 2 地域で地域内乗数効果は，はるかにスピルオーバー効

果より大きく，二地域の経済発展が依然として自地域の最終需要に頼っていると説明でき，

地域間の効果は依然として小さいといえる．各地域の経済発展を進めるために，地域間の協

力を強化すれば，地域間の連関効果を高めることが必要になるだろう． 

第 3 に，地域内乗数効果からの結論は，遼寧省二地域のうちその他遼寧省で地域内の産業

間の繋がりが最も強いことである．大連市の産業がその他遼寧省より高い地域内乗数効果

を持っている産業の種類が多いために，より多様な産業が発展していると考えられる．この

ことから，その他遼寧省と比べ，大連市の産業発展がより多様性をもっていると言える． 

第 4 に，地域間スピルオーバー効果に関して，「大連市とその他中国の繋がりが遼寧省よ

り強い」と「大連市と外国の繋がりが遼寧省より強い」という仮説は正しいと言える．2007

年と比べて 2012 年に入ると，その他遼寧省と比べて大連市の乗数合計は経年的には大きな

変化が見られず安定し，地域間スピルオーバー効果の合計は 2007 年も 2012 年もその他遼

寧省より大連市のほうが大きかった．その上，2007 年にしても，2012 年にしても，大連市

からその他中国と外国へのスピルオーバー効果は，その他遼寧省からその他中国と外国へ

のスピルオーバー効果より大きい．したがって，大連市経済はより開放的になり，市外との

関係がより緊密化していると考えられる．理由として，大連市は地理的に，中国の東海岸に

位置し，中国東北地方の遼東半島の最南端にあり，東北のみならず，華北，華東地域と世界

各地と繋がる海上の窓口である．したがって，大連市の経済発展は遼寧省からの影響より，

華北，華東地域と海外からの影響が大きいと考えられる．しかも，2007 年と比べて 2012 年

のスピルオーバー効果は，大連市─外国，その他遼寧省─外国ともに減少している．原因と

して，2008 年の「リーマンショック」に世界経済後退の影響を受け中国で輸出が 2008 年以

降急減し，沿海部を中心に景気が減速した．中国政府が内需拡大という政策を実施し，中国

地域間協力を推進した．したがって，大連とその他遼寧省及びその他中国，その他遼寧省と

大連市及びその他中国の相互関係が強くなったが，大連市と外国，その他遼寧省と外国の相

互関係が弱くなったといえる． 
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第 3 章  北京・上海・深センにおける地域間産業連関効果の研究─深セン市を分離した 2012

年中国地域間産業連関表の作成と分析─ 

3-1 はじめに 

3-1-1 背景  

中国で周知の歌「春の日の物語」の中で，深セン市の歴史についてこんな不思議な物語が

ある．ある老人が中国の南の海岸で円を描いたところ，切り立った城を動かし，多くの財宝

を集める奇跡のような神話が伝えられている．この老人はサンタクロースではなく，改革開

放で「先富論」を掲げた鄧小平氏のことである．もとは世界に知られていない宝安県（現在

の深セン市），40 年後に 2,000 万人を超える近代的な国際都市になろうとは，人知でははか

り知れないことが起こった．イギリスの「エコノミスト」（中国翻訳名：経済学人）という

雑誌には「改革開放から 40 年近く，中国で最も注目されている施策は経済特区の設置であ

る．全世界では 4,000 超の経済特区があり，その中でもトップの成功は深センの奇跡であ

る．」とある． 

40 年間，深セン市は改革開放の経済実験特区として，約 1,000 に及ぶ「国内第一」を創出

した．上海浦東新区，北京周辺の雄安新区は全て深セン経済特区の経験から啓発を受けたも

のである．さらに，深セン市は，安価な労働力に頼った組み立て製造業モデルを主体とする

産業から，研究開発や高付加価値製造業など産業の高度化を目指し，ICT・ハイテク産業を

中心とした産業構造へと急速に変貌を遂げ，中国全体国のモデル都市と言えよう．2018 年

の GDP においてついに香港を抜いて第 3 位に，アジア全域では第 5 位になった． 

また深セン市は，中国の多くのハイテク企業の本社所在地としての役割がある．スマート

フォンメーカーである Huawei（華為技術），また IT・ゲーム企業 Tencent（騰訊），EV 電気

自動車メーカーBYD（比亜迪），通信機器メーカーZTE（中興通訊），さらにドローン DJI（大

疆創新）など，著名な新興中国企業が本社を構えている．そして，中国の大都市，特に北 京

市と上海市に多くの支社と拠点があるため，深セン市は北京市と上海市との経済上の繋が

り  が強いと考えられる． 

次に，2019 年 1 月 21 日に発表された 2018 年の中国内都市 GDP の上位 3 位は上海市，北

京市と深セン市である．また 2018 年 12 月末，中国国家発展改革委員会の発展計画局が策

定した都市の発展程度ランキング「中国都市総合発展指標 2018」が公表され，その中で北

京市，上海市，深セン市がトップ 3 となった．このランキングでは経済・社会・環境という

3 つの軸から，中国すべての地級市（中国の行政上の区画）以上の都市を評価した．この中

で，これら 3 つの都市は中国の経済にとって重要な地位を占めている． 

改革開放のモデル特区であり，中国のシリコンバレーと言われる深セン市と中国の政治

文化の中心である北京市及び中国の経済金融の中心にある上海市の関係を分析するための

分析データ及び分析ツールは十分整備されていない状況にある．そこで本章ではこうした

状況に応えるべく，2012 年の深セン市を分離した中国地域間産業連関表の推計と，その表

を用いた分析結果から考察できる深セン市を中心とした北京市及び上海市の三地域経済の
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相互依存関係を把握したい．2012 年中国 30 地域間 30 部門産業連関表，北京市 42 部門産

業連関表と上海市 42 部門産業連関表は公開されたが，2012 年深セン市 42 部門産業連関表

は非公開であった．しかし深セン市統計局の協力により，同産業連関表も入手することがで

きた  . 

 

3-1-2 目的  

本章の目的は，郭・居城（2019）による「大連市と遼寧省における地域間産業連関効果の

研究」の枠組みを，深セン市と広東省における地域間産業連関効果の研究に応用し，さらに 

Mi 他（2017）が作成した中国30地域間産業連関表を基にそこから深セン市を分離した中国

地域間産業連関表を作成し，それを用いて深セン市，北京市や上海市との経済における産業

構造の特色と相互依存関係を明らかにすることにある．さらに3大都市（本章では北京市，

上海市，深セン市．以下3大都市と略す）を中心として中国地域間の誘発効果を明らかにす

ることが主目的である． 

 

3-1-3 先行研究 

中国における地域間相互依存関係を明らかにするため，中国の多地域間産業連関表を用

いて地域への経済誘発効果を分析した先行研究は多く存在する． 

岡本（2012）は中国国内の地域を中核と周辺にわけ，空間経済構造を説明し，中国国内の

地域経済と海外との相互依存関係を明らかにした．1987年から1997年の10年間を対象とし，

2時点の10 部門中国 3 地域間（東部（沿海），中部（東北と中部地域），西部）産業連関モ

デルを用いて分析を行った．東部，中部及び西部地域間の最終需要による生産誘発依存を試

算した．生産誘発依存の結論としては，1987年でも，1997年でも圧倒的に東部の市場が大き

く，東部，中部，西部の順に生産を誘発していた．中部では，自地域の市場と東部の市場に

よって，誘発される生産額は変わらず，最終財の販売市場においても，東部に依存していた．

西部は自地域内市場が中心であったが，1997年時点になると東部市場への依存が観察され

るように なったとしている． 

宇多（2005）は中国の地域間格差を地域間の生産誘発構造から捉えるために，中国国内地

域と外国で発生する最終需要がどの地域の生産を誘発するかを検討するため，生産誘発分

析を用いた．アジア経済研究所が作成した中国多地域間産業連関表2000年（以下，CMRIO 

表）を非競争輸入型産業連関表に加工したものを用いた．CMRIO表で定義されている 8 地

域を，沿海部（北部直轄市，北部沿海，中部沿海，南部沿海），内陸部（東北，中部，西北，

西南）の2地域に分け，より細かい地域でも分析した．生産誘発依存の結論としては，第1に

沿海部の生産が内陸部の需要によって支えられている生産誘発構造で成立していた．第2に，

生産誘発効果の沿海部への集中の多くは，軽工業と重工業によってもたらされていた．つま

り地域間の生産誘発効果の格差は，沿海部に集中している軽・重工業の分布によって説明さ

れた．また他の部門でも生産誘発効果が沿海部に集中していた． 
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王（2007）は中国経済の地域構造及び地域間の経済相互依存関係を分析するために，2002 

年中国地域間産業連関表に基づき，中国の30 地域を「北京地域圏」（華北地方），「上海地域

圏」（華東地方），「河南地域圏」（華南地方），「重慶地域圏」（華中地方），「陝西地域圏」（西

北方），「遼寧地域圏」（東北地方）の  6 地域圏に区分し，生産誘発係数と付加価値誘発係数

を算  出した．それを用いて特定地域とその他地域との経済的相互依存関係を明らかにした．

生産誘 発依存の結論としては，「上海地域圏」と「北京地域圏」との相互依存関係が最も強

い．「重慶地域圏」は「遼寧地域圏」以外の4地域へ生産誘発効果を及ぼしているが，その他

地域圏からは生産波及の影響をほとんど受けていない．「遼寧地域圏」と「陝西地域圏」は

「北京地域圏」と「上海地域圏」に大きく依存していると述べた． 

 

3-1-4 意義  

先行研究として，中国の地域間経済に関する産業連関分析の研究は近年数多いが，多

くの研究が中国の沿海部と内陸部，多地域圏，及び省と省を分析した．これはより大きな

地域間を視点としたものであり，都市間の研究は比較的少ない．中国の国土は広く多様で

あるため，各市にはそれぞれの経済的特徴があると考えられる．特に，中国の大都市の代

表と言える北京市，上海市及び深セン市の経済発展はこれら3大都市間経済さらに中国全

体の経済にどのような影響を与えているか，まだ明らかにはされてきていない． 

既存の研究では，中国の3大都市の中で北京市，及び上海市を中心とした地域間産業連

関分析を行う研究は少なくない（居城・馮 2017；宮川・王・西津 2015）．しかし，深セ

ン市に関する地域間研究は筆者の知る限りまだない．深センには Huawei のような著名な

中国  ICT 企業は数多く，そうした企業の活発なイノベーション活動を中心とした深セン

市経済活動は中国国内のみならず，海外に対しても大きな影響を与えていると考えられ

る．  

現在，産業連関表に基づく深セン市を含めた 3 大都市について，特に 3 大都市間及び中

国地域間そして外国との関係を含めた研究はまだない．本章の特徴は，深セン市を分離した

中国地域間産業連関表を作成し，深セン市経済の特徴を把握した上で，3 大都市の相互依存

関係を明らかにすること，そして 3 大都市が中国全体及び外国経済にどのような影響を与

えているかを示すことにある． 

 

3-1-5 仮説  

第 3-1 に，グローバル経済と都市化発展に伴い北京市，上海市及び深セン市は中国の一線

都市として，それぞれの近隣地域より 3 大都市間の経済の繋がりは強いのではないか． 

第 3-2 に，改革開放以来，深セン市は沿海経済特区を設置し，1988 年に沿海地域経済発展

戦略が提起された．そのことによって，1990 年代から対外貿易は急速に拡大した．これら

を踏まえると，深セン市の外国との繋がりは北京市・上海市と比べて強いのではないか． 

以上の 2 点を研究仮説として分析を進める． 
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3-2 北京・上海・深セン産業連関分析 

まず，北京市・上海市・深セン市産業連関表を用い，それぞれの産業構造を明らかにした 

い．表 3-1 により，中国全体の産業別構成を比較し，北京市・上海市・深セン市の産業別構

造  がどれほど特化しているかを示す特化係数を用い，各地域特化度を分析する．特化係数

では，係数が 1 を超えた場合，中国全国の該当産業と比較し，該当地域における該当産業の

特化度が高いことを示している． 

表 3-1  3 大都市の特化係数(上位 10 位) 

 
数値の高い方から抽出すると，北京市では文化・スポーツ・娯楽業（4.742），科学研究事

業（4.424），情報・コンピューター・サービス及びソフトウェア業（3.851），ガス製造・供

給業（2.282），電気，熱生産・供給（2.173）と続いている．北京市の特徴としては，第 3 次

産業の特化係数が高い傾向にある．特に中国の文化の中心として，北京大学，清華大学とい

った名門大学が立地している．また，北京市は 2008 年夏のオリンピックの開催地及び 2022 

年冬のオリンピックの開催地であり，文化・スポーツ・娯楽業の経済活動が盛んなこの地域

の特徴を有している．上海市ではリース・商業サービス業（3.121），金属製品・機械・機器

修理（2.559），通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業（2.167），卸売・小売業

（2.130），情報・コンピューター・サービス・ソフトウェア業（2.051）などである．このよ

うに上海市の特徴として特化度が高い産業は深セン市及び北京市と比べ，数が少ない．深セ

ン市では通信 設備・コンピューター・その他電子設備製造業（8.511），メーター・OA 計器

製造業（  2.437），水道生産・供給業（2.261），情報，コンピューター，サービス・ソフトウ

ェア業（2.016），金融保険業（1.990）などの順である．その中で，通信設備・コンピュータ

ー・その他電子設備製造業の特化係数が著しく高いことがあげられる．理由として，深セン

市には，Huawei（華為技術）本社と ZTE（中興通訊）本社といった 2 大通信機械製造業が

存在し，Tencent（騰訊） 本社などの IT 企業が台頭してきたからと考えられる． 

 

3-3 深セン市を分離した中国地域間産業連関表の作成 

深セン市を分離した中国地域間産業連関表を作成するために，広東省から深セン市を分

離し，深セン市とその他広東省地域間産業連関表を作成する必要がある．しかし，その他広
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東省産業連関表は作成されていないため，本章ではその他広東省産業連関表を作成する必

要がある．ただし，深セン市産業連関表の輸移出入額は分かれていないため，まずそれらを

分割する必要がある． 

 

3-3-1 深セン市輸移出入額の分割 

深セン市統計局より入手した深セン市の産業連関表域外取引は純輸移出入のみたてられ

ており，輸移出入額が分割されていない．一方で広東省の産業連関表の輸移出入は分割され

ている．したがって，深セン市 42 部門別の輸出率及び移出率については，広東省の部門別

に対する輸出率（輸出額/生産額）及び移出率（移出額/生産額）に等しいと仮定すれば，深

セン市 産業別生産額を乗じて深セン市輸出額と移出額 を算出できる．ただし，深セン市と

広東省の経済規模及び産業構造の違いから同じ移出率をそのまま適用することは妥当でな

いと考えられる．居城・大島（2019）ではより大きな地域移出率（＝移出額/生産額）を与え

て算出した後に，特化係数を用いた補正を行うという方法で対象地域の移出率を修正して

いる．ここでは広東省の特化係数に対する深セン市の特化係数の比率を補正係数として，こ

の補正係数が 1 を超えた部門についてのみ，広東省移出率を用いて算出した移出額に，その

補正係数を乗じて移出額を上方修正することで，移出額を算出できた．同様に，深セン市 42 

部門別の輸入率及び移入率については，広東省の部門別に対する輸入率（輸入額/地域内需

要額）及び移入率（移入額/地域内需要額）に等しいと仮定し，産業別地域内需要額に乗じ

て深セン市の輸入額と移入額が算出できた．推計した輸出額，移出額，輸入額，移入額の 4 

つのデータを合計し，新たな純輸移出入額を算出することができた．そこで，元々の純輸移

出入額により推計した輸出額，移出額，輸入額，移入額の 4 つのデータを修正する必要があ

る．新たな純輸移出入額に対する元々の純輸移出入額の比率を算出し，比率がプラスであれ

ば，先ほど深セン市で推計した輸出額，移出額，輸入額及び移入額の 4 つのデータに比率を

乗じて，新たな輸出額，移出額，輸入額及び移入額を算出する2）． 
 

3-3-2 その他広東省産業連関表の作成 

まず，その他広東省産業連関表の作成方法を説明する．その基本的な推計方法は2007 年

と2012年大連市とその他遼寧を対象とした郭・居城（2019）と同様である． 

広東省は21の市から構成される．深セン市を除いて，ほかの広東省地域の生産技術と経

済構造は広東省全体でほぼ同じと考えられるので，その他広東省の投入係数は広東省全体

にある投入係数を用いることとする．従って，広東省全体の投入係数を計算し，そしてそ

の他広東省の生産額をかけると，その他広東省の中間需要が算出できる．中間需要と同じ

 

2）比率がマイナスであれば，輸出額・移出額は輸入額・移入額を見直し，輸入額・移入額は輸出額・移出額を見直した

後，比率を乗じて，新たな輸出額，移出額，輸入額及び移入額が算出できる．だたし，もし計算した深セン市における

輸入額・輸出額データは広東省を超えれば，輸出額の超えたデータは深セン市の移出額に入り，輸入額の超えたデータ

は深セン市の移入額に入る．深セン市の移出額・移入額は深セン市とその他広東省の表を作る際に調整する． 
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く，広東省全体の最終需要の割合を計算し，その他広東省の最終需要合計をかけると，そ

の他広東省の最終需要を算出できる．その他広東省の付加価値は広東省全体の付加価値か

ら深セン市の付加価値を引く．その他広東省の輸出額は広東省全体の輸出額と広東省全体

の需要額の割合にその他広東省地域内需要額をかける．その他広東省の輸入額は広東省全

体の輸入額と広東省需要額の割合にその他広東省地域内需要額をかける．このような作業

を行っていき，その他広東省の産業連関表を作成する．ただし，その他広東省の移出額・

移入額はのちに深セン市とその他広東省地域間産業連関表を作成する際に推計する． 

 

3-3-3 深セン市とその他広東省地域間産業連関表作成手順 

表 3-2 は深セン市とその他広東省地域間産業連関表の形式である． 

表 3-2 深セン市とその他広東省地域間産業連関表の雛形 

 

深セン市の移出入額には，その他広東省への移出入額とその他中国に対しての移出額が

両方とも含まれている．本章では，深セン市の移入額と移出額をその他広東省に対するもの

とその他中国に対するものに分割することで深セン市とその他広東省の地域間産業連関表

を作成する．表 3-2 では，深セン市の各地域からの移入額は相手地域の生産額に比例して決

定するという仮説を置き，その広東省からの移入とその他中国からの移入に分割した． 

この①部分の分割の式は，次の式で表される． 

深セン市のその他広東省からの移入額＝深セン市の移入額×その他広東省の生産額/ 

（その他広東省の生産額＋その他中国の生産額） 

③部分の分割の式は 

深セン市のその他中国からの移入額＝深セン市の移入額×その他中国の生産額/ 

（その他広東省の生産額＋その他中国の生産額） 

表 3-2 の②部分では，深セン市の各地域への移出額は，相手地域の地域内需要額に比例し

て決定するという仮定を置き，その他広東省への移出とその他中国への移出に分割した． 

この②部分の分割の式は，次の式で表される． 

深セン市のその他広東省への移出額 

＝深セン市の移出額×その他広東省の地域内需要額/ 

（その他広東省の地域内需要額＋その他中国の地域内需要額） 

⑤部分の分割の式は 

深セン市のその他中国への移出額 
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＝深セン市の移出額×その他中国の地域内需要額/ 

（その他広東省の地域内需要額＋その他中国の地域内需要額） 

③＋④＝広東省のその他中国からの移入額であるので，④（その他広東省のその他中国か

らの移入額）＝広東省のその他中国からの移入額─ ③（深セン市のその他中国からの移入

額）で表される3）． 

⑤＋⑥＝広東省のその他中国への移出額であるので，⑥（その他広東省のその他中国への

移出額）＝広東省のその他中国への移出額─ ⑤（深セン市のその他中国への移出額） 

で表される4）3）． 

最後に郭・居城（2019）のような表の作成の方法で作業を行っていけば，深セン市とその

他広東省地域間の形式が出来上がる． 
 

3-3-4 深セン市と中国地域間産業連関表の作成  

Mi 他（2017）が作成した 2012 年中国地域間産業連関表は 30 部門であるため，深セン

とその他広東省地域間産業連関表の 42 部門数を一致させるために 30 部門に統合する．

表 3-3 の通りである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3）もし，マイナスであれば，地域内需要額の比率で調整する． 

4）もし，マイナスであれば，特化係数の比率で調整する 
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表 3-3 部門統合 
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表 3-4 は深セン市を分離した中国地域間産業連関表の雛形である． 

 

表 3-4 深セン市を分離した中国地域間産業連関表の雛形 

 

表 3-4 の①は 3-3 項で深センとその他広東省地域間産業連関表の中間需要の部分である．

さらに Mi 他（2017）の中国地域間産業連関表の表と一致させるために調整する． 

以下，②～⑥まで同様． 

②は深センとその他広東省地域間産業連関表の最終需要の部分である． 

③は深センとその他広東省地域間産業連関表の輸入の部分である． 

④は深センとその他広東省地域間産業連関表の輸出の部分である． 

⑤は深センとその他広東省地域間産業連関表の付加価値の部分である． 

⑥は深センとその他広東省地域間産業連関表の生産額の部分である． 

深セン市のその他中国各地域への移出額の推計と⑧その他広東省のその他中国各地域へ

の移出額は以下のように推計する． 

表 3-4 の⑦は深セン市のその他中国各地域への産業別の移出額である．推計方法はまず，

3-3 項の深セン市とその他広東省地域間産業連関表の深セン市のその他中国への産業別の

移出額を，3-3 項の深セン市とその他広東省地域間産業連関表の深セン市のその他中国への

産業別の移出額及び  3-3 項の深セン市とその他広東省地域間産業連関表のその他広東

省のその他中国への産業別の移出額の合計で除する．その結果は，Mi 他（2017）によ

る広東省のその他中国各地域産業別の移出額を乗じて，⑦を算出できる． 

⑧は広東省の移出額全体から，上記の⑦深セン市のその他中国各地域への移出額を差し

引けば，その他広東省のその他中国各地域への移出額が確定する． 

⑨深セン市のその他中国各地域からの移入額の推計と⑩その他広東省のその他中

国各地域からの移入額は以下のように推計する． 

表 3-4 の⑨は深セン市のその他中国各地域からの産業別の移入額である．推計方法はま

ず，深セン市産業連関の産業別の生産額を，深セン市産業連関の産業別の生産額及び3-2 

広
東
省 
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項のその他広東省産業連関の産業別の生産額の合計で除する．その結果は，Mi 他（2017）

による広東省の産業別の生産額を乗じ，⑨を算出できる． 

⑩は広東省の移入額全体から，上記の⑨深セン市のその他中国各地域への移入額を差し

引けば，その他広東省のその他中国各地域からの移入額が確定する． 

最後は RAS 法で誤差を修正し，データを整合する．深セン市を分離し中国地域間の形

式が出来上がった． 

 

3-4 深セン市を分離した中国地域間産業連関表の応用 

3-4-1 生産誘発モデルの分析  

本論文では，地域間産業連関分析モデルを用いて分析を行う．表 3-5 は作成した深セン市

を分離した中国地域間産業連関表の雛形である．本来は 31 地域間産業連関表であるが，表

3-5 は簡略化のため，北京市，上海市，深セン市及び中国その他地域として示している．

表中の ROC は Rest of China を，ROW は Rest of World を意味している．表中の添え字の 1

は北京市を，添え字の 2 は上海市を，添え字の 3 は深セン市を，添え字の Cはその他中国

を，添え字の W は外国を示している．1 地域（北京市），2 地域（上海市），3 地域（深セ

ン市）と C 地域（その他中国各地域）という内生地域，W 地域という外生地域を持つ地域

間モデルを考えると以下の（3-1）式のようになる． 

表 3-5 深セン市を分離した中国地域間産業連関表の雛形 

 
 

（1） 生産誘発分析モデル 
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CWCC3C2C1C

W3C3333231

W2C2232221

W1C1131211

C

3

2

1

CC3C2C1C

C3333231

C2232221

C1131211

C

3

2

1

EFFFF
EFFFF
EFFFF
EFFFF

X
X
X
X

AAAA
AAAA
AAAA
AAAA

X
X
X
X

 （3-1） 

ここでxiはi地域の地域内生産額，Aijを（n×n）の投入係数行列でi= j の場合は地域内の中

間財投入係数行列，i ≠ j の場合はi 地域からj 地域への移入中間財投入係数行列となる．

Beijing Shanghai Shenzhen ROC Beijing Shanghai Shenzhen ROC

Total Input X1 X2 X3 XC

VA V1 V2 V3 VC

FW1 FW2 FW3 FWC

FC2 FC3 FCC ECW XC

ROW ZW1 ZW2 ZW3 ZWC

ROC ZC1 ZC2 ZC3 ZCC FC1

F31 F32 F33 F3C E3W X3

F22 F23 F2C E2W X2

Shenzhen Z31 Z32 Z33 Z3C

Shanghai Z21 Z22 Z23 Z2C F21

F11 F12 F13 F1C E1W X1

Intermediate Final Demand Export to
ROW Total Output

Beijing Z11 Z12 Z13 Z1C
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Fij はi 地域財に関するj 地域の最終需要であるが，EiW は外生地域への輸出を示す．I を

単位行列とすれば，（3-1）式を展開すると次の（3-2）式となる． 
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EFFFF
EFFFF
EFFFF
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EFFFF
EFFFF
EFFFF
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AAAA
AAAA
AAAA

I

X
X
X
X

（3-2） 

（3-2）式の最終需要を北京市，上海市，深セン市，その他中国各地域と外生地域外国に分

け，分割すると，次（3-3）式で表わすことができ，各地域の需要による誘発構造を分析す

ることができる．後の説明のために各要素の構成要素を示している． 
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L11は，北京市の需要による北京市地域で誘発された額を示し，L21は北京市の需要によ

る上海市で誘発された額を示し，L31は北京市の需要による深セン市で誘発された額を示

し，L31は同様に北京市の需要によるその他中国各地域で誘発された額を示す．また，L12

は上海市の需要による北京市で誘発される額を示し，L13は深セン市の需要による北京市で

誘発される額を示し，L1Cはその他中国各地域の需要による北京市で誘発される額を示し，

L1Wは，W地域すなわち外生地域である外国の需要による，北京市で外国への輸出需要と

して誘発される額を示す．通常の地域間産業連関分析はこのLの部分の分析を行う． 

表 3-6 中国 31 地域区分 

 
深セン市を分離した中国産業連関表による中国 31 地域区分である（広東省＝その他広東省＋深セン市） 

 

3-4-2 分析結果 

次に，中国31地域の30部門が相互にもたらす生産誘発効果を検討する．本論文では通常

モデルであるL行列によりながら，生産誘発効果において内生地域を考慮してみる．ま

た，本論文では北京市，上海市，深セン市を中心として中国地域間の誘発効果を明らかに

することが主目的である．表3-6のように，中国は4つの地域である東北地域，東部，中部

及び西部を区分し，東部から北京市，上海市，深セン市及び沿海部の重要な省を抽出し，

その他東部や中部地域や西部地域や東北部地域をそれぞれ統合した．この結果，3 都市の

誘発効果が容易に読み取れる．表3-7は産業部門（30）を１部門に統合した地域別の生産誘

発の関係を見たものである．列方向を見てみると，該当地域が自地域の需要によって自地

域及び他地域へ「誘発した値」である．一方，行方向を見てみると，該当地域が他地域

（自地域も含む）の需要によって「誘発された値」であると解することができる． 

表中では，対角要素を網掛けにしているが，これは自地域で発生した需要で，自地域に生

産誘発が発生した部分を示している． 
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表 3-7 3 大都市を中心とした中国地域間の生産誘発効果 

(単位 :1 億元) 

 

まず，表 3-7 の地域別の列和・行和をみると，東部の値が一番大きい．したがって，東

部は沿海地域として中国の経済の中心であり，中国経済全体を牽引する役割を果たすと考え

られる．東部でも，中部でも，西部でも，東北部でも自地域の誘発効果が最大であるから東

部，中部，西部及び東北部は自地域内が中心であった． 

次に，省の中で，列和をみると山東省の値が最も大きい．次に，広東省（深セン市＋その

他  広東，以下同様），江蘇省である．地域別の行和 をみると，江蘇省の値が最も大きい．次に広東 

省，山東省である．ただ，列和の「誘発した値」と行和の「誘発された値」を比較すると，「誘 発

された値」のほうが大きい．自地域の需要による自地域の誘発効果が最大である．その中 で，

一番大きいのは山東省であり，つづいて江蘇省と広東省である．外国の需要（輸出）では， 広

東省が一番多いことが分かる． 

次に，北京市，上海市，深セン市を分析してみよう．3つの市の中で列和，行和及び対角

要素をみると，ともに上海市の値が最も大きい．自地域の需要による自地域・他地域へ誘

発する 額と自地域・他地域の需要による自地域で誘発する額，自地域の需要による自地

域の誘発効果はいずれも上海市が3つの市の中で最大であることを示している．したがっ

て，上海市は 3 大都市の中で経済規模が一番大きいことが判明した． 

北京市の需要による上海市への生産誘発効果は北京市の需要による深セン市への生産誘

発効果より大きい．上海市の需要による北京市への生産誘発効果は上海市の需要による深

セン市への生産誘発効果より大きい．深セン市の需要による上海市への生産誘発効果は深

セン市の需要による北京市への生産誘発効果より大きい．したがって，3つの地域の中で

北京市と上海市の繋がりが最も強いと考えられる．深セン市と上海市の繋がりは深セン市

と北京市の繋がりより強いと考えられる．一方，外国からの需要による深セン市の値が最

も大きい．続いて，上海市，北京市である．特に注目すべきところは外国の需要による深

セン市への生産誘発効果が外国の需要による北京市への生産誘発効果より2倍程度で，3大

都市の中で一番大きい．つまり，北京市と上海市と比べ，深セン市の全体経済規模は小さ
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いが，外国との繋がりは強いと考えられる．このように仮説4−2は証明できた． 

 

図 3-1 3 大都市の各需要による生産誘発効果相手地域(上位 5 位) 

(単位 :1 億元) 

 

図3-1は，北京市，上海市，深セン市の自地域の需要による自地域以外への生産誘発上位

5 位である．北京市，上海市，深セン市の自地域需要の結果，誘発が起きたそれぞれ地域

の  1 位は河北省，江蘇省及びその他広東省である．3大都市とも自地域の近隣地域であ

る．3 大都市とも需要による自地域の近隣の生産を支える生産誘発構造が分かる．それぞ

れの  2 位は天津市，浙江省及び江蘇省である．1位，2位ともにくるのは，すべて東部沿

海地域の市・省である．東部地域が北京市，上海市及び深セン市にいかに多く移出をして

いるかが分かる．それぞれの3位は河南省，河南省及び浙江省である．深セン市の5位も河

南省である． 
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図 3-2 中国各地域の需要による 3 大都市への生産誘発効果(自地域を除く，上位 5 位) 

(単位:1 億元) 

 

図3-2は北京市・上海市・深セン市以外の中国各地域需要による 3 大都市への生産誘発

効果の上位 5 位地域である．それぞれ地域の 1 位は天津市，河南省及びその他広東省で

ある．2 位は河北省，江蘇省及び広西省である．3 位は河南省，浙江省及び河南省であ

る．  

図3-1と図3-2を共に分析すると，深セン市は北京市と上海市と比べ低い．北京市は河北

省と天津市と繋がりが強い．上海市は江蘇省と浙江省と繋がりが強い．深セン市はその広

東省との繋がりが強い．したがって，3大都市とも近隣地域との間に緊密な相互依存関係

があることが分かる．したがって，仮説3−1は正しくないことになる． 

また，3大都市とも，特に北京市と上海市は中国中部代表地域の河南省との繋がりが強

い．河南省は中部における伝統的な農業省かつ新興 工業省として，北京市，上海市及び

深セン市に対しても比較的強い繋がりを持っていることが明らかになった． 

次に，表3-8は表3-7の生産誘発効果の結果を転置した表から元の表3-7を差し引き，3大

都市生産誘発収支を示す表である． 

この表3-8では，対角要素は自地域と自地域になるので当然値はゼロとなる．表頭地域

が，表側地域に対して，生産誘発において黒字（プラスの値）なのか赤字（マイナスの

値）なのかを示している． 
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表 3-8  3 大都市生産誘発収支 

(単位:1億元) 

 

 

北京市，上海市，深セン市の 3つの収支の関係を分析してみよう．北京市は上海市に対

して，差額 164億元で赤字になり，深セン市に対して差額 56億元で黒字になっているこ

とを示している．上海市は北京市に対して164 億元で黒字になり，深セン市に対して差額 

231億元で黒字になっている．深セン市は北京市に対して56億元で赤字になり，上海市に

対して差額231億元で赤字になっている． 

表 3-9  3 大都市の最終需要による地域別産業別生産誘発効果(上位 20 位) 

 
次に，北京市，上海市，深セン市の需要による各地域産業別への生産誘発効果を分析す

る．表3-9は北京市，上海市，深セン市の需要による地域別，産業別生産誘発額の上位20位

である北京市では，まず上位10位を産業部門別にみると，北京市自地域内の部門が8部門

を占めている．それらを降順でその他サービス業（情報，コンピューター・サービス・ソ

フトウェア業，金融保険業，不動産などを含む．詳しい内容は表3-3である），建設業，リ

ース・商業サービス業，科学研究事業，卸売・小売業，交通輸送・倉庫供給業・郵政業，

電気・熱生産供給，及び宿泊・飲食業の順に並べることができる．すべてサービス業に属

している．理由として，北京市は中関村をはじめ，著名で多数のIT企業や研究所が同地域

に集積しているほか，北京大学，清華大学といった名門大学が多く存在する．また北京市

には中央金融部門，大型国有金融機関以外及び多くの外資系銀行がある．また，建築業は
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生産活動に地域限定的なものが多いため，サービス業への生産誘発効果は，北京市自地域

内への生産誘発効果が大きいことが分かる． 

また，上位 20 位を産業部門別にみると，北京市の需要による他地域への生産誘発効果

は  8 部門を占めている．天津市への食材製造・タバコ加工産業と金属精錬・圧延加工

業，河北省への食材製造・タバコ加工産業と金属精錬・圧延加工業，河南省・遼寧省・山

東省・内モンゴルへの食材製造・タバコ加工産業である． 

上海市では，まず上位 10 位を上海市自地域内の部門がすべて占めている．それらを降

順で示すと，その他サービス業，建設業，卸売・小売業，リース・商業サービス業，食材

製造・タバコ加工産業，交通輸送設備業，化学工業，電気・熱生産供給，交通輸送・倉庫

供給業・郵政業及び科学研究事業である．したがって，上位2位の産業は北京市と同じで

ある．また，上位10位の産業は北京市と類似性がある． 

また，上位 20 位のうち上海市の需要による他地域への生産誘発効果の産業部門が 3 

部門を占めている．江蘇省への化学工業及び電気機械・器具製造業，河南省への食材製

造・タバコ加工産業である．深セン市では，上位10位のうち深セン市自地域内の産業部門

が  6 部門を占めている．北京市と上海市と比べ少ない．それらを降順で見てみるとその

他サービス業，建設業，卸売・小売業，化学工業，電気機械・器具製造業，電気・熱生産

供給及び卸売・小売業である． 

また，上位 20 位のうち深セン市の需要による他地域への生産誘発効果が 11部門を占め

ている．その他広東省へのその他サービス業，金属鉱採掘選鉱業，食材製造・タバコ加工

産業，通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業，電気・熱生産供給，宿泊・飲

食業，化学 工業及びリース・商業サービス業である．江蘇省への建設業，化学工業及び

金属精錬・圧延加工業である． 

続いて，輸出モデルの分析を行う． 

 

3-4-1 節で北京市・上海市・深セン市は外国との繋がりの関係が強いことが確認できた． 

 しかし 3-4-1 節の式（（3-3）で L1W は外国の需要により生じた北京市への生産誘発効果で

ある．詳しい式（B11E1W+B12E2W+B13E3W+B1CECW）の合計は L1W である．L1W は北京市の輸

出だけではなく，上海市，深セン市を含むその他中国各地域のすべての地域の輸出も含めた

効果を捉えている． 

 本節では北京市，上海市及び深セン市における当該地域の輸出のみを通じた波及効果を

捉えるため，地域ごとに分けた輸出モデルを構築し，検討する． 

 式（3-4）は当該地域の輸出による当該地域の中間財需要から生じた当該地域を含む各地

域への波及効果を示している．具体的に説明すれば，北京市の輸出による他の地域への生産

誘発効果である．式 G1W は L1W と比べ，特徴はすべての地域ではなく当該地域のみの輸出

を通じた各地域への波及効果を捉えている点にある．北京市と同様に，上海市と深セン市は

E2W，E3W を考慮すると G2W，G3W を算出することができた． 
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                        G1W=[

B11 B12 B13 B1C

B21 B22 B23 B2C

B31 B32 B33 B3C

BC1 BC2 BC3 BCC

][

E1W

0
0
0

]     （3-4）  

                             =[

B11E1W

B21E1W

B31E1W

BC1E1W

] 

表 3-10 は式（（3-4）を用いた北京市，上海市及び深セン市それぞれの輸出による他の地

域への生産誘発効果である． 

 

表 3-10  3 大都市の輸出による地域別産業別生産誘発額(上位  20 位) 

 
3-4-1 項の表 3-9（当該地域の最終需要による各地域への生産誘発効果）と 3-4-2 項表 3-

10（当該地域の輸出による各地域への生産誘発効果）を比べると，当該地域の輸出に関連が

深い産業は地域の波及効果が高くなることが分かる． 

北京市では，まず上位 10 位を産業部門にみると，北京市自地域内の産業部門が 10 部門

を占めている．それらは降順で科学研究事業，その他サービス業，リース・商業サービス業，

通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業，交通輸送・倉庫供給業・郵政業，卸売・

小売業，通用・専用設備業，交通輸送設備業，宿泊・飲食業，電気機械・器具製造業である．  

また，上位 20 位をみると，北京市の輸出需要による他地域への生産誘発効果が 6 部門を占

めている．天津市への通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業と交通輸送・倉庫 

供給業・郵政業と食材製造・タバコ加工産業，江蘇省への通信設備・コンピューター・その

他  電子設備製造業と化学工業，山東省への化学工 業の順である． 

上海市では，まず上位 10 位をみると，上海市自地域内が 10 部門を占めている．それらは

降順で通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業，卸売・小売業，リース・商業サ

ー  ビス業，通用・専用設備業，その他サービス業，化学工業，交通輸送・倉庫供給業・郵

政業，電気機械・器具製造業，交通輸送設備業，縫製服 装皮革製造業・他繊維製品業であ
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る．  

また，上位  20 位をみると，上海市の輸出需要による他地域への生産誘発効果が 4 部門

を占めている．江蘇省への通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業と化学工業と

電気機械・器具製造業，浙江省への化学工業の順である． 

深セン市では，まず上位 10 位をみると，深セン市自地域内が 9 部門を占めている．それら

は降順で通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業，電気機械・器具製造業，卸売・

小売業，リース・商業サービス業，製紙・文化教育用品製造業，通用・専用設備業，金属製

品業，交通輸送・倉庫供給業・郵政業，化学工業である． 

また，上位 20 位をみると，深セン市の輸出需要による他地域への生産誘発効果が 5 部門

を占めている．その他広東省への通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業と電気・

熱生産・供給とその他サービス業と金属製品業， 江蘇省への通信設備・コンピューター・

その他電子設備製造業の順である． 

  

3-5 仮説的抽出法の分析 

最後に仮説的抽出法という手法を用いて論文を展開する．同抽出法は経済システムにお

いて特定の部門や特定の地域を抽出した場合を想定し，経済への影響を定量的に評価する

方法である．この抽出法を使うことにより特定の地域あるいは産業に対して抽出前後の生

産額の変化の大きさを比較でき，これらの地域あるいはこれらの産業部門の重要性を分析

することができる．さらにその優位性は産業間の前方関連効果と後方関連効果を両方とも

考慮し，産業部門の重要性に対して完全な順序付けを行うことができることにある． 

本章では，野崎（2013）を参考に該当産業（地域）が完全になかった場合を想定し，行方

向・列方向において，該当産業（地域）を完全に抽出した場合のレオンチェフ逆行列を通じ

た生産額と，該当産業（地域）が存在する場合の元の表を使った生産額とを比較することに

よって，その産業（地域）の重要性を特定したい． 

まず仮説的抽出法によって北京市，上海市，深セン市をそれぞれ抽出し，各地域の各産業

部門への影響を推計する．図 3-3，図 3-4，図 3-5 はそれぞれ北京市，上海市，深セン市のす

べての産業部門を抽出した後の中国各地域の減少額のグラフである（中国チベット地区な

どはデータがないため，表示しない）．グレーの円が大きいほど減少額が大きくなり，経済

的な繋がりがより強いことを意味する． 
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図 3-3 北京を抽出した後の中国各地域の減少額 

 

図 3-4 上海を抽出した後の中国各地域の減少額 
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図 3-5 深セン市を抽出した後の中国各地域の減少額 

表 3-11 は，北京市，上海市，深セン市それぞれを抽出した後に当該地域以外の各地域の

各産業部門の減少額の上位 15 位である． 

表 3-11  3 大都市それぞれを抽出した後の減少額の順位 

 

第 1 列は北京市のすべての産業部門を抽出した後の減少額の上位 15 位である．それらは

降順で天津の食材製造・タバコ加工産業，江蘇省の化学工業，河北省の金属精錬・圧延加工

業，天津市の交通輸送・倉庫供給業・郵政業などで ある．第 2 列は上海市のすべての産業

部門を抽出した後の減少額の上位 15 位である．それらは降順で江蘇省の化学工業，浙江省

の化学工業，江蘇省の通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業，江蘇省の電気機

械・器具製造業などである．第 3 列は深セン市のすべての産業部門を抽出した後の減少額
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の上位 15 位である．それらは降順でその他広東省の通信設備・コンピューター・その他電

子設備製造業，その他のサービス業及び金属製品業，江蘇の通信設備・コンピューター・そ

の他電子設備製造業などである． 

その後，北京市，上海市，深セン市の通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業

の産業部門をそれぞれ抽出し，減少額の合計を計算し，その中の北京市の情報通信設備・コ

ンピューター・その他電子設備製造業を抽出した後の減少総額は 3,486 億元で，上海市の情

報通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業を抽出した後の減少総額は 4,345 億元

で，深セン市の情報通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業を抽出した後の減少

総額は 5,902 億元である．したがって，3 大都市の情報通信設備・コンピューター・その他

電子設備製造業の中で深セン市の重要性が一番大きい．表 3−12 は，北京市，上海市，深セ

ン市の通信 設備・コンピューター・その他電子設備製造業をそれぞれ抽出した後に各地域

の各産業部門の減少額の上位 15 位である． 
  表 3－12 3 大都市の通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業それぞれを抽出した後の減少額の順位 

 

第 1 列は北京市の通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業を抽出した後の減

少額の上位 15 位である．それらは降順で天津市の通信設備・コンピューター・その他電子

設備製造業，江蘇省の通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業，北京市の卸売・

小売業，深セン市の通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業などである．第 2 列

は上海市の通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業を抽出した後の減少額の上位 

15 位である．それらは降順で江蘇省の通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業， 

上海市の卸売と小売業，その他のサービス業，江蘇省の化学工業などである．第 3 列は深セ

ン市の通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業の産業部門を抽出した後の減少額

の上位 15 位である．それらは降順でその他広東省の通信設備・コンピューター・その他電

子設備 製造業，深セン市の電気機械・器具製造業，江蘇省の通信設備・コンピューター・

その他電子 設備製造業，深セン市の卸売・小売業などである． 

 

3-6 結論  

本章では，深セン市の地域内産業連関表から，Mi他（2017）が作成した中国 30 地域間産
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業連関表をもとに，深セン市を分離し中国地域間産業連関表を作成し，3 大都市を中心に，

中国全体地域の誘発関係について分析した．その際に，地域間産業連関表モデルと 3 大都

市各地域の輸出による生産誘発モデル及び仮説的抽出法により分析を行った．その結論は

次の通りにまとめられる．  

第 1 に，北京市，上海市及び深セン市における自地域の需要による自地域・他地域へ誘発す

る額と自地域・他地域の需要による自地域での誘発する額，自地域の需要による自地域内の

誘発効果はいずれも上海市が 3 つの地域の中で最大であることを示している．そして，北京

市と深セン市は上海市に対して生産誘発効果は赤字となっている．したがって，上海市は 3

大都市の中で経済規模が一番大きいことが明らかになった．上海は他の 2 大都市に対して

生産誘発の地域間関係において黒字を稼ぐ有利な立場にあることが明らかになった． 

第 2 に，3 大都市間で北京市と上海市の繋がりが最も強いと考えられる．深セン市と上海

市の繋がりは深セン市と北京市の繋がりより強い．また，外国からの需要による深セン市の

値が最も大きい．続いて，上海市，北京市の順である．特に注目すべきところは外国の需要

による深セン市への生産誘発効果が外国の需要による北京市への生産誘発効果の 2 倍程

度で，3 大都市の中で一番大きい．このように，深セン市の全体経済規模は小さいが，外国

との繋がりが強いと考えられる． 

第 3 に，北京市は河北省と天津市と繋がりが強い．上海市は江蘇省と浙江省と繋がりが強

い．深セン市はその広東省との繋がりが強い．したがって，3 大都市とも近隣地域との間に

緊密な相互依存関係があることが分かる．また，3 大都市とも，特に北京市と上海市は中国

中部代表地域の河南省との繋がりが強い．河南省は中部における伝統的な農業かつ新興工

業省として，北京市，上海市及び深セン市に対しても比較的強い繋がりを持っていることが

明らかになった． 

第 4 に，北京市，上海市，深セン市の需要による各地域産業別への生産誘発効果を見る

と，北京市と上海市の上位 10 位はほぼ自地域への波及効果である．上海市上位 2 位の産業

は北京市と同じである．しかも，上位 10 位の産業は北京市と類似性がある．しかし，深セ

ン市の上位 10 位は自地域への波及効果は 6 部門のみである．また，北京市の上位 10 位は

その他サービス業などほぼ 3 次産業に属する．上海市の上位 10 位は食材製造・タバコ加工

産業と交通輸送設備業と化学工業の 3 部門の 2 次産業以外がその他サービス業などの 3 次

産業に属する．深セン市上位 10 位のうち 3 部門はその他広東省への金属鉱採掘選鉱業と食

材製造・タバコ加工産業と通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業の 2 次産業，

残りの自地域・その他広東省へのその他サービス業などの 7 部門の 3 次産業である． 

第 5 に，北京市，上海市，深セン市のそれぞれの輸出による各地域産業別への生産誘発効

果を見ると，北京市と上海市の上位 10 位はすべて自地域への波及効果である．深セン市の

上位 10 位のうち自地域への波及効果は 9 部門である．特に注目すべきところは北京市の上

位  3 位は自地域への科学研究事業とその他サービス業とリース・商業サービス業である．

上海市の上位 3 位は自地域への通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業と卸売・
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小売業とリース・商業サービス業である．深セン市の上位 3 位が自地域・その他広東省への

通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業，自地域への電気機械・器具製造業であ

る．  

第 6 に，仮説的抽出法を用いて北京市，上海市，深セン市をそれぞれ抽出し，各地域の

各産  業部門への影響を見ると，北京市の上位 3 位は天津の食材製造・タバコ加工産業，江

蘇省の化学工業，河北省の金属精錬・圧延加工業である．上海市の上位 3 位は江蘇省 の  化

学工業，浙江省の化学工業，江蘇省の通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業で

ある．深セン市の上位 3 位はその他広東省の通信設備・コンピューター・その他電子設備製

造業，その 他のサービス業及び金属製品業である． 

また，北京市，上海市，深セン市の通信設備，コンピュータとその他の電子機器の産業部門を

それぞれ抽出したところ，深セン市を抽出した後の減少額が最も大きく，ついで，上海市，

北京市の順である．北京市を抽出した後の減少額の上位 3 位は天津市の通信設備・コンピュ

ーター・その他電子設備製造業，江蘇省の通信設備・コンピューター・その他電子設備製造

業，北京市の卸売・小売業である．上海市を抽出した後の減少額の上位 3 位は江蘇省の通信

設備・コンピューター・その他電子設備製造業，上海市の卸売と小売業及びその他のサービ

ス業である．深セン市を抽出した後の減少額の上位 3 位はその他広東の通信設備・コンピュ

ーター・その他電子設備製造業，深セン市の電気機械・器具製造業，江蘇省の通信設備・コ

ンピューター・その他電子設備製造業である． 

3-1-4 項の意義において述べた深セン市を分離し中国地域間産業連関表を作成し，深セン

市経済の特徴を把握した上で，大都市である北京市・上海市・深セン市の経済相互依存関係

を明らかにする．次に 3 大都市が中国全体及び外国の経済にどのような影響を与えている

かを見てみたい．と言う点は本章における地域間表の推計と分析により見出すことができ

た．  
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第 4 章 中国の地域別雇用表の作成による地域間産業連関分析-北京・上海・深セン・

青島・大連・天津・重慶を中心に 
4-1 はじめに 

4-1-1 背景  

中国における改革開放は，鄧小平氏が提唱した「先富論」から「共同富裕論」を目指す段

階に入っている．「共同富裕論」とは，沿海地区が先に発展し，内陸地区の発展がやや遅く，

先に発展した沿海部が後から発展する内陸部の発展を支え，最後には共に豊かになるとい

うことである．改革開放のタイムラインから見ると，まず 1980 年に深セン市経済特区が設

立された．続いて，1984 年に大連市・天津市・青島市・上海市などの 14 都市が経済技術開

発区に指定された．さらに，2000 年から重慶市・甘粛省など 10 省区市が含まれる西部大開

発計画をスタートし，2014 年にシルクロード経済ベルトと 21 世紀海上シルクロード（一帯

一路）の国家戦略が立てられた．改革開放政策の中心は中国東部沿海部から西部内陸部へと，

移行している． 

様々な優遇政策の下で，中国，特に都市は春の雨後のタケノコのような速さで発展した．

経済史学者の Paul Bairoch 氏は「CITES and DEVELOPMENT」（1991 年 ,University of Chicago 

Press; Reprint 版）の中で，「この世界で都市の台頭ほど魅力的なものはない．都市がなけれ

ば，人類の文明は語れない．」と語っているほどである． 

北京市は中国の首都として，政治・文化の中心というだけではなく，ヒト・モノ・カネが

集まる技術革新分野でも中心的な役割を果たし，ユニコーン企業の数は都市別で最多にな

っている．上海市は金融の中心のほかに，中央財政の収入と移転支出を保障し，長江デルタ

経済帯を牽引し，米電気自動車メーカーの Teslaなどが生産拠点を構える．深セン市は中国

の Huawei(華為技術)のような多くのハイテク企業の本社所在地としての役割があるのみな

らず，香港と珠江デルタ及び広東省東部を結ぶ存在である．青島市は中国の海洋産業の中心

都市であり，世界的に知られている青島ビール生産地と中国最大の家電メーカーとなった

Haier（海爾集団）や中国最大のテレビメーカーである Hisense（海信集団）の本拠であり，

通年で世界第 6 位の貨物取扱量を誇る青島港をもち，中国国内だけではなく外国，特に韓国

との繋がりが強いと言える．大連市は中国東北一の港湾・観光・工業都市だけではなく，東

北アジア国際航運センターとして東北地域において対外開放度の最も高い都市である．外

国企業，特に日本企業の進出が著しい．天津市は環渤海湾地域の経済的中心地・港湾・重工

業都市であり，首都である北京市を守る役割がある．重慶市は自動車や電子機器などの基幹

産業があり，西南地域と長江上流地域の経済・金融・航運・商業貿易物流センター，西部大

開発の重要な戦略拠点，「一帯一路」と長江経済帯の重要な連結点として，長江流域の経済

発展を牽引する役割を果たし，西部の経済を発展させている．  

都市の発展に伴い，大量の労働力が都市に向かい，都市への人口集中によって労働力が増

え，雇用を拡大する産業の育成が進む．一方，人口の集中の継続による消費が拡大する．こ

のように経済活動の分野が拡大して産業の多様化が促進され，都市への労働力の流入を更
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にもたらしている．また，労働力は低付加価値産業から高付加価値産業と新興産業へと移行

する傾向にあるため，産業から都市の盛衰を観察しても全体の経済状況を見ることができ

ると考えられる．したがって，都市は巨大な労働力と消費市場を持ち，労働力の効率的な移

動を促進することが，これからのより高い経済成長を支える主たる原動力だと考えられる．

労働力及び雇用効果の研究は都市の発展に関する研究の中で不可欠な部分だと考えられる． 

筆者は上記のような問題意識のもとで，多都市中国地域間産業連関表と雇用表（地域別産

業別の就業者数を示した表）を作成し分析を行う． 

 

4-1-2 目的  

本章の目的は 2012 年青島市と大連市の地域内産業連関表5)から郭・居城（2019b）による

「北京・上海・深センにおける地域間産業連関効果の研究」の枠組みに，青島市と大連市を

加えて中国地域間産業連関効果の研究に応用し，そこから青島市と大連市を分離した新た

な中国地域間産業連関表を作成し，それを用いて直轄市である北京市，上海市，天津市及び

重慶市と沿海都市である深セン市，青島市と大連市における経済の産業構造の特色と相互

依存関係を明らかにすることにある．さらに，中国地域別産業別雇用表を作成した上で，7

都市（北京市・上海市・深セン市・青島市・大連市・天津市・重慶市）を中心に中国地域間

の雇用誘発効果を明らかにすることが主目的である． 

 

4-1-3 先行研究 

 孟（2013）は「中国産業別労働投入の推計−産業別就業者数の推計」で 1981 年から 2010

年までの中国の産業別の労働投入の推計を試みた．国有部門と非国有部門に分離し，労働を

量的変化と質的変化から捉え，産業別，所有制別6)，性別，年齢別，教育歴別のように交差

分類された就業者データベースを構築した．だたし，地域別の推計に関する研究はされてい

ない．  

 

5)本章で 2012 年を対象年に選んだ理由は二つある．21 世紀の最初のほぼ十年間は，中国の経済が高度成長期に入り，

毎年の GDP 成長率が 8%以上を達成した．しかし，この時期の中国の加速発展に貢献したのは工業分野であった．その中

で，2008 年に北京で開催されたオリンピックは，スポーツ交流を通じて，世界中に中国を理解させ，中国経済の発展と

国際間貿易を促進した．ところが，2008 年リーマンショックの影響を受け，特に沿海部である大都市は生産面と経済面

で多くの試練にさらされた．そこで，中国政府は積極的に内需拡大政策と構造調整を実施し，景気減速を防ごうとした

と考えられる．したがって，グローバル化とともに，この段階は GDP が単に増加することを目指した段階から，経済構

造の調整と産業の進化の段階へと転換しつつある段階にあった．したがって，この 21 世紀の最初のほぼ十年間の経済発

展は中国の経済発展の歴史の中で，重要な段階だと考えられる．それが，2012 年の産業連関表を選んだ１つ目の理由で

ある．二つ目は現時点で，入手できた最新版は多地域間産業連関表，都市産業連関表の最新版は 2012 年のものであり，

中国最新情報を分析するために，2012 年産業連関表を選んだ． 

2012 年青島市 42 部門産業連関表は非公開であった．しかし青島市統計局の協力により，同産業連関表も入手するこ

とができた．大連市と深セン市も同様である． 
6) 中国の統計では，所有制経済について次のように分類している．都市部は，国有経済，都市集団経済，私営経済，個

人経営経済，株式制経済，共同経営経済，外資経済(香港・マカオ・台湾からの投資を含む)から構成されているが，農

村部には郷村集団経済，私営経済，個人経営経済が含まれている孟（2013）． 
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胡（2005）は 1987 年〜92 年の前期及び 1992 年〜97 年の後期に分けて，産業連関分析に

基づく雇用要因分析を行い，日中の相違について検討した上で，両時期における中国の労働

力投入の拡大格差についての要因を分析し，さらに，労働投入拡大率の要因構造を検討した．

ただし，中国地域間の雇用誘発効果に関する研究はされていない． 

王・陳・胡（2015）は産業間の移動に伴う就業問題をめぐり，2012 年産業連関表に基づい

て労働産業連関モデルを構築し，河北省の重工業が，もし 10%の総生産額が減少すると北

京軽工業，汎用製造業，卸売・小売業，教育と衛生の 5 部門の各 10%の総生産値が河北省の

直接就業効果と間接就業効果に与える影響を試算した．その結果，北京における産業の移動

を受けると，重工業の調整による失業を有効に補うことができ，最大値と最小値は，それぞ

れ河北省の純増 72.17 万件と 17.9 万件の就業機会を増加させることができることを証明し

た．この研究は，中国地域内の最大就業者数を吸収できる産業を明確にしたことであり，労

働産業連関モデルの研究分野として注目されている研究である．地域の総合戦略の実践や

今後の政策立案に大いに寄与するものとなる． 

4-1-4 意義  

本章では先行研究の未研究分野に注目する．具体的には以下の通りである． 

1．現在，産業連関表に基づく青島市，大連市を分離した中国地域間産業連関研究を行う

ことによって，7 都市（北京市，上海市，深セン市，青島市，大連市，天津市，重慶市）間

及び中国多地域間そして外国との相互依存関係を明らかにする． 

2．中国政府が公表した雇用データ（就業者数）はある．しかし，データは不備が多いこ

とから実数を反映した就業者数の推計はあまり行われてこなかったため，そのままでは使

えない．従って，まず中国全地域別産業別の雇用表を構築しなければならない．それを用い

て，中国の地域間産業連関の研究・分析を進める． 

3．現在，中国における生産誘発効果に関する研究モデルは多数ある．しかし生産誘発効

果と雇用誘発効果の情報を組み合わせた研究は少ない．特に，中国地域別産業別雇用表によ

る中国地域間産業連関分析は筆者の知る限りまだない．そこで，雇用表から求められた雇用

係数を地域間産業連関表と併用することにより，ある地域の雇用の需要による他の地域へ

の雇用誘発効果を明らかにできるという意義がある． 

以上，本章では，これらの課題を解決するために，中国における雇用表による地域間産業

連関を分析することとする． 

4-1-5 仮説  

第 4-1 に，郭・居城（2019b）による生産誘発効果の結論では北京市，上海市及び深セン

市とも近隣地域との間に緊密な相互依存関係があることが分かる．そのため，青島市，大連

市，天津市，重慶市と近隣地域との間の繋がりも強いのではないか． 

第 4-2 に，都市の経済発展とともに，他地域への雇用効果に悪影響を与えるのではない

か．つまり，都市の需要による他地域への雇用誘発効果は，他地域の需要による都市への雇

用誘発効果より小さいのではないか． 
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以上の 2 点を研究仮説として分析を進める．  

4-2 深セン市・青島市・大連市を分離した中国地域間産業連関表の作成  

本章における，都市を分離した地域間表の作成に関する流れは表 4-1 の通りである． 

表 4-1  都市を分離した地域間表の作成の流れ 

 

 

郭・居城（2019a）において作成した 2012 年大連市とその他遼寧省地域間産業連関表に基

づき，まず 2012 年青島市とその他山東省地域間産業連関表を作成する．だたし，青島市統

計局より入手した 2012 年青島市の産業連関表域外取引は純輸移出入合計のみであり，輸移

出入額はそれぞれ分割されていない．一方，2007 青島市の産業連関表の輸移出は分割され

ている．しかし，輸移入は分割されていない．したがって，2012 年青島市 42 部門別の輸出

率及び移出率については，2007 年青島市の部門別に対する輸出率及び移出率に等しいと仮

定すれば，2012 年青島市の産業別生産額を乗じて青島市の輸出額と移出額を算出すること

ができる．ただし，2012 年と 2007 年では青島市の経済規模に変化があることから同じ移出

率をそのまま適用することは妥当でないと考えられる．したがって，居城・大島(2019)によ

る特化係数で調整する．2012 年青島市 42 部門別の輸入率及び移入率の推計方法は郭・居城

（2019a）により計算する．具体的には，山東省の部門別に対する輸入率及び移入率に等し

いと仮定し，産業別地域内需要額に乗じて青島市の輸入額と移入額を算出した．推計した輸
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出額，移出額，輸入額，移入額の 4 つのデータを合計し，新たな純輸移出入額7)を算出する

ことができた． 

次に，その他山東省産業連関表を作成する．青島市とその他山東省地域間産業連関表の作

成となる．その基本的な推計方法は大連市とその他遼寧省を対象とした郭・居城(2019a)の作

成方法と同様である．  

次に，郭・居城（2019b）は「北京・上海・深センにおける地域間産業連関効果の研究」

で作成した深セン市を分離した 2012 年中国地域間産業連関表に基づき，青島市と大連市を

分離した新たな中国地域間産業連関表を作成する．まず，深セン市を分離した 2012 年中国

地域間産業連関表の部門数を一致させるために，30 部門に統合する． 

表 4-2 は深セン市・青島市・大連市を分離した中国地域間産業連関表の雛形である． 

表 4-2 都市を分離した中国地域間産業連関表の雛形 

 

   

 

 

 

 

７)そこで，元々の純輸移出入額により推計した輸出額，移出額，輸入額，移入額の 4 つのデータを修正する必要がある．

新たな純輸移出入額に対する元々の純輸移出入額の比率を算出し，比率がプラスであれば，先ほど青島市で推計した輸

出額，移出額，輸入額及び移入額の 4 つのデータに比率を乗じて，新たな輸出額，移出額，輸入額及び移入額を算出す

る．  
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4-3 雇用表の作成 

「中国統計年鑑」では 1992 年以降，地域別・産業別の就業者数の合計値と，同年鑑の

全国就業者数は一致していない．「中国人口と就業統計年鑑」及び「中国労働統計年鑑」

でも両データは同じように一致していない．さらに，本章の 2012 年の就業者数の差は 1

億人以上にものぼる．この誤差8)が何故生じるかについては以下のように説明できる．

2001 年以降の全国経済活動人口，就業者数，町と農村就業者数の合計資料は，第 6 回全国

国勢調査資料及び暦年労働力調査資料に基づいて推定されたためその合計は，地域別，タ

イプ別，業種別の資料の合計と等しいものではない（中国統計年鑑 4 簡要説明）．岳

（2005），李（2006）の論文によれば，「産業部門別」「所有形態経済部門別」「省別」それ

ぞれの就業者数の統計は，全国の就業者数の統計とは別ルートで行われている（孟，

2013）．「就業者数に関する統計の同じような「誤差」は，全国の就業者数と各所有制形態

の経済単位の合算値との間でも見られ，また 31 の省・直轄市・自治区との間にも見られ

た．こう言った誤差は「怪」と呼ばれている」(孟，2013;岳，2005;李，2006;山本，

2003)．   

中国では，地域間産業連関表に対応する地域別・産業別の就業者数のデータが現段階で筆

者は見つけられない．所有制別の産業部門の分類も少ない．特に製造業がほとんど区分され

ていない．そこで本章では，公表された複数の統計年鑑などの統計資料を利用し，雇用表を

推計した． 

つまり，本節では，31 の省・直轄市・自治区及び 3 沿海都市である深セン市，青島市，

大連市の就業者数を推計する． 

まず，省・直轄市・自治区の就業者数を推計する．中国における省・直轄市・自治区は城

鎮部（日本の都市部と近い概念）と農村部の 2 つの部分で構成されている．城鎮部の経済特

徴として現代的工業を主とし，道路，通信，衛生及び教育などの基礎インフラは整備されて

いる．一方，農村部の経済特徴は一次産業を主とし，インフラは比較的遅れている．つまり，

城鎮部と農村部の産業構造は異なると考えられる．したがって，本章では城鎮部と農村部を

個別に推計する． 

 
4-3-1 省・直轄市・自治区の城鎮部の推計  

まず省・直轄市・自治区の城鎮部を推計する．中国独自の所有制経済について次のように

分類している．城鎮部は国有単位9)，集体単位，私営，個人経営，株式制単位，共同経営単

 

8) なぜこれだけ大きな「誤差」をもたらしたかについて，山本はこの「誤差」を，南・薛が推計した中国の農民工の総

体的規模や増加の趨勢と比較したうえで，農村からの出稼ぎ労働者(農村戸籍を持つ人が多いから，農民工ともいわれて

いる)の存在ではないかと主張している(孟，2013;山本，2003)． 
9) 統計概念の「単位」は私営・個人以外の都市部企業のことで，国有企業，都市部集団所有制企業，株式制企業，共同

経営，外資企業を含む．中国の統計資料では 2003 年以降，これらの企業について「城鎮(日本語:鎮以上の都市部)単位

企業」とまとめるようになった．(孟，2013) 
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位，外資単位(香港・マカオ・台湾からの投資を含む)の所有制経済から構成されている．  

現在，全国の省・直轄市・自治区の城鎮部のデータは中国統計年鑑，中国労働統計年鑑，

中国人口と就業統計年鑑の 3 つの統計年鑑で集計されている．表 3 は，3 つの統計年鑑の所

有別の部門数を比較したものである． 

 

表 4-3 城鎮部所有別の部門数 

 

 

この 3 つの統計年鑑の中で，「中国人口と就業統計年鑑」は一番分類が詳細に集計されて

いる．今回，城鎮部所有別を推計する際に，主に「中国人口と就業統計年鑑」を利用するこ

ととする． 

この年鑑で城鎮部の表の就業者数（国有単位，集体単位，株式制単位，共同経営単位，外

資単位）の表は大分類（19）と小分類（94）で構成されている．中国地域産業連関表の中分

類（42 分類）と一致させるため，所有単位ごとに小分類を 42 部門に統合する． 

しかし，「中国人口と就業統計年鑑」では私営，個人経営は製造業，三次産業の一部など

7 部門のみである．つまり，私営及び個人経営は製造業に関しては当該データが細分化され

ず，集計データしかない．そこで，この年鑑の国有単位，集体単位，株式制単位，共同経営

単位及び外資単位から作成した製造業の産業別（19 部門）の就業者数の比率をもとに，私

営及び個人経営の製造業の産業別（19 部門）の就業者数を推計する．以上のような手順で，

25 部門（製造業の部門産業別（19）＋三次産業の一部（6））の私営及び個人経営の就業者

数のデータを推計した． 

次に，42 部門の中で 25 部門以外の 17 部門別の私営及び個人経営の就業者数の推計を行

う．前掲の年鑑における私営及び個人経営のデータの中で産業別の就業者数を合計した結

果とデータの中で産業別の合計値とされている値が一致していない．この差を埋めるため

に，この年鑑の国有単位，集体単位，株式制単位，共同経営単位及び外資単位を使って作成

した産業別（42 部門の中で 25 部門以外の 17 部門別）就業者数の比率に差を乗じて，私営

及び個人経営の残りの 17 部門のデータを推計する．このようなプロセスで，「中国人口と就

業統計年鑑」の合計値と一致する私営及び個人経営の 42 部門就業者数のデータを推計した． 

中国統計年鑑 中国労働統計年鑑 中国人口と就業統計年鑑

国有単位 19 19 94

集体単位 19 19 94

株式制単位 19 19 94

共同経営単位 19 19 94

外資単位 19 19 94

私営 7 含まない 7

個人経営 7 含まない 7

城鎮部
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ここで，推計した 42 部門の私営及び個人経営の就業者数の表と国有単位，集体単位，株

式制単位，共同経営単位及び外資単位の就業者数の表を合計した結果が「中国人口と就業統

計年鑑」で掲載されている城鎮部の合計の就業者数に一致しない．この差を埋めるために，

これまで推計した城鎮部の就業者数の産業別の比率により，それぞれに差を乗じて，元々の

表に加えた．以上の過程で，「中国人口と就業統計年鑑」の合計値と一致する省・直轄市・

自治区の城鎮部の就業者数の表が出来上がる．  

 
4-3-2 省・直轄市・自治区の農村部の推計 

次に，省・直轄市・自治区の農村部を推計する．中国農村部の一次産業の比率が全産業

部門の中で圧倒的に大きいために，城鎮部と違う方法で，農村部でも一次産業，二次産業及

び三次産業のように分類する．表 4-4 は農村部の産業別の統計資料の収集結果である． 

 

表 4-4 農村部の産業別の統計資料 

 
 

表 4-4 の年鑑のデータを用いて，農村部の一次産業を推計する．中国農村年鑑は 2009 年

まで農村部地域別の就業者数が掲載されている．しかしながら，2011 年以降の中国農村年

鑑に 2010 年以降の地域別の就業者数がない．また，2013 年中国統計年鑑は 2012 年の全国

農村部の一次産業の集計データが掲載されている．本章は，まず 2010 年中国農村年鑑の一

次産業の地域別の就業者数と 2013 年の比率とほぼ同じと推計できるので，2010 年の農村部

の一次産業の地域別比率に，2013 年中国統計年鑑における 2012 年の全国農村部の合計デー

タを乗じて，2012 年の農村部地域別の一次産業の就業者数を推計する． 

次に，農村部の二次産業及び三次産業を推計する．中国農産物加工年鑑（別名：中国郷

鎮企業統計年鑑）に農村部の就業者数を産業別で見た場合，二次産業は工業企業，その他企

業の一部で，三次産業は建築業，交通輸送・倉庫供給業・郵政業，卸売・小売業，宿泊・飲

食業，社会サービス業，その他企業の一部で構成される．しかし，二次産業の工業企業のデ

ータは細分化されておらず，集計データしかない．そのため，細分化する二次産業を推計す

るために，同上の年鑑の工業企業産業別（63 部門）に関連するデータを中国産業連関表（42

部門）の二次産業分類の基準により統合し，統合したデータを二次産業各部門の比率で計算

し，その比率をもって，中国統計年鑑の二次産業の地域別の合計値を乗じて，農村部の細分

化された二次産業別の就業者数を推計する．また，三次産業は建築業，交通輸送・倉庫供給

業・郵政業，卸売・小売業，宿泊・飲食業，社会サービス業，その他企業の一部の比率を計

算し，その比率をもって，中国統計年鑑の三次産業の合計値を乗じて，農村部の細分化され

一次産業 二次産業 三次産業

2010年中国農村年鑑 2013年中国農産物加工年鑑 2013年中国農産物加工年鑑

2013年中国統計年鑑 2013年中国統計年鑑 2013年中国統計年鑑

農村部
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た三次産業別の就業者数を推計する． 

最後，31 の省・直轄市・自治区の城鎮部の就業者数の表と省・直轄市・自治区の農村部

の就業者数の表を足せば，31 の省・直轄市・自治区の就業者数の表が出来上がる． 

 
4-3-3  3 沿海都市の推計 

次に，3 沿海都市である深セン市，青島市及び大連市の就業者数を推計する．表 4-5 は都

市の産業別の統計資料の収集である． 

表 4-5 都市の産業別の統計資料 

 

深セン市統計年鑑には各産業 19 部門（実際は 20 部門，ただし国際組織という部門を考

慮しない．19 部門を対象とする）全ての所有単位の就業者数が集計されている．しかし，

この中で採掘業，製造業に関してはデータが細分化されておらず，集計データしかない．そ

こで，同上の年鑑の工業，企業産業別（63 部門）に関連する就業者数を中国産業連関表（42

部門）の二次産業分類の基準により統合し，統合したデータを二次産業各部門の比率で計算

し，その比率をもって，深セン市統計年鑑の製造業の値を乗じ，深セン市二次各産業を推計

した．そうすることで，深セン市の雇用表は出来上がる． 

青島市統計年鑑には各産業 19 部門の就業者数がある．しかし，城鎮部のみである．さら

に，城鎮部の所有制経済の中で私営と個体経営を含まない． 

一方，山東省統計年鑑による青島市の一次産業，二次産業，及び三次産業の就業者数の

合計値は青島市（城鎮部と農村部を含む）の全ての所有単位を含む．まず，青島市統計年鑑

における 19 部門を一次産業，二次産業，三次産業に統合し，それぞれの比率を算出し，そ

の比率をもって，全ての所有単位を含む青島市の就業者数の合計値を乗じ，新たな青島の一

次産業，二次産業，三次産業の就業者数を推計した． 

さらに，青島市統計年鑑による産業別（19 部門）の就業者数の一次産業は一部門のみな

ので，推計した一次産業の値は一致となる．また，二次産業の中での各部門の比率を計算し，

三次産業の比率も同様に計算する．それらの比率をもって，前掲のように推計した新たな二

次産業，及び三次産業の就業者数にそれぞれを乗じ，新たな 19 部門の就業者数を推計した． 

また，19 部門の中で，採掘業，製造業に関してはデータが細分化されておらず，集計デー

タしかない．深セン市と同様，同上の年鑑の工業企業産業別（63 部門）に関連する就業者

数を中国産業連関表（42 部門）の二次産業分類の基準により統合し，そのデータから二次

産業各部門の比率を計算し，その比率に青島統計年鑑の製造業の値の合計値を乗じ，青島市

二次各産業を推計した． 

大連市の推計方法は青島市の推計方法とほぼ同様で，大連市統計年鑑と遼寧省統計年鑑

深セン 青島 大連

青島市統計年鑑 大連市統計年鑑

山東省統計年鑑 遼寧省統計年鑑

都市部

深セン市統計年鑑
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を利用し，推計した． 

そうすると，産業連関表 42 部門に対応する 31 の省・直轄市・自治区及び 3 沿海都市で

ある深セン市，青島市，大連市の産業別就業者数の推計ができ上がった． 

本章で作成した地域別産業別雇用表を用いることで，まず，2012 年中国全体地域，特に

都市の産業別の就業者数の特徴を把握できる．全国地域の就業者数の上位 5 位は広東省，山

東省，江蘇省，河南省，及び浙江省である．表 4-6 は北京市，上海市，深セン市，青島市，

大連市，天津市，重慶市，その他広東省，その他山東省及びその他遼寧省，ぞれぞれの就業

者数の産業連関表中分類 42 部門の中の上位 10 位である． 

北京市，上海市及び深セン市の就業者数上位 3 位の中で卸売・小売業，リース・商業サー

ビス業の二つの産業は同じである．それぞれの残りの産業は北京市の 3 位の科学研究事業，

上海市の 3 位の建築業及び深セン市の 2 位の通信設備・コンピューター・その他電子設備

製造業である．青島市の上位 3 位は農林水産業，卸売・小売業及び縫製服装皮革製造業・他

繊維製品業である．大連市の上位 3 位は農林水産業，建設業及び教育事業である．天津市の

上位３位は卸売・小売業，農林水産業及び食材製造・タバコ加工産業である．重慶市の上位

3 位は農林水産業，卸売・小売業及び建設業である．その他広東省の上位 3 位は農林水産業，

卸売・小売業及び食材製造・タバコ加工産業である．その他遼寧省の上位 3 位は農林水産

業，卸売・小売業及び交通輸送・倉庫供給業・郵政業である．これらのデータから見てみる

と，青島市，大連市，重慶市，その他広東省，その他山東省及びその他遼寧省の 6 地域の１

位と天津市の 2 位は農林水産業である． 

表 4-6   10 地域の就業者数（上位 10 位） 
                            単位：万人 
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4-4 深セン市・青島市・大連市を分離した中国地域間産業連関表の応用 

4-4-1 生産誘発モデル10) 

 まず，地域間産業連関表が与えられた場合の通常の産業連関モデルを説明しよう．本来は

33 地域間産業連関表であるが，簡略化するために１地域，2 地域及び C 地域（その他中国

各地域）という内生地域，W(外国地域)という外生地域を持つ地域間モデルで考えると以下

の（4-1）式のようになる． 

[
X1

X2

XC

] = [
A11 A12 A1C

A21 A22 A2C

AC1 AC2 ACC

] [
X1

X2

XC

] + [
F11 + F12 + F1C + E1W

F21 + F22 + F2C + E2W

FC1 + FC2 + FCC + ECW

]（4-1） 

 

ここで xiは i 地域の地域内生産額，Aijを（n×n）の投入係数行列で i=j の場合は地域内の

中間財投入係数行列，i≠j の場合は i地域から j 地域への移入中間財投入係数行列となる．Fij

は i 地域財に関する j 地域の最終需要であるが，EiWは外生地域への輸出を示す．Iを単位行

列とすれば，（1）式を展開すると次の（2）式となる．  

[
X1

X2

XC

] = [I − [
A11 A12 A1C

A21 A22 A2C

AC1 AC2 ACC

]]

−1

[
F11 + F12 + F1C + E1W

F21 + F22 + F2C + E2W

FC1 + FC2 + FCC + ECW

]（4-2）  

（2）式の最終需要を 1 地域，2 地域その他中国各地域と外生地域外国に分け，分割すると， 

次（3）式で表わすことができ，各地域の需要による誘発構造を分析することができる． 

 

L=[
B11 B12 B1C

B21 B22 B2C

BC1 BC2 BCC

][
F11 F12 F1C E1W

F21 F22 F2C E2W

FC1 FC2 FCC ECW

]（4-3） 

 
4-4-2 雇用誘発モデル 

 次に使われるモデルは，地域別雇用表による地域間産業連関モデルとなる．このモデルの

プロセスは，生産誘発効果から生み出された雇用誘発効果を研究することである．ここで，

ki を i 地域の雇用係数（地域別産業別の就業者数を該当する地域別産業別の生産額で除した

もの）の対角行列とする．  

K = [
k1 0 0
0 k2 0
0 0 k C

] [
B11 B12 B1C

B21 B22 B2C

BC1 BC2 BCC

] [
F11 F12 F1C E1W

F21 F22 F2C E2W

FC1 FC2 FCC ECW

]（4-4） 

K は（3×4）の雇用誘発効果の行列となるが，列が最終需要の発生地域，行は雇用誘発が

行われる地域となる．K は本章の分析では，実際は中国の内生地域として（990（33 地域×30

部門）×34（33＋1））の行列となる．     

 
10) 2 節で作成した深セン市・青島市・大連市を分離した 2012 年中国地域間産業連関表は 33 地域 30産業と一致させる

ため，3 節で作成した 34 地域 42 産業雇用表のうち産業雇用表を 30部門に統合する．この雇用表ではチベットのデータ

を推計したが，地域間の表の中でチベットを含まない．従って，応用のモデルの中で，チベットは考慮せず 33 地域の分

析を行う． 
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4-4-3 輸出による雇用誘発モデル 

次に，7 都市におけるそれぞれ当該地域の輸出のみを通じた波及効果を捉えるため，地

域ごとに分けた輸出モデルを構築する． 

 

G1 = [
k1 0 0
0 k2 0
0 0 kC

] [
B11 B12 B1C

B21 B22 B2C

BC1 BC2 BCC

][
E1W

0
0

]（4-5） 

G1 は当該地域の輸出による当該地域の中間財需要から生じた当該地域を含む各地域へ

の雇用誘発効果を示している行列（990×1）である． 

次に，深セン市・青島市・大連市を分離した中国 33 地域の 30 部門が相互にもたらす生

産誘発効果，雇用誘発効果及び輸出による雇用誘発効果を検討する． 

 
4-4-4 分析結果 

本章では(3)式によりながら，計算した結果が容易に読み取れるようにするために，７つ

の都市と重要な省を抽出し，残りの地域をその他中国に統合した．表 4-7 は産業部門（30）

を１部門に統合した地域別の生産誘発効果の関係を見たものである． 

列方向を見てみると，該当地域が自地域の需要によって自地域及び他地域へ「誘発した

値」を示している．一方，行方向では，該当地域が他地域(自地域も含む)の需要によって「誘

発された値」であると解することができる．表中では，対角要素を網掛けにしているが，こ

れは自地域で発生した需要で，自地域に生産誘発が発生した部分を示している． 

表 4-7  生産誘発効果 
              単位：億元 
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本章は，郭・居城（2019b）による「北京・上海・深センにおける地域間産業連関効果の

研究」の枠組みに，青島市と大連市を加えて中国地域間産業連関効果の研究に応用したため，

生産誘発効果に関する部分で主に青島市と大連市及び直轄市である天津市と重慶市を中心

として分析を行う． 

表頭の青島市を縦にみると，青島市の地域の需要によって青島市自地域内に 12,554 億元，

その他山東省に 4,141 億元である．青島市の自地域の需要による自地域以外への生産誘発効

果上位 5 地域はその他山東省，河北省，河南省，北京市及び江蘇省である．表側の青島市を

横にみると，青島市の生産誘発効果の合計は 24,410 億元，外国の需要による青島市への生

産誘発効果の合計は 6,162 億元である．中国各地域需要による青島市への生産誘発効果の上

位 5 地域はその他山東省，河南省，河北省，内モンゴル，北京市である．したがって，青島

市はその他山東省，河北省，河南省及び北京市と双方向で繋がりが強いと言える． 

次に，表頭の大連市を縦にみると，大連市の地域の需要によって大連市自地域内に 7,094

億元，その他遼寧省に 2,455 億元である．大連市の自地域の需要による自地域以外への生産

誘発効果上位 5 地域はその他遼寧省，江蘇省，吉林省，北京市及び上海市である．表側の大

連市を横にみると，大連市の生産誘発効果の合計は 20,241 億元，外国の需要による大連市

への生産誘発効果は 4,021 億元である．中国各地域需要による大連市への生産誘発効果の上

位 5 地域はその他遼寧省，吉林省，黒竜江省，河南省及び内モンゴルである．したがって，

大連市はその他遼寧省，吉林省と双方向で繋がりが強い． 

次に，表頭の天津市を縦にみると，天津市の地域の需要によって天津市自地域内に生産誘

発効果が 16,736 億元である．天津市の自地域の需要による自地域以外への生産誘発効果上

位 5 地域は江蘇省，北京市，河北省，河南省及び遼寧省である．表側の天津市を横にみる

と，天津市の生産誘発効果の合計は 8,691 億元である．中国各地域需要による天津市への生

産誘発効果の上位 5 位地域は北京市，河北省，内モンゴル，吉林省及び河南省である．した

がって，天津市は北京市，河北省及び河南省と双方向で繋がりが強い． 

次に，表頭の重慶市を縦にみると，重慶市の地域の需要によって重慶市自地域内に 14,551

億元である．重慶市の自地域の需要による自地域以外への生産誘発効果上位 5 位地域は河

南省，四川省，江蘇省，湖南省及び貴州省である．表側の重慶市を横にみると，重慶市の生

産誘発効果の合計は 31,133 億元，外国の需要による重慶市への生産誘発効果は 1,437 億元

である．中国各地域需要による重慶市への生産誘発効果の上位 5 地域は雲南省，広西省，陝

西省，河南省及び広東省である．したがって，重慶市は河南省と双方向で繋がりが強い． 

青島市でも，大連市でも，天津市でも，また重慶市でも，近隣地域との間に緊密な相互依

存関係にあることが分かる．したがって，仮説 4-1 は正しいと言える．  

次に，北京市，上海市，深セン市，青島市，大連市，天津市及び重慶市を一緒に分析し

てみよう．7 つの都市の中で行和の上位 3 位は上海市，北京市，深セン市である．列和の上

位 3 位は上海市，北京市，天津市である．対角要素の上位 3 位は上海市，北京市，天津市で

ある．外国の需要による都市への生産誘発効果の上位 3 位は深セン市，上海市，北京市であ
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る．  

列和，行和及び対角要素をみると，ともに上海市の値が最も大きい．上海市は 7 つの都

市の中で経済規模が一番大きいことが判明した．都市の中で，特に大都市である北京市，上

海市における列和の「誘発した値」と行和の「誘発された値」（小計）を比較すると，「誘発

された値」のほうが大きい傾向にある．つまり，中国全地域の中で北京市，上海市などの需

要による他の地域への生産誘発効果は他の地域の需要によるそれらの地域への生産誘発効

果より小さいのである．北京市以外の地域では，自らが生産を行う際に，北京市からの移入

に多く頼っているのに対し，北京市では他地域への移出が大きいため，自地域の需要だけで

なく他地域での需要によっても大きな生産誘発効果を自地域で生む構造がある． 

次に，(4-4)式によりながら，地域間の雇用誘発効果を表 4-8 において見てみよう．列方

向を見てみると，自地域の需要による自地域を含む各地域への雇用誘発効果を示している．

行方向を見てみると，自地域も含む他地域の需要による自地域へもたらされる雇用誘発効

果を示している．網掛けで示した部分は自地域の需要による自地域への雇用誘発効果を示

している．   

 

表 4-8 雇用誘発効果 
                                          単位：万人 

 

 

省の中で，列和をみると広東省(深セン市+その他広東省，以下同様)の値が最も大きい．

次に，山東省（青島市+その他山東省），河南省である．地域別の行和をみると，広東省の値

が最も大きい．次に山東省，江蘇省である．自地域の需要による自地域の誘発効果が最大で

ある．その中で，一番大きいのは広東省であり，つづいて，山東省と河南省である．外国の

需要(輸出)では，広東省が一番多いことが分かる．行和及び対角要素をみると，ともに広東

省の値が最も大きい． 
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表 4-7 の生産誘発効果と表 4-8 の雇用誘発効果の広東省のデータを見てみると，広東省

の経済規模が比較的大きい．しかしながら，広東省は中国他の地域との繋がりが強くないと

考えられる． 

次に，北京市，上海市，深セン市，青島市，大連市，天津市及び重慶市の雇用誘発効果

を一緒に分析してみよう．7 つの都市の中で行和の上位 3 地域は重慶市，北京市，上海市で

ある．列和の上位 3 地域は重慶市，北京市，上海市である．対角要素の上位 3 地域は重慶

市，北京市，上海市である．外国の需要による都市への生産誘発効果の上位 3 地域は上海

市，深セン市，北京市である．7 つの都市の中で，列和，行和及び対角要素を見てみると，

ともに重慶市の値が最も大きい．自地域の需要による自地域・他地域への雇用誘発効果と自

地域・他地域の需要による自地域への雇用誘発効果，自地域の需要による自地域の雇用誘発

効果はいずれも重慶市が 7 つの市の中で最大であることを示している．したがって，重慶市

は 7 都市の中で雇用規模が一番大きいことが判明した． 

表 4-7 による都市の中で，特に大都市である北京市，上海市における生産誘発効果の列和

と行和（小計）を比較すると行和（小計）のほうが大きい傾向がある．しかしながら，表 8

による都市の中で，特に大都市である北京市，上海市における雇用誘発効果の列和と行和

（小計）を比較すると行和（小計）のほうが小さい傾向がある．この結果から，北京市，上

海市などの大都市の需要による他の地域への雇用貢献度が他の地域の需要によるそれらの

大都市への雇用貢献度より高いと考えられる．したがって，仮説 4-2 は正しくないことにな

る．   

図 4-1 は，7 市の自地域の需要による自地域以外への雇用誘発効果の上位 5 位である．北

京市，上海市，深セン市，青島市，大連市，天津市，重慶市の自地域需要の結果，誘発が起

きたそれぞれ地域の各 1 位は河北省，安徽省，その他広東省，その他山東省，その他遼寧

省，北京市，四川省である．7 都市とも自地域の近隣地域である．7 都市自地域の需要によ

る自地域の近隣の雇用を支える雇用誘発効果が分かる．特に，直轄市以外の深セン市，青島

市，大連市の需要による同じ省内の「その他」への雇用誘発効果が大きい．7 都市のそれぞ

れの 2 位は河南省，河南省，湖南省，河南省，江蘇省，河北省，河南省である．また，深セ

ン市の 5 位及び天津市の 3 位も河南省である．7 都市とも，地域の需要による河南省への雇

用誘発効果が大きいと考えられる． 
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図 4-1  7 都市の需要による雇用誘発相手地域 

                                                                                             単位：万人 

 

 

 

図 4-2  中国各地域の需要による 7 都市への雇用誘発効果地域 
単位：万人 

 

図 4-2 は，7 都市以外の中国各地域の需要による 7 都市への雇用誘発効果のそれぞれ地

域の上位 5 位である．北京市の上位 3 地域は河南省，天津市及び河北省である．上海市の上

位 3 地域は河南省，浙江省及び安徽省である．深セン市の上位 3 地域はその他広東省，河南

省及び広西省である．青島市の上位 3 地域はその他山東省，河南省及び河北省である．大連

市の上位 3 地域はその他遼寧省，吉林省及び黒竜江省である．天津市の上位 3 地域は北京

市，河北省及び内モンゴルである．重慶市の上位 3 位は雲南省，陝西省及び河南省である． 

図 4-1 と図 4-2 を共に分析すると，北京市は河北省，河南省，天津市及び内モンゴルと

双方向の雇用の繋がりが強い．上海市は安徽省，河南省，江蘇省及び浙江省と双方向の雇用
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の繋がりが強い．深セン市はその他広東省，河南省，湖南省及び江西省と双方向の雇用の繋

がりが強い．青島市はその他山東省，河南省及び河北省と双方向の雇用の繋がりが強い．大

連市はその他遼寧省，吉林省，黒竜江省及び河南省と双方向の雇用の繋がりが強い．天津市

は北京市，河北省及び河南省と双方向の雇用の繋がりが強い．重慶市は四川省，雲南省及び

河南省と双方向の雇用の繋がりが強い．7 都市とも近隣地域との間に緊密な相互依存関係が

あるだけでなく，内陸部の地域との繋がりも強いと考えられる． 

次に，7 都市の需要による各地域産業別に対する雇用誘発効果を分析する．表 9 は 7 都市

の需要による地域別・産業別雇用誘発額の上位 10 位である． 

 

表 4-9  7 都市の需要による地域別・産業別雇用誘発額（上位 10 位） 

 
北京市の需要による自地域内及び他の地域への雇用誘発額の上位 10 産業は，北京市自

地域へのその他サービス業（情報・コンピューター・サービス・ソフトウェア業，金融保険

業，不動産などを含む．詳しい内容は付表である)，建設業，リース・商業サービス業及び

交通輸送・倉庫供給業・郵政業であり，河南省・河北省・内モンゴル・黒竜江省・安徽省及

び湖南省への農林水産業である． 

上海市の需要による自地域及び他の地域への雇用誘発額の上位 10 産業は，上海市自地域

へのその他サービス業，建設業，交通輸送・倉庫供給業・郵政業及び農林水産業であり，河

南省・安徽省・湖南省・河北省・広西省及び江蘇省への農林水産業である． 

深セン市の需要による自地域及び他の地域への雇用誘発額の上位 10 産業は，深セン市

自地域へのその他サービス業，建設業，交通輸送・倉庫供給業・郵政業，化学工業及び縫製



 

 82 

服装皮革製造業・他繊維製品業である．さらにその他広東省へ交通輸送・倉庫供給業・郵政

業及びその他サービス業である．その他広東省・広西省及び湖南省への農林水産業である． 

青島市の需要による自地域及び他の地域への雇用誘発額の上位 10 産業は，青島市自地

域へのその他サービス業，農林水産業及び建設業である．それと，その他山東省へのその他

サービス業と農林水産業であり，河南省・陝西省・湖南省・河北省及び広西省への農林水産

業である． 

大連市の需要による自地域及び他の地域への雇用誘発額の上位 10 産業は，大連市自地

域へのその他サービス業，建設業及び農林水産業である．その他遼寧省へのその他サービス

業，農林水産業及びリース・商業サービス業であり，黒竜江省・河南省・河北省・吉林省へ

の農林水産業である． 

天津市の需要による自地域及び他の地域への雇用誘発額の上位 10 産業は，天津市自地

域へのその他サービス業，建設業，農林水産業及び交通輸送・倉庫供給業・郵政業である．

北京市へのその他サービス業である．河南省・河北省・黒竜江省・安徽省及び湖南省への農

林水産業である． 

重慶市の需要による自地域及び他の地域への雇用誘発額の上位 10 産業は，重慶市自地域

への農林水産業，その他サービス業，建設業，交通輸送・倉庫供給業・郵政業，宿泊・飲食

業及びリース・商業サービス業である．四川省・河南省・湖南省・貴州省への農林水産業で

ある．  

7 都市の需要による各地域産業別への雇用誘発効果を合わせて見てみると，都市の需要に

よる都市自地域へのその他サービス業，建設業及び交通輸送・倉庫供給業・郵政業と内陸部

の地域への農林水産業の雇用誘発額が高いと言える． 

次に，(4-5)式によりながら，7 都市それぞれ当該地域の輸出のみによる自地域・他地域へ

の雇用誘発効果を分析する．表 4-10 は外国の需要による地域別・産業別雇用誘発額の上位

10 位である． 
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表 4-10  7 大都市の輸出による地域別・産業別生産誘発額(上位 10 位) 

 

北京市の上位 10 位を産業部門別にみると，北京市自地域内の産業部門が 7 部門を占めて

いる．それらは科学研究事業，その他サービス業，リース・商業サービス業，交通輸送・倉

庫供給業・郵政業，卸売・小売業，宿泊・飲食業及び通用・専用設備業である．また，他地

域への雇用誘発効果が 3 部門を占めている．河南省・河北省・黒竜江省への農林水産業であ

る．  

上海市の上位 10 位を産業部門別にみると，上海市自地域内の産業部門が 10 部門を占め

ている．それらは交通輸送・倉庫供給業・郵政業，通信設備・コンピューター・その他電子

設備製造業，リース・商業サービス業，その他サービス業，その他サービス業，縫製服装皮

革製造業・他繊維製品業，化学工業，電気機械・器具製造業，卸売・小売業及び金属製品業

である．  

深セン市の上位 10 位を産業部門別にみると，深セン市自地域内の産業部門が 10 部門を

占めている．それらは通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業，交通輸送・倉庫

供給業・郵政業，リース・商業サービス業，電気機械・器具製造業，製紙・文化教育用品製

造業，通用・専用設備業，縫製服装皮革製造業・他繊維製品業，その他非金属鉱物製品業，

金属製品業及びその他サービス業である． 

青島市の上位 10 位を産業部門別にみると，青島市自地域内の産業部門が 6 部門を占めて

いる．それらは縫製服装皮革製造業・他繊維製品業，農林水産業，その他サービス業，交通

輸送・倉庫供給業・郵政業，交通輸送設備業及び金属精錬・圧延加工業である．また，他地

域への雇用誘発効果が 4 部門を占めている．その他山東省への農林水産業，リース・商業サ
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ービス業，その他サービス業及び金属精錬・圧延加工業である． 

大連市の上位 10 位を産業部門別にみると，大連市自地域内の産業部門が 9 部門を占めて

いる．それらは農林水産業，縫製服装皮革製造業・他繊維製品業，その他サービス業，通信

設備・コンピューター・その他電子設備製造業，交通輸送設備業，通用・専用設備業，電気

機械・器具製造業，木材加工・家具製造業及び金属製品業である．また，他地域への雇用誘

発効果が 1 部門を占めている．その他遼寧省へのリース・商業サービス業である． 

天津市の上位 10 位を産業部門別にみると，天津市自地域内の産業部門が 8 部門を占めて

いる．それらは通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業，交通輸送・倉庫供給業・

郵政業，縫製服装皮革製造業・他繊維製品業，通用・専用設備業，化学工業，リース・商業

サービス業，農林水産業及びその他サービス業である．また，他地域への雇用誘発効果が 2

部門を占めている．河北省・河南省への農林水産業である． 

重慶市の上位 10 位を産業部門別にみると，重慶市自地域内の産業部門が 9 部門を占めて

いる．それらは交通輸送・倉庫供給業・郵政業，通信設備・コンピューター・その他電子設

備製造業，農林水産業，リース・商業サービス業，その他サービス業，交通輸送設備業，化

学工業，通用・専用設備業及び卸売・小売業である．また，他地域への雇用誘発効果が 1 部

門を占めている．四川省への農林水産業である． 

 
5 まとめ 

本章では，青島市と大連市の地域内産業連関表から，郭・居城（2019b）が作成した深セ

ン市を分離した中国地域間産業連関表をもとに，さらに青島市と大連市を分離し 2012 年中

国多地域間産業連関表を作成し，直轄市である北京市，上海市，天津市及び重慶市と沿海都

市である深セン市，青島市と大連市を中心に，中国全地域の生産誘発関係について分析した．

また，中国地域別産業別雇用表を推計した．作成した雇用表を用いることで，まず，2012 年

中国全地域，特に 7 都市の産業別の就業者数の特徴を把握できた．さらに，7 都市を中心と

した雇用表と地域間産業連関表から求められた雇用係数を地域間産業連関表と併用して雇

用誘発効果を分析した．その結論は次のようにまとめられる．  

第 1 に，地域別雇用表を見ると， 7 都市の中で，重慶市の就業者数が最多である．北京

市，上海市及び深セン市の就業者数上位 3 位の中に卸売・小売業，リース・商業サービス業

の 2 つの産業がいずれも入っている．それぞれの残りの産業は北京市の 3 位の科学研究事

業，上海市の 3 位の建築業及び深セン市の 2 位の通信設備・コンピューター・その他電子設

備製造業である．青島市の上位 3 位は農林水産業，卸売・小売業及び縫製服装皮革製造業・

他繊維製品業である．大連市の上位 3 位は農林水産業，建設業及び教育事業である．天津市

の上位 3 位は卸売・小売業，農林水産業及び食材製造・タバコ加工産業である．重慶市の上

位 3 位は農林水産業，卸売・小売業及び建設業である． 

第 2 に，地域間生産誘発効果を見ると，上海市は 7 都市の中で経済規模が最も大きいこ

とが明らかになった．青島市はその他山東省，河北省，河南省及び北京市と双方向で繋がり
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が強い．大連市はその他遼寧省，吉林省と双方向で繋がりが強い．天津市は北京市，河北省

及び河南省と双方向で繋がりが強い．重慶市は河南省と双方向で繋がりが強い．このように

青島市，大連市，天津市及び重慶市とも近隣地域との間に緊密な相互依存関係があることが

明らかになった． 

第 3 に，地域間雇用誘発効果を見ると，重慶市は 7 都市の中で雇用規模が最も大きいこ

とが明らかになった．北京市は河北省，河南省，天津市及び内モンゴルと双方向の雇用の繋

がりが強い．上海市は安徽省，河南省，江蘇省及び浙江省と双方向の雇用の繋がりが強い．

深セン市はその他広東省，河南省，湖南省及び江西省と双方向の雇用の繋がりが強い．青島

市はその他山東省，河南省及び河北省と双方向の雇用の繋がりが強い．大連市はその他遼寧

省，吉林省，黒竜江省及び河南省と双方向の雇用の繋がりが強い．天津市は北京市，河北省

及び河南省と双方向の雇用の繋がりが強い．重慶市は四川省，雲南省及び河南省と双方向の

雇用の繋がりが強い．7 都市とも近隣地域との間に緊密な相互依存関係があるだけでなく，

内陸部の地域との繋がりが強い傾向があると考えられる． 

第 4 に，生産誘発効果と雇用誘発効果を合わせて比較すると，7 都市の中で，特に大都市

である北京市，上海市における生産誘発効果の列和「誘発した効果」と行和（小計）「誘発

された効果」を比較すると行和のほうが大きい傾向がある．つまり，北京市，上海市などの

需要による他の地域への生産誘発効果は他の地域の需要によるそれらの地域への生産誘発

効果より小さいことがわかる．しかしながら，都市の中で，特に大都市である北京市，上海

市における雇用誘発効果の列和と行和（小計）を比較すると行和のほうが小さい傾向がある．

この結果から言えることは，北京市，上海市などの大都市の需要による他の地域への雇用貢

献度が他の地域の需要によるこれらの大都市への雇用貢献度より高いと考えられる． 

第 5 に，7 都市の需要による各地域産業別への雇用誘発効果を一緒に見てみると，都市の

需要による都市自地域へのその他サービス業，建設業及び交通輸送・倉庫供給業・郵政業と

内陸部の地域への農林水産業の雇用誘発額が高いと考えられる．また，7 都市それぞれ当該

地域の輸出のみによる各地域への雇用誘発効果を見てみると，当該地域の輸出に関連が深

い産業は地域の波及効果が高くなっていることが分かる．上海市と深セン市の上位 10 位は

全て自地域への波及効果である．北京市の上位 3 位は自地域への科学研究事業，その他サー

ビス業，リース・商業サービス業である．上海市の上位 3 位は自地域への交通輸送・倉庫供

給業・郵政業，通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業，リース・商業サービス

業である．深セン市の上位 3 位は自地域への通信設備・コンピューター・その他電子設備製

造業，交通輸送・倉庫供給業・郵政業，リース・商業サービス業である．大連市の上位 3 位

は自地域への農林水産業，縫製服装皮革製造業・他繊維製品業，その他サービス業である．

天津市の上位 3 位は自地域への通信設備・コンピューター・その他電子設備製造業，交通輸

送・倉庫供給業・郵政業，縫製服装皮革製造業・他繊維製品業である．重慶市の上位 3 位は

自地域への交通輸送・倉庫供給業・郵政業，通信設備・コンピューター・その他電子設備製

造業，農林水産業である．  
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第 6 に，政策面を見ると，本章の狙いは財・サービスの流動と関係する雇用誘発効果であ

るため，地域で雇用を生みたい場合に直接的に地域で雇用を生み出すだけでなく，あるいは

他地域に出稼ぎに行くだけでなく，財・サービスの流動を高め，あるいは財・サービスの地

域間の流動を考慮することで，それとの関連で地域に雇用を生むことができる．したがって，

地域間の協力，協調発展をより緊密に進めるために，情報通信や地域間の交通運送条件の改

善，市場障壁の撤廃による取引コストや輸送コストを減らすなどの地域間政策を改善する

必要があると考えられる．また，国内市場の統合を進めながら，海外市場アクセスの拡大な

どの政策も必要となる． 

また，中国では鄧小平氏が「二つの大局」という地域発展観を持っていた．都市などの沿

海部地域の対外開放を進め，都市の需要増大により成長が加速してくると，その他地域の生

産は拡大する．生産拡大に伴って中間財や原材料を周辺の他地域から購入する．他地域は都

市地域へ中間財を供給するために，雇用を拡大し，地域の生産拡大を支える．都市などの発

展水準があるレベルに達すれば，周辺地域の経済発展を支援し，先に発展した地域が後から

発展する地域の発展を支え，最後には共に豊かになる． 

本章では雇用面から分析して，その結果を見ると，都市の需要による他地域への雇用誘発

効果は，他地域の需要による都市への雇用誘発効果より大きいと言える．つまり，都市の経

済発展とともに，他地域への雇用効果に良い影響を与える．したがって，本章の雇用誘発効

果の結論からの視点で見れば，鄧小平氏が提唱した「先富論」及び「共同富裕論」の政策が

中国の経済発展に役立ったと可能性が高いと言える． 
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終章 

まとめ 

第 1 章では，本論文の問題意識，研究課題，目的，特徴などについて記述した．都市は中

国経済の一部であり，地域の活動において重要な役割を果たし，経済のプロセスに影響を与

えていると考えられる．改革以来，都市数と都市人口が急増し，そして都市を中心に経済特

区や経済開発区などが設立され，都市の国際関係と国際的地位が急速に上昇し，様々な優遇

政策の下で都市を中心に地域発展戦略の実施を加速し，都市が急速に発展し，地域間協力を

さらに推進している．地域間の依存関係が強まっている現在，都市の成長は自地域への影響

のみならず，都市の近隣地域さらには中国全体及び全世界にも影響を与えていると考えら

れる．多くの都市の産業における特徴及び他地域との相互依存関係を明らかにすることは

中国経済発展研究の分野で不可欠な課題だと考えられる．都市は中国における他の地域へ

の牽引効果が高いかどうかを明らかにした．この目的に適している分析手法は複数の産業

間の連関関係を利用可能であり，複数の地域間の経済活動の繋がりを把握することができ

る地域間産業連関分析である． 

次に中国における地域間先行研究について整理した．北京市を中心に地域間産業連関分

析，経済圏地域間産業連関分析，沿海部・内陸部に関する地域間産業連関分析，東部・中部・

西部地域間産業連関分析などの 10 種類の先行文献を整理した．そして，従来の研究ではあ

まり考慮されていない要素として，①直轄市以外の新たな都市の要素を取り入れた産業連

関分析が足りないこと，②都市間に関する比較・分析の研究は少ないこと，③最終需要の

要素も取り入れた自地域の規模そのものを含む生産誘発効果の分析が地域間分析の中で足

りないこと，④都市経済の研究で不可欠な構成である雇用の要素を都市間地域間産業連関

分析に入れて地域間雇用誘発効果がないことについて，それぞれ指摘した． 

 第 2 章では，まず，省の中での一つの都市を着目し，その都市及び所属省の相互関係と経

済構造の違いを明らかにする分析を行った．具体的には，2007 年と 2012 年の遼寧省産業連

関表と 2007 年と 2012 年の大連市産業連関表を用いて，影響力係数と感応度係数を算出し

た．その結果，遼寧省における全体の経済概要と大連市経済概要を把握することができた．

次に，筆者が作成した 2007 年と 2012 年の大連市とその他遼寧省地域間産業連関表を用い

た地域間産業連関モデルにより，地域・産業の両面から，大連市とその他遼寧省地域の地域

内乗数効果，地域間スピルオーバー効果をそれぞれ算出した．本章の主な結論は 4 つある．

①その他遼寧省の需要による大連市への波及効果は小さい，しかしながら，大連市の需要

によるその他遼寧省への波及効果は大きい．つまり，この分析方法ではより先進地域である

大連市は，あまり先進的でない地域を牽引する効果をもっているといえる．②二地域とも

経済発展が依然として自地域の最終需要に頼り，地域間の効果は依然として小さいといえ

る．各地域の経済発展を進めるために，地域間の協力を強化すれば，地域間の連関効果を高

めることが必要になるだろう．③地域内乗数効果からの結論は，遼寧省二地域のうちその

他遼寧省で地域内の産業間の繋がりが最も強いことである．大連市の産業がその他遼寧省
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より高い地域内乗数効果を持っている産業の種類が多いために，より多様な産業が発展し

ていると考えられる．このことから，その他遼寧省と比べ，大連市の産業発展がより多様性

をもっていると言える．④大連市経済はより開放的になり，市外との関係がより緊密化して

いると考えられる．  

第 3 章では大都市に着目し，大都市及び中国全地域の相互関係と経済構造の違いを明ら

かにする分析を行った．具体的には，深セン市の地域内産業連関表から，Mi 他（2017）が

作成した中国 30 地域間産業連関表をもとに，深セン市を分離し中国地域間産業連関表を

作成し，3 大都市を中心に，中国全体地域の誘発関係について分析した．その際に，地域間

産業連関表モデルと 3 大都市各地域の輸出による生産誘発モデル及び仮説的抽出法によ

り分析を行った．主な結論は次の通りにまとめられる．①上海市は 3 大都市の中で経済規

模が一番大きいことが明らかになった．上海は他の 2 大都市に対して生産誘発の地域間関

係において黒字を稼ぐ有利な立場にあることが明らかになった．②3 大都市間で北京市と

上海市の繋がりが最も強いと考えられる．深セン市と上海市の繋がりは深セン市と北京市

の繋がりより強い．また，外国からの需要による深セン市の値が最も大きい．続いて，上海

市，北京市の順である．3 大都市の中で深セン市の全体経済規模は小さいが，外国との繋が

りが強いと考えられる．③北京市は河北省と天津市と繋がりが強い．上海市は江蘇省と浙

江省と繋がりが強い． 深セン市はその広東省との繋がりが強い．したがって，3 大都市と

も近隣地域との間に緊密な相互依存関係があることが分かる．また，3 大都市とも，特に北

京市と上海市は中国中部代表地域の河南省との繋がりが強い．河南省は中部における伝統

的な農業かつ新興工業省として，北京市，上海市及び深セン市に対しても比較的強い繋がり

を持っていることが明らかになった．④仮説的抽出法を用いて北京市，上海市，深セン市を

それぞれ抽出し，各地域の各産業部門への影響を見ると，北京市の上位 3 位は天津の食材

製造・タバコ加工産業，江蘇省の化学工業，河北省の金属精錬・圧延加工業である．上海市

の上位 3 位は江蘇省の化学工業，浙江省の化学工業，江蘇省の通信設備・コンピューター・

その他電子設備製造業である．深セン市の上位 3 位はその他広東省の通信設備・コンピュ

ーター・その他電子設備製造業，その他のサービス業及び金属製品業である．また，北京市，

上海市，深セン市の通信設備，コンピューターとその他の電子機器の産業部門をそれぞれ抽

出したところ，深セン市を抽出した後の減少額が最も大きく，ついで，上海市，北京市の順

である． 

第 4 章では都市は巨大な労働力と消費市場を持つため，生産面だけではなく雇用面から

都市の雇用による他地域への雇用誘発効果を明らかにすることにある分析を行った．具体

的には，青島市と大連市の地域内産業連関表から，郭・居城（2019b）が作成した深セン市

を分離した中国地域間産業連関表をもとに，さらに青島市と大連市を分離し 2012 年中国多

地域間産業連関表を作成し，直轄市である北京市，上海市，天津市及び重慶市と沿海都市で

ある深セン市，青島市と大連市を中心に，中国全地域の生産誘発関係について分析した．ま

た，中国地域別産業別雇用表を推計した．作成した雇用表を用いることで，まず，2012 年
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中国全地域，特に 7 都市の産業別の就業者数の特徴を把握できた．さらに，7 都市を中心と

した雇用表と地域間産業連関表から求められた雇用係数を地域間産業連関表と併用して雇

用誘発効果を分析した．主な結論は次のようにまとめられる．①地域別雇用表を見ると， 7

都市の中で，重慶市の就業者数が最多である．②地域間生産誘発効果を見ると，上海市は 7

都市の中で経済規模が最も大きいことが明らかになった．青島市はその他山東省，河北省，

河南省及び北京市と双方向で繋がりが強い．大連市はその他遼寧省，吉林省と双方向で繋が

りが強い．天津市は北京市，河北省及び河南省と双方向で繋がりが強い．重慶市は河南省と

双方向で繋がりが強い．このように青島市，大連市，天津市及び重慶市とも近隣地域との間

に緊密な相互依存関係があることが明らかになった．③地域間雇用誘発効果を見ると，重

慶市は 7 都市の中で雇用規模が最も大きいことが明らかになった．北京市は河北省，河南

省，天津市及び内モンゴルと双方向の雇用の繋がりが強い．上海市は安徽省，河南省，江蘇

省及び浙江省と双方向の雇用の繋がりが強い．深セン市はその他広東省，河南省，湖南省及

び江西省と双方向の雇用の繋がりが強い．青島市はその他山東省，河南省及び河北省と双方

向の雇用の繋がりが強い．大連市はその他遼寧省，吉林省，黒竜江省及び河南省と双方向の

雇用の繋がりが強い．天津市は北京市，河北省及び河南省と双方向の雇用の繋がりが強い．

重慶市は四川省，雲南省及び河南省と双方向の雇用の繋がりが強い．7 都市とも近隣地域と

の間に緊密な相互依存関係があるだけでなく，内陸部の地域との繋がりが強い傾向がある

と考えられる．④北京市，上海市などの需要による他の地域への生産誘発効果は他の地域の

需要によるそれらの地域への生産誘発効果より小さいことがわかる．しかしながら，北京市，

上海市などの大都市の需要による他の地域への雇用貢献度が他の地域の需要によるこれら

の大都市への雇用貢献度より高いと考えられる．⑤雇用面から分析して，その結果を見ると，

都市の需要による他地域への雇用誘発効果は，他地域の需要による都市への雇用誘発効果

より大きいと言える．つまり，都市の経済発展とともに，他地域への雇用効果に良い影響を

与える．したがって，本章の雇用誘発効果の結論からの視点で見れば，鄧小平氏が提唱した

「先富論」及び「共同富裕論」の政策が中国の経済発展に寄与した可能性が高いと言える． 

以上，本論文では中国の多地域経済の分析視点から，地域間産業連関モデルを用いて，

中国の都市を中心に，中国多地域経済の産業構造の特徴と相互依存関係を明らかにするこ

とにある.都市は中国における他の地域への牽引効果が高いかどうかを明らかにしたい．と

言う点は本論文における地域間表の推計と分析により見出すことができた． 

今後の課題について，地域間交易係数の推計手法の改良，分析モデルの拡充や国際間地域

間分析などまで発展させることが挙げられる． 

以上を総括すれば，本論文の結論は次のように要約することができる． 

改革開放の 40 年を経て，全世界の GDP に占める中国の割合が 1980 年の１.71%から 2019

年の 16.36%に急増し，中国国家統計局によると 2019 年中国の経済成長が世界経済成長の貢

献率は 30%前後に達した．したがって，巨大な国土と労働力を有する中国経済の成長は世

界経済に大きな影響を与えていると考えられる． 
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また，改革開放以来，中国政府は徐々に人口流動に対する制限を解除し，大量の農民が

都市に流れ続けてきた．中国における都市化は 1980 年の 19%から 2019 年の 60.6%に急上

昇し，都市数も 200 拠点から 672 に達した．市場化とグローバル化により，都市間の繋がり

が日増しに緊密になっている．中国政府は都市を中心に経済特区，経済開発区や自由貿易試

験区などを設立し，さらに三大成長極である京津冀，長江デルタ，広東港澳大湾区の建設が

加速度的に推進され，川渝経済圏，環渤海経済圏，中部崛起，東北地域の全面的振興が一体

的発展を促進している．様々な優遇政策の下で，労働，技術や資本といった生産要素が集中

的に都市地域をはじめとする経済圏に分配された．都市は新興産業が持続的に成長し，在来

産業の高度化が加速した．急成長を遂げた都市は中国における他の地域への牽引効果が高

いと言える． 

一方，2020 年 5 月，中国政府は，外需主導（世界の工場）から内需主導の大消費国に転

換する「双循環」戦略を呼びかけた．国内（内循環）・国際（外循環）市場を利用した持続

的発展を実現しようと目指している． 

本論文の結論から言うと，広東省の経済規模が比較的大きいということがわかる．しか

しながら，その経済規模のわりには広東省は中国の他地域との繋がりは強くなく，反対に外

国との繋がりが強いことが明らかになった．したがって，本論文の視点から見れば，広東省

をはじめとする珠江デルタの経済発展は輸出が主導的な役割を占めており，そのことは珠

江デルタが中国政府の唱える外循環的発展を遂げた可能性があることを一部示唆している．

しかし，本論文では，外国の活動について内生的に扱っておらず，本来の意味での外循環す

なわち，珠江デルタ→外国→珠江デルタというサイクルの一部しか捉えられていないため，

今後は外国の経済活動についても中国の地域間表の中で内生的に取り扱うことで外循環的

発展を遂げたかどうかの検証が必要である 

また，本論文における 3.4 節の仮説的抽出法の結論から見てみると，上海市は中国の他地

域との繋がり強いことが明らかになった．さらに，生産誘発効果の結論から見れば，上海市

をはじめとする長江デルタは中国の他地域との繋がり強いと考えられる．したがって，この

ことから長江デルタ経済発展は内循環が主導的な役割を占めている可能性が示唆される． 

本論文の意義として，次の 4 点が挙げられる．第 1 に，直轄市のみならず，直轄市以外の

沿海都市である深セン市，大連市及び青島市それぞれの産業間の繋がりを研究した．各都市

の経済を形成する産業の異なる特徴を明らかにした．第 2 に，省内で一つの都市に着目し，

その都市及び所属する省との相互依存関係と経済構造の違いを明らかにした．第 3 に，7 都

市を含む中国多地域雇用表(地域別産業別の就業者数を示した表)を作成した．第 4 に，7 都

市間と中国多地域間の繋がりを明らかにした． 

 本論文を終わるにあたって 3 点の課題を指摘しておきたい． 

第一に，中国の都市と外国との繋がりをはっきりと明確にしていない．都市間産業連関効

果を研究するために通常の地域間産業連関モデルにより外国の需要による都市への波及効

果を分析したが，都市の需要による外国への波及効果を明らかにしていない． 
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また，都市を中心に国際間地域間産業連関分析がまだ足りない．グローバル化とともに，

中国の都市と外国諸国との相互依存関係が緊密になっている．しかし，国際間産業連関表に

よる中国の都市と日本，東アジア各国さらに全世界各国との繋がりを指摘していない． 

第 2 に，本論文では 7 都市を中心に分析したが，中国の都市は数が多いため，中原地域に

おける第一の大都市である鄭州市，長江デルタにある浙江省の省都としての杭州市，江蘇省

の省都として南京市や川渝経済圏にある四川省の省都として成都市などの大都市，特に中

部と西部の大都市には多くの課題と分析がまだ残されている．例えば，本論文では河南省は

中部における伝統的な農業かつ新興工業省として，北京市，上海市や深セン市などの都市に

対しても比較的強い繋がりを持っていることが明らかになった．鄭州市は河南省の省都で

京津冀地域圏と珠江デルタを結ぶ南北陸上交通路と，黄海北部の港湾と中国西北部を結ぶ

東西陸上交通路が交わる交通結節点となっており，中国における道路・鉄道の重要拠点のひ

とつである．したがって，鄭州市は北京市，上海市や深セン市などの都市との相互依存関係

が大きい．成都市は四川省の省都で，成渝経済圏の中核都市であり，中国西部地区の重要な

中心都市であり，国家の重要なハイテク産業基地，商業貿易物流センターと総合交通の中枢

である．したがって，成都市は重慶市さらに沿海都市との相互依存関係が大きいかなど，課

題は山積している． 

第 3 に，時系列による比較分析を行っていない．本論文は 2012 年を対象年に分析を行っ

たが，2 時点さらに 3 時点の都市を中心に地域間産業間分析はまだ足りない．多時点に相互

依存関係がどのように変化してきたのかを明らかにしてない． 
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